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COVID-19感染症をはじめ，さまざまな災害や健康危機の脅威のなかにあった2021年度にあって，学
会としての歩みを止めることなく，むしろ魅力ある学会づくりに向けて，本学会がさらに前進することを
目標に，宮﨑美砂子理事長のリーダーシップのもと，理事会総意で本学会に新たに戦略的な2大チームが
設置された．1つは，「活動推進エンジンチーム」であり，もう1つは，「次世代研究活動推進チーム」であ
る．
次世代研究活動チームのミッションは，地域看護学の再定義（2019）に際して見据えた2040年の日本
はもとより，世界の人々の健康と環境の変化を予測し，かつ適切に対応するため，本学会が重点的に取り
組むべきリサーチアジェンダおよびそのアジェンダ達成のための戦略を明確にすることである．チームの
構成員は，田髙悦子（筆者），石丸美奈理事，大森純子理事，蔭山正子理事，永田智子理事の5人である．
5人は，本学会創立初期に入会以来，いわば，本学会に育てられた同世代（推定）の研究者である．現在は，
理事の立場であるが，自らも含めた次世代の研究活動推進はもとより，本学会の前進に向けて，意気揚々
と任にあずかり，全理事，監事，代議員，会員ならびに事務局の力も得て，所期の目的を達した．成果物
は，①「地域看護学定義に基づく2040リサーチアジェンダ24」ならびに②「2040リサーチアジェンダ24
の達成にむけた戦略の柱」である 1）．
①は，地域看護学の再定義（2019）に包含された，①人々の生活の質，②包括性，③継続性の観点から，
かつ地域看護学の対象である個人・家族・集団・社会全体を勘案し，重点的に取り組むべきリサーチア
ジェンダ24テーマを提示した．リサーチアジェンダ24を枠組む四要素（四辺）は，本アジェンダにおけ
る目標として「地域看護学の教育・研究・実践・管理・政策におけるイノベーション」，主な手法として
「研究デザインの精錬・データ活用・方法論の構築・理論生成・技術開発・プログラム開発・モデル構
築・システム構築」，主なパートナーとして「住民や地域との協働」と「多学術領域との協働」からなる．
②は，2本の柱からなり，1つの柱は，「新たな地域看護学の教育・研究・実践・管理・政策における開発
と評価」であり，もう1つの柱は，「住民，実践者，教育・研究者等，地域におけるネットワークの形成
と強化」である．なお，各柱のもとに，具体的に想定しうるさまざまな取り組みや事業の例も検討した．
「地域看護学定義に基づく2040リサーチアジェンダ24」ならびに「2040リサーチアジェンダ24の達成
にむけた戦略の柱」は，2022年度社員総会において新規に設置された「次世代研究活動推進委員会」（蔭
山委員長，石丸副委員長）に継承された．いよいよ始動のときである．次世代研究活動推進委員会のリー
ドのもと，会員一丸となり，1つでも多くのアジェンダに取り組みたい．日本地域看護学会，前へ！

【文献】
 1） 日本地域看護学会：「地域看護学定義に基づく2040リサーチアジェンダ24」「2040リサーチアジェンダ24の達成

にむけた戦略の柱」．http://jachn.umin.jp/committee12.html（2022年8月1日）．

巻頭言

次世代研究活動推進委員会始動に寄せて

田髙　悦子
日本地域看護学会 副理事長／北海道大学大学院保健科学研究院

日本地域看護学会誌，25（2）：3，2022

 日本地域看護学会誌　Vol.25 No.2, 2022 3



Ⅰ．緒　　言

わが国は，その自然的条件から，各種の災害が発生し
やすい特性があり，毎年のように，水害・土砂災害，地
震・津波等の自然災害が発生している 1）．すべての国民
や企業が，気候変動による災害リスクの高まりを受け止
め，災害に備える具体的な行動に移すことが重要であり，
これを促す自助や共助の意識向上を図る取組が必要 2）と

いわれている．
こうしたわが国において，自治体保健師は，災害に関
して適切かつ迅速な対応を行うことができるよう，平常
時から体制を整備するとともに，関係者等と十分に連携
を図り，協働して保健活動を行うことが求められてい
る 3）．また，市町村保健師は，住民の主体的な健康づく
りや健康なまちづくりの推進を図るため，地区活動のな
かで地域資源のマネジメントを行い，地域の身近なソー
シャルキャピタルの醸成に努めることが重要 4）ともいわ
れている．すなわち，市町村保健師には平常時から災害
に備えた自助・共助に向けた支援を住民に最も身近な立
場で行い，特に地域を単位にした活動によって共助，す

受付日：2021年9月16日／受理日：2022年3月30日
1）Noriko Hosoya，Noriko Sato，Kentaro Sugimoto，Yuko Amamiya：
千葉県立保健医療大学健康科学部

2）Masumi Taira：元千葉県立保健医療大学健康科学部

■研究報告■

全国市区町村における災害時の共助を意図した

平常時の保健師活動

細谷紀子 1），佐藤紀子 1），杉本健太郎 1），雨宮有子 1），泰羅万純 2）

  抄　録  

目的：全国市区町村で行われている災害時の共助を意図した平常時の保健師活動を明らかにする．
方法：2019年中に災害救助法適用があった箇所を除く1,463市区町村の統括保健師を対象に郵送による無記
名自記式質問紙調査を行った．災害時の共助を意図した活動実施の有無と実施有の場合その概要（自由記述）
を調べ，活動の対象や方法の類似性で分類整理した．
結果：調査回収数は541件，有効回答535件（36.6％）であり，共助を意図した活動「実施有」は160件
（29.9％）であった．活動内容は199コード，50小カテゴリー，21サブカテゴリー，9カテゴリーを得た．カ
テゴリーは「住民グループを単位に災害への備えについて話し合いや訓練を行う」「地区組織等と共に要支援
者を包摂する防災体制づくりを行う」「保健事業や健康イベントと災害時の共助に向けた活動を連動させる」
「多様な方法や内容による教育活動を住民対象に行う」「地域包括ケアや子育てを趣旨とする会議体で防災や
共助について協議や対策を行う」などであった．
考察：全国市区町村で行われている災害時の共助を意図した平常時の保健師活動の特徴は，「要配慮者を包摂
する共助を生み出す住民グループへの支援と協働」「日々の保健活動との連動による災害時の共助を推進する
ポピュレーションアプローチ」「平常時および災害時の共助を恒常的に機能させるシステムづくり」と考えら
れた．

【キーワード】保健師，共助，防災，市町村，平常時
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なわち住民相互の助け合いを推進する役割が求められて
いると考える．
一方で，さまざまな健康課題に基づく対策が年々増加
し，市町村保健師は法令等に基づく保健事業を実施する
だけでも膨大な業務量となっており，地域の健康課題や
住民ニーズに即した独自の保健事業を展開していくこと
が困難になりつつある 5）．2015年の市町村常勤保健師の
活動状況では保健福祉事業47.0％，業務連絡・事務
20.1％に対し，地区管理は7.3％にとどまっている 3）．
山村 6）は，平常時に健康危機管理を推進する際の困難と
して，健康危機管理の事業としての位置づけの不明確さ
を指摘している．災害時の保健活動に対する組織・体制
に関して，独自の災害時保健活動マニュアルの存在は市
町村では3割に満たず，準備が遅れていることが報告さ
れている 7）．以上から，市町村保健師は，地域を単位に
した平常時からの共助を推進する役割を十分に発揮でき
ていないのではないかと推察される．
災害時の共助を意図した平常時の保健師活動に関する
先行研究はいくつかの活動事例 8─10）が紹介されているに
とどまり，具体的な活動内容は十分明らかになっていな
い．また，住民相互の共助力を高める防災プログラム
等 11–13）の開発もなされつつあるが実践への普及はまだ十
分ではない．そのため，現状の全国市区町村で行われて
いる災害時の共助を意図した平常時の保健師活動を可視
化することにより，災害時の住民相互の助け合いの推進
に向けて各市区町村が実施可能な活動を検討する材料を
提示することが重要と考えた．
本研究は，全国市区町村で行われている災害時の共助
を意図した平常時の保健師活動を明らかにすることを目
的とする．

Ⅱ．研究方法

1．用語の定義
本研究における「共助」とは「住民相互の助け合い」を
意味するものとする．災害時の共助，すなわち住民相互
の助け合いを可能とするには，その前提として災害に備
える必要性を住民が自分事としてとらえることが必要で
あり，自助に向けた支援と連動して行われるものと考え
る．そのため，共助を意図した活動には，自助に向けた
支援を含めているものとする．

2．研究デザイン
本研究のデザインは質的記述的研究である．なお，本
研究は全国市区町村における災害時の共助を意図した平
常時の保健師活動の実態を明らかにするための研究 14）

で実施した質問紙調査によって得られたデータのうち，
自由記述内容を分析したものである．

3．調査対象者
調査対象者は，2019年1月1日現在，全国市区町

村1,896か所（特別区含む，政令指定都市については本
庁を除き各区を対象）のうち，2019年中に災害救助法
の適用があった箇所を除く，1,463市区町村の統括的な
役割を担う保健師（各自治体1人）とした．

4．データ収集方法
郵送による無記名自記式質問紙調査を行った．調査対
象者に，研究協力依頼書，無記名自記式質問紙，返信用
封筒の3点を2020年1月に郵送した．研究協力依頼発
送から3週間後に，調査対象者全数に，調査協力への感
謝と未回答の方への協力依頼を記載したハガキを郵送し
た．

5．調査項目
自治体の種類について「政令指定都市・特別区・保健
所設置市（以下，政令市・区）」「左記以外の市（以下，
市）」「町村」の3択にてたずねた．
災害時の共助を意図した保健福祉事業や地域づくり活
動（以下，「共助を意図した活動」とする）の実施の有無
について，「あり」「なし」「わからない」の3択によりた
ずねた．その際，活動例として「育児サークルや介護予
防事業等の仲間づくりの際に災害時の共助を促進する内
容を盛り込む」「災害時の自助や共助の促進を意図した
健康教育や住民懇談会を地区単位で行う」「地区組織と
協働してウォーキングと避難場所までの経路確認を連動
させて行う」を示した．「あり」の場合，事業や活動の概
要を自由記述にて記載を求めた．

6．データ分析方法
自治体の種類，共助を意図した活動実施の有無は各項
目の度数および比率を算出した．
共助を意図した活動について，複数の活動の記述が
あった場合は1つずつの活動に分けてコードを作成し，
活動の対象や方法・協働相手に着目して類似性により分
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類整理し，小カテゴリー，サブカテゴリー，カテゴリー
を生成した．分析内容の妥当性確保のために，共同研究
者間でデータの分析プロセスを確認した．

7．倫理的配慮
研究協力依頼書には調査の趣旨に賛同し協力に同意し
たもののみが質問紙を回答・返送するように明記し，質
問紙全項目への回答時間は約20分を要すること等を配
慮事項として明記した．さらに，2019年中に災害救助
法の適用があった市区町村は災害対応の業務負担が予測
されるため調査対象から外した．本研究は，千葉県立保
健医療大学研究倫理審査委員会から承認を得た（承認年
月日：2020年1月17日，申請受付番号：2019─31）．

Ⅲ．研究結果

質問紙は541件の返送があり（回収率37.0％），災害
時の共助を意図した平常時の保健師活動の回答がなかっ
た6件を除く535件を有効回答とした（有効回答率
36.6％）．
災害時の共助を意図した平常時の活動の実施状況は，

「あり」が160（29.9％），「なし」が335（62.6％），「わか

らない」が40（7.5％）であった．活動の実施状況「あり」
の質問紙160のうち，活動概要の記載がなかった2件お
よび専門職間の連携のみに関する活動4件を除く154件
を分析対象とした．154件の自治体内訳は政令市・区25

（16.2％），市70（45.5％），町村57（37.0％），無回答2

（1.3％）であった（表1）．
154件の質問紙には，1から最大4の共助を意図した

活動概要の記載があり，199コードを得た．分析の結果，
災害時の共助を意図した平常時の保健師活動は，50の
小カテゴリー，20のサブカテゴリー，9のカテゴリーと
なった（表2）．カテゴリーごとに結果を説明する．なお，
カテゴリーを【　】，サブカテゴリーを≪　≫，小カテ
ゴリーを＜　＞により示す．

表１　�災害時の共助を意図した平常時の活動実施「あり」の
自治体の種類� n（％），N＝154

災害時の自助・共助を意図した
平常時の活動実施「あり」

参考：有効回答全体
(n＝535)

自治体の種類
　政令市・区 25（16.2）  53 （9.9）
　市 70（45.5） 218（40.9）
　町村 57（37.0） 262（49.2）
　無回答  2 （1.3）   2 （0.4）

表２　災害時の共助を意図した平常時の保健師活動

【カテゴリー】 ≪サブカテゴリー≫ ＜小カテゴリー＞（コード数）

住民グループ
を単位に災害
への備えにつ
いて話し合い
や訓練を行う

地区の住民組織や育児・高齢者サー
クルにて災害時の共助について話し
合いを行う

育児サークルや高齢者サロンの場面で災害への備えや共助を促進する健康教育・話し合いを行
う（22）
地区の健康づくりなど住民組織において防災・共助の健康教育や話し合いを行う（8）
地区単位で災害時の共助を促進する健康教育や話し合いを行う（4）

介護育児や健康課題をもつ当事者グ
ループの集いで災害への備えの学習
や訓練を行う

健康課題をもつグループの集いで災害への備えの学習会や話し合い，訓練を行う（5）
介護予防の対象者や乳幼児の保護者向けの避難訓練を行う（2）
育児サークルで子育て防災マップを作成する (1)

ボランティア
による住民へ
の啓発活動を
支援する

ボランティアに対して防災や共助に
関する研修を行う

母子保健推進員や食生活改善推進員対象に，防災や災害時の対応に関する研修や訓練を行う（8）
ボランティア対象の災害に関する研修に共助についての内容を入れる（1）

ボランティアや地区組織による住民
向けの防災の啓発活動を支援する

保健推進員や地区組織との協働により，親子が集まる場で啓発活動を行う（6）
健康づくりボランティア主体の地域住民への防災の啓発活動を支援する（5）

自主防災組織
等と共に防災
活動の企画実
施評価を行う

地区組織と共に避難所等の開設・運
営の訓練を行う

自主防災組織や地区社会福祉協議会と協力して避難所・救護所開設の訓練や研修を行う（8）
地区組織と共にHUGを行う（2）

自主防災組織による防災活動の企画
実施評価に参画し助言する

地区単位の防災訓練の企画・実施・評価に参加する（2）
自主防災組織と協働し，防災教育の仕組みづくりの助言を行う（1）

地区組織等と
共に要支援者
を包摂する防
災体制づくり
を行う

地区組織と共に要支援者の支え合い
マップの作成や避難の検討を行う

社会福祉協議会や自治会と共に地域の要支援者の支え合いマップを作成する（9）
地域住民と共に障害者や高齢者の避難や対応に関する検討を行う（2）

地区単位の防災訓練時に要支援者の
見守りなどの健康教育を行う

地区単位の防災訓練に参加し，要支援者の受け入れなどを含む健康教育を行う（9）
地区単位の防災訓練時にボランティアと協働して健康・見守りに関する啓発を行う（1）

障害者と地域住民との合同による避
難訓練を行う

精神障害者や作業所通所者と地域住民・ボランティアとの合同による避難訓練や避難経路の確
認を行う（2）
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1．住民グループを単位に災害への備えについて話し合
いや訓練を行う
本カテゴリーは42コード，2つのサブカテゴリーから

生成した．＜育児サークルや高齢者サロンの場面で災害
への備えや共助を促進する健康教育・話し合いを行う＞
は22コードから生成した．≪介護育児や健康課題をも
つグループの集いで災害への備えの学習や訓練を行う≫
について，健康課題をもつグループは，精神障害者の集
い，介護者の集い，双子の会，アレルギーをもつ家族会
などが含まれた．また，＜育児サークルで子育て防災マッ

プを作成する＞といった活動もみられた．

2．ボランティアによる住民への啓発活動を支援する
本カテゴリーは20コード，2つのサブカテゴリーから
生成した．≪ボランティアに対して防災や共助に関する
研修を行う≫では，母子保健推進員や食生活改善推進員
などのボランティアの組織を対象に，小学校区単位での
グループワークや市民トリアージ訓練，災害時のこころ
の学習などが行われていた．≪ボランティアや地区組織
による住民向けの啓発活動を支援する≫では，保健推進

（表２ つづき） 

【カテゴリー】 ≪サブカテゴリー≫ ＜小カテゴリー＞（コード数）

保健事業や健
康イベントと
災害時の共助
に向けた活動
を連動させる

保健事業や地区活動の際に災害への
備えや共助を促進する内容を入れる

地域での健康教育に災害時の共助の内容を入れる（13）
母子の健診・相談・教室の際に災害への備えの啓発を行う（5）
育児や体操等自主グループへの支援に共助や防災の内容を入れる（4）
要支援者の個別支援の際に災害への備えや共助を促進する支援を行う（3）

まつりやイベントにて災害時の共助
の啓発を行う

健康まつりなどのイベントで防災や共助について啓発する（5）
救急講座のなかに共助の内容を入れる（2）
子育て中の家庭を対象とした災害への備えを啓発するイベントを行う（1）

地区組織や防災担当部署との協働に
よりウォーキングと避難経路の確認
を連動して行う

地区組織と協働により，ウォーキングと危険個所や避難経路の確認を連動して行う（8）
健康ウォーキングを防災担当課と協働で行う（1）

多様な方法や
内容による教
育活動を住民
対象に行う

防災担当部署や教育機関と協働して
住民や中学生向けの教育を行う

学生実習や大学との協働により住民向けの健康教育を行う（3）
消防署と協働して地域防災などの出前講座を行う（1）
地区組織の会議のなかで防災担当部署からの情報提供を設ける（1）
防災担当部署と協働して中学生に向けた健康教育を行う（1）
地域と学校とで行う防災キャンプに参加し，健康教育を行う（1）

教育媒体を作成して啓発活動を行う 災害への備えに関する教育媒体（便利帳・カレンダー）を作成し啓発する（2）
共助に関するパンフレットを作成し，健康教育や地域ケア会議で活用して話し合いを行う（1）

乳幼児のいる家庭の災害への備えについて行政チャンネルで放映する（1）

災害食や救急法について教育を行う 災害時の食事づくりの教育や調理実習を行う（5）
市民トリアージや搬送法・救急法についての教育を行う（4）
防災訓練に合わせて炊き出し訓練や災害食の啓発を行う（3）

被災地支援の活動報告により共助の
必要性を住民に伝える

被災地支援の活動報告を地区住民に行い共助の必要性を伝える（3）

地域包括ケア
や子育てを趣
旨とする会議
体で防災や共
助について協
議や対策を行
う

生活支援体制整備事業や地域ケア会
議で防災や共助について協議や対策
を行う

地域ケア会議にて災害に備えた地域づくりの話し合いや仕組みづくりの支援を行う（4）
生活支援体制整備事業のなかで，防災や共助について協議し実行する（3）

地域を単位にした組織体で防災や共
助について協議や対策を行う

地域を単位にした支え合い推進会議等にて災害時の共助について協議や学習を行う（4）
地域の課題解決のための組織体で，避難経路の安全確認や防災計画作成を行う（2）

子育て支援の会議で災害時の共助に
関して検討する

子育て支援の会議にて災害時の備えについて共助の意識に基づき検討する (1)

施策化により
災害時を含む
助け合いに向
けた対策を展
開する

条例制定や計画策定・組織体の結成
により災害時を含む助け合いに向け
た対策を展開する

見守りに関する条例制定や組織体の結成により，地区を単位とした助け合いや災害対策を展開
する（8）
地域福祉計画のなかに位置付けて要支援者向けの災害対策などを展開する（3）

地区単位の防
災活動に保健
師が参加する

地区単位の防災訓練や防災に関する
活動に保健師が参加する

地区単位の防災訓練に保健師が参加する（6）
災害時の共助に関する研修に地域住民と共に参加する（1）
防災を含むまちづくりワークショップに参加する（1）
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員との協働による親子が集まる場での災害時の備えに関
する啓発や，食生活改善推進員による災害食の普及など
の活動がみられた．

3．自主防災組織等と共に防災活動の企画実施評価を行
う
本カテゴリーは13コード，2つのサブカテゴリーから

生成した．≪地区組織と共に避難所等の開設・運営の訓
練を行う≫では，共助を意図して住民に救護所の役割を
知ってもらう活動や，地区住民を巻き込んでの医療救護
訓練を実施しそのなかで共助の必要性を伝えるといった
活動が行われていた．また，≪自主防災組織による防災
活動の企画実施評価に参画し助言する≫では防災教育の
仕組みづくりのアドバイスなどが行われていた．

4．地区組織等と共に要支援者を包摂する防災体制づく
りを行う
本カテゴリーは23コード，3つのサブカテゴリーから
生成した．≪地区組織と共に要支援者を見守るマップの
作成や避難の検討を行う≫は地区社会福祉協議会や自治
会，民生委員などと共に活動が行われていた．≪地区単
位の防災訓練時に要支援者の見守りなどの健康教育を行
う≫では，福祉避難スペースや要支援者の避難所への受
け入れに対する配慮・対応方法の説明が行われていたほ
か，感染症予防など災害時に悪化しやすい健康状態に関
する教育も行われていた．≪障害者と地域住民との合同
による避難訓練を行う≫は，作業所通所者と地域住民合
同の避難訓練や，精神障害のある人とウォーキングのボ
ランティアグループとが避難経路の確認を行うといった
活動が行われていた．

5．保健事業や健康イベントと災害時の共助に向けた活
動を連動させる
本カテゴリーは42コード，3つのサブカテゴリーから
生成した．≪保健事業や地区活動の際に災害への備えや
共助を促進する内容を入れる≫や≪まつりやイベントに
て災害時の共助の啓発を行う≫といった保健事業等と災
害時の共助に向けた活動とを連動させた活動がみられ
た．また，≪地区組織や防災担当部署との協働により
ウォーキングと避難経路の確認を連動して行う≫といっ
た健康と災害への備えの双方を目的とした活動もみられ
た．

6．多様な方法や内容による教育活動を住民対象に行う
本カテゴリーは26コード，4つのサブカテゴリーから
生成した．≪防災担当部署や教育機関と協働して住民や
中学生向けの教育を行う≫では，消防署や防災担当部署，
大学，中学校など多様な組織と協働しながら教育活動が
行われていた．また，便利帳やパンフレットなど≪教育
媒体を作成して啓発活動を行う≫や，≪災害食や救急法
について教育を行う≫など多様な方法や内容が教育に用
いられていた．≪被災地支援の活動報告により共助の必
要性を住民に伝える≫といった方法による教育活動もみ
られた．

7．地域包括ケアや子育てを趣旨とする会議体で防災や
共助について協議や対策を行う
本カテゴリーは14コード，3つのサブカテゴリーから
生成した．地域包括支援センター配属の保健師や介護保
険部門の主催などにより≪生活支援体制整備事業や地域
ケア会議で防災や共助について協議や対策を行う≫と
いった活動や，小学校区単位に設けられている支え合い
推進会議など≪地域を単位にした組織体で防災や共助に
ついて協議や対策を行う≫といった活動が行われてい
た．子育てや通学路点検など児童の安全確保と合わせた
取り組みや，くらし全体の安心ネットワークに向けた取
り組みもみられた．

8．施策化により災害時を含む助け合いに向けた対策を
展開する
本カテゴリーは11コード，1つのサブカテゴリーから
生成した．＜見守りに関する条例制定や組織体の結成に
より，地区を単位とした助け合いや災害対策を展開す
る＞や，外国人向け防災マップの作成や障害者と共に実
施する避難訓練など＜地域福祉計画の中に位置づけて要
支援者向けの災害対策などを展開する＞といった活動が
行われていた．

9．地区単位の防災活動に保健師が参加する
本カテゴリーは8コード，1つのサブカテゴリーから
生成した．地区単位の防災訓練や，災害時の共助に関す
る研修，ワークショップに住民とともに保健師が参加す
るといった活動が行われていた．
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Ⅳ. 考　　察

1．災害時の共助を意図した平常時の保健師活動の特徴
全国市区町村で行われていた災害時の共助を意図した
平常時の保健師活動のカテゴリーを基にその特徴を考察
する．
１）要配慮者を包摂する共助を生み出す住民グループへ
の支援と協働
はじめに，【住民グループを単位に災害への備えにつ
いて話し合いや訓練を行う】【ボランティアによる住民
への啓発活動を支援する】【自主防災組織等と共に防災
活動の企画実施評価を行う】【地区組織等と共に要支援
者を包摂する防災体制づくりを行う】の4つは，共通す
る要素として，災害対策基本法により規定される要配慮
者を包摂した多様な住民相互の助け合い，すなわち共助
を生み出す住民グループへの支援や協働であると考えら
れた．保健師活動における住民グループ支援について，
仲間づくりを支援するという公衆衛生看護技術の方法が
あり，それは併せて参加者が自発的に互いを助け合う状
況が生じるような場の設定になるといわれている 15）．育
児サークルや介護予防のグループ，疾病や障害をもつ当
事者グループは災害時に配慮を要する集団であり，保健
師として災害時の共助を促す支援を行うことは特に重要
と考える．一方で，母子保健推進員等のボランティアは，
住民の健康を支えるパイプ役として保健師等が育成して
いる組織であり，それら組織が主体の活動や保健師との
協働により共助を意図した活動がなされていることも確
認された．ボランティアを担う住民による啓発活動は，
当事者グループのみの活動よりもさらに住民同士のつな
がりの輪が広がり，助け合いの促進に有効と考えられた．
また，自主防災組織は，市町村に個別避難計画の作成
が努力義務化されたなかで「避難行動要支援者の避難行
動支援に関する取組指針」において，避難支援者として
の役割のみならず個別支援計画作成の主体としての役割
期待も明記され 16），要配慮者を支える住民相互の助け合
いの鍵となる重要な組織である．自主防災組織が要配慮
者への支援において困難に感じていることに「支援を求
めにくい人の把握や関係づくり」があり，支援を求めに
くい要配慮者と自主防災組織とのつながりづくりが課題
といわれている 17）．保健師はボランティアや自主防災組
織など主に支え手となり得る住民への支援と，発達課題
や健康課題をもつ住民への支援の双方を担う役割をもっ
ている．それらグループへの支援やグループ同士を直接

的に結び付けた活動が展開できるのは，受け持ち地区全
住民を対象として活動を展開する保健師本来のもつ役割
であり強みと考える．特に，【地区組織等と共に要支援
者を包摂する防災体制づくりを行う】に含まれる活動
は，要配慮者を含む住民相互の理解を平常時から促進し，
災害時の助け合いに通じる有効な活動といえる．以上の
要配慮者を包摂する共助を生み出す住民グループへの支
援と協働は，保健師が行う共助を意図した活動の特徴の
1つと考えられた．
２）日々の保健活動との連動による災害時の共助を推進
するポピュレーションアプローチ
次に，【保健事業や健康イベントと災害時の共助に向
けた活動を連動させる】と【多様な方法や内容による教
育活動を住民対象に行う】の2つは，共通する要素とし
て，特定の健康課題をもつ当事者やその家族だけではな
く，不特定多数の一般市民を対象に，だれもが自分自身
の問題として認識を深めてもらえるような働きかけ 18）

を実践している点にあると考えられた．なかでも，被災
地支援の活動報告を職場内に対して行うだけではなく，
地区住民を対して行うことは，共助の必要性を具体的に
実感できる方法として有効と考えられた．
また，保健師活動において，日々の活動の多くの機会
が普及・啓発活動にも通じており，健康教育・出張講座
や講演会・イベントの実施，印刷物やメディアの活用な
どの啓発・普及の方法があると示されている 17）．本結果
から，共助を意図した活動が多様な方法や内容で啓発・
普及されており，母子の健診等，保健事業の場面も活用
されていることが明らかになった．市町村常勤保健師の
活動時間の約半分を占める保健事業 3）を教育の機会とと
らえて，災害時の共助を促す内容を意図的に含めたり，
目的そのものをウォーキング等の健康づくりと防災とを
連動させたりといったポピュレーションアプローチを実
施することが，災害時の共助を意図した保健師活動の特
徴の1つと考えられた．保健師活動は「生活共同体に属
する人々がそれぞれもっている力を出し合い共同で健康
生活を守り，問題解決ができることを目指す．」とされ
ている 19）．防災と健康づくりに共通する要素は，この生
活共同体の営みのなかでの問題解決にあると考える．健
康でかつ災害に強い地域に向けて人々が力を出し合える
よう，その具体的な接点を見いだし，かつ多様な組織と
協働することが災害時の共助を推進するポピュレーショ
ンアプローチにおいて重要な要素と考えられた．
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３）平常時および災害時の共助を恒常的に機能させるシ
ステムづくり

3つめに，【地域包括ケアや子育てを趣旨とする会議
体で防災や共助について協議や対策を行う】と【施策化
により災害時を含む助け合いに向けた対策を展開する】
の2つは，共通する要素として，平常時および災害時の
共助を恒常的に機能させるシステムづくりにあると考え
られた．行政に所属する保健師は，地域ケアシステムの
構築や保健医療福祉計画の策定及び実施により，地域の
健康課題の解決に取り組む機能を有している 5）．本結果
から，地域包括ケアを主とした会議体での協議や，条例
制定および地域福祉計画への位置づけにより，災害時の
共助を意図した活動が展開されていることが確認でき
た．これは災害時の共助を意図した保健師活動の特徴の
1つであり，特に行政に所属する保健師の果たすべき役
割と考えられた．これらの活動は，先に述べた住民グルー
プへの支援と協働やポピュレーションアプローチを，
個々の保健師の力量に依らずに，地域全体に機能する体
系的な取り組みとして恒常化させるための基盤となる活
動として重要と考えられた．

2．災害時の住民相互の助け合いを推進するための平常
時における保健師活動への示唆
災害時の共助を意図した活動の実施割合は，調査に回
答を得た自治体の約3割にとどまっている実態がある．
残る7割の自治体において，災害時の共助を意図した保
健師活動を実行に結び付け，住民相互の助け合いを推進
するための方策を考察する．まず「要配慮者を包摂する
共助を生み出す住民グループへの支援と協働」を行うた
めには，住民グループとの接点を保健師がもっている必
要があるだろう．特に自主防災組織等の地区組織との接
点は，健診や健康相談等の保健事業を実施しているだけ
ではもちにくい．そのため，まずは【地区単位の防災活
動に保健師が参加する】ことによって担当する地域に保
健師が入り込んでいくことが必要と考える．また，すで
に膨大な業務量になっている市町村保健師において，災
害時の共助を意図した活動を新たに立ち上げるのではな
く，日々の保健活動との連動を重視し，対象者や対象地
域の災害発生時のニーズを考えながら目的を付加してい
くことが有効と考える．そして，それらの活動を一時的
のものに終わらせないためにシステムづくりは重要であ
り，結果に示された地域福祉計画のほかに，本研究では
みられなかった地域防災計画のなかに平常時における共

助を推進する活動を位置付けることも有効と考えられ
た．

3．研究の限界と課題
本調査の回収率は37.0％，有効回答率は36.6％であ
り，2019年中に災害救助法の適用があった箇所を除
く1,463市区町村に対し3分の1の現状を基に述べた結
果となっている点が本研究の限界である．また，共助を
意図した活動が十分可視化されていないことから質問す
る活動を詳細に定義することが困難であり探索的な質問
内容となっている点，および自由記述の内容をデータと
しているため，共助を意図した活動の詳細について追究
できていない点が課題である．今後，本研究の知見を踏
まえ，災害時の住民相互の助け合いを推進するための平
常時における保健師活動について研究を重ねていく必要
がある．
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■Research Report■

Public Health Nurses’ Activities Conducted in Normal Times 
to Promote Residents’ Mutual Assistance during Disaster

Noriko Hosoya1)，Noriko Sato1)， Kentaro Sugimoto1)， Yuko Amamiya1), Masumi Taira2)

1) Chiba Prefectural University of Health Sciences
2) former Chiba Prefectural University of Health Sciences

Objective: To identify activities performed by public health nurses (PHNs) in normal times that have 
promoted residents’ mutual assistance during disasters across different municipalities in Japan.
Method: We conducted a nationwide cross-sectional self-report questionnaire survey of PHNs in 1,463 
municipalities. The questionnaires assessed whether activities were conducted to promote residents’ 
mutual assistance during disasters and if so, what details could be provided. We provided a qualitative 
analysis of the objects and method of such activities.
Results: We obtained 535 responses (a valid response rate of 36.6%). We found that 160 municipalities 
(29.9%) had conducted the aforementioned activities, and nine categories were extracted from 199 
codes. The categories were as follows: “Hold meetings and drills for mutual assistance in the event of a 
disaster for resident groups;” “Develop a disaster prevention system that includes those requiring 
special care together with district organizations, etc. ;” “Link health services with activities to promote 
residents’ mutual assistance during disaster;” “Provide residents with education regarding mutual 
assistance in times of disaster in various ways and contents;” and “Discuss and take measures for 
disaster prevention and mutual assistance within an organization to improve comprehensive care in the 
community.”
Discussion: The characteristics of these activity were: group support that produces mutual assistance, 
including for those requiring special care; a population approach to prepare mutual assistance in the 
disaster by joining with daily health activities; system construction that makes mutual assistance a 
constant in normal times as well as in the case of disaster.

Key words :  public health nurse, mutual assistance, disaster prevention, municipality, normal times
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Ⅰ．緒　　言

わが国では高齢化率の上昇に伴い，独居の認知症高齢
者が増加傾向にある 1, 2）．今後，認知症を有する要介護
高齢者の増加，介護期間の長期化など介護量は増大する
一方，核家族化や少子化，介護者の高齢化などで介護力
は減少すると考えられ，独居の認知症高齢者への支援体

制を整えることは喫緊の課題である．これらを背景に，
2000年に高齢者の介護を社会全体で支える仕組みとし
て介護保険法が施行された．これにより高齢者に対する
介護のあり方は大きく変わり，認知症高齢者に向けた介
護サービスも多様化したといえる．
地域包括支援センター（以下，地域包括）は2006年の
改正介護保険法の施行によって創設され，保健師または
地域ケア，地域保健等に関する経験のある看護師（以下，
看護職），社会福祉士，主任介護支援専門員の3職種が
配置されている．近年，認知症総合支援事業が強化され，
認知症初期集中支援チームは多職種によるチームアプ

受付日：2021年9月20日／受理日：2022年3月30日
1）Junko Hayashi，Hiroe Hayashi，Mariko Zensho：埼玉県立大学大
学院保健医療福祉学研究科

2）Pingping Zhang：富山県立大学看護学部

■研究報告■

独居の認知症高齢者への認知症の症状の 

進行段階に合わせた支援
──地域包括支援センター看護職のインタビューより──

林　純子 1），林　裕栄 1），善生まり子 1），張　平平 2）

  抄　録  

目的：地域包括支援センターの看護職が行う独居の認知症高齢者の症状の進行段階に合わせた支援内容を明
らかにする．
方法：地域包括支援センターでの経験年数5年以上の看護職10人を対象に半構造化面接を行い，得られた
データを質的記述的に分析した．
結果：6つのカテゴリー，36のサブカテゴリー，109のコードが抽出された．看護職は認知症高齢者の【現状
を把握し今後の進行状態を予測する】ことから必要な支援を選択していた．看護職は【困ったときに思い出し
てもらえる人になる】ために信頼関係を築き，【地域で安心して生活できる環境をつくる】ための働きかけを
行っていた．さらに症状が進むと介護保険サービスを活用し【独居生活を続けるために必要なサポートにつ
なぐ】ことを経て【次の支援チームへのかけはしとなる】役割を担っていた．そして，これらの支援を行うう
えで基盤となるものは，常に【その人らしく生きることを支える】という姿勢であった．
考察：地域包括支援センターの看護職は認知症高齢者と早い時期から信頼関係を築く努力をし，互助から共
助へと進行段階に合わせた適時適切な支援を行っていた．そして，築いた関係性を基盤として，認知症高齢
者の意思決定を支援し，その意思を尊重し，その人らしい生き方を支えることを大切にしていた．たとえど
の時期からの関わりであっても常にその人らしさの軸がぶれないように支援の方向性を定めていくことが重
要である．

【キーワード】地域包括支援センター，看護職，独居，認知症高齢者，進行段階

日本地域看護学会誌，25（2）：13–22，2022
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ローチで効果をあげているが，その対象者は限定的で支
援を必要とする認知症高齢者の数には追い付いていな
い．むしろ，対象とならなかったケースのなかにも支援
を必要とする認知症高齢者は多く存在し，地域包括の看
護職が中心となり支援を行っている．また，要支援者の
ケアマネジメントを行っており，要支援者のなかには軽
度の認知症を有する高齢者が多い．さらに地域住民の相
談窓口という役割も担い，認知症をはじめあらゆる相談
に対応している．このように，認知症高齢者の困りごと
をさまざまな側面から支援する地域包括の看護職の担う
役割は大きい．
先行研究において，地域包括の看護職が認知症高齢者

に対して行う支援については報告されている 3─6）が，これ
らでは看護職が認知症高齢者の症状の進行段階をどうア
セスメントして，その結果どのような支援を行ったかに
ついては明らかにされていない．また，訪問看護師が認
知症高齢者の独居生活を継続するために担う役割は明ら
かにされている 7）が，訪問看護導入前から関わることが
できる地域包括の看護職の役割は明らかにされていない．
さらに認知症の本人を中心とした個別性のある支援の必
要性も報告されており 8），個々の症状の進行段階を把握
してそれに合わせた支援内容を明らかにすることの意義
は大きい．認知症は進行性の疾患であり，在宅での独居
生活を続けるためには個別性に基づいた適時適切な支援
が必要となる．地域包括の看護職には早い時期から認知
症高齢者と関わることができる強みがあり，症状の初期
から進行段階に合わせた継続的な支援を行うことができ
る．そこで，本研究は地域包括の看護職が独居の認知症
高齢者の症状の進行段階に合わせて行っている支援内容
を，看護職の実践の語りのなかから分析し明らかにする
ことを目的として実施した．この結果は地域包括の看護
職が適時適切な支援を検討する際の一助となり，独居の
認知症高齢者の生活の質の向上に貢献できると考える．

Ⅱ．研究方法

1．用語の定義
認知症高齢者：確定診断の有無にかかわらず，明らか
に認知機能が低下している高齢者．
症状：認知機能の低下によっておこる独居生活を送る
うえで支障となる症状．
支援：認知症高齢者への直接的な支援だけでなく，社
会資源に向けた働きかけや支援を選択する際のアセスメ

ント，看護職のもつ思いを含む．

2．研究デザイン
認知症高齢者への支援は個別性が高く，必要な支援も
多岐にわたる．研究協力者の語りから具体的な支援内容
を詳細に分析するために質的記述的研究法を選択した．

3．研究協力者
A区内の地域包括に5年以上勤務し，独居の認知症高
齢者を支援した経験を有する看護職とした．A区内のす
べての地域包括の管理者に選定条件を満たす看護職の紹
介を依頼した．

4．データ収集方法
データ収集はインタビューガイドを用いた半構造化面
接により行った．面接開始前に研究協力者の年齢，地域
包括での経験年数，看護師以外の保有資格，看護職とし
ての経験年数を確認した．面接では，進行段階に合わせ
て継続的に関わったなかで，印象に残った独居の認知症
高齢者の事例を想起してもらい，相談を受けた経緯，担
当開始時の状況と経過，独居生活の継続のために行った
支援とその過程において留意したことについて経時的に
語ってもらった．面接はプライバシーに配慮した個室で
1人につき1回行い，内容は同意を得たうえで ICレコー
ダーに録音した．データ収集期間は2020年4～9月で
あった．

5．分析方法
面接後，録音データから逐語録を作成し，「進行段階
をどうアセスメントしてどのように支援したか」に焦点
を当てて読み取り，先に定義した支援を表している部分
を1つの単位として抜き出しコードとした．次に抜き出
したコードを時系列に配列し，共通の意味内容をもつ
コードを集めてサブカテゴリーとし，さらに抽象度を高
めてカテゴリーを生成した．分析の過程においてはデー
タに忠実に解釈が行われるように質的研究を熟知した研
究者らと検討を重ね，解釈の妥当性と結果の真実性の確
保に努めた．

6．倫理的配慮
本研究を実施するにあたり，研究協力者が所属する地
域包括の管理者と研究協力者それぞれに研究の目的，方
法，研究の協力を断った場合にも不利益を被ることはな
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いこと，協力に同意した後でも撤回ができること，個人
情報の保護などを口頭と書面をもって説明し同意を得
た．本研究は埼玉県立大学研究倫理委員会の承認を得て
行った（承認年月日：2020年2月7日，承認番号：
19520）．

Ⅲ．研究結果

1．研究協力者の概要
研究協力者はA区内の地域包括に勤務する看護職10

人であった．年齢は40歳代2人，50歳代6人，60歳代
2人で平均56歳であった．地域包括での経験年数は10

年以上9人で，10年未満は1人のみであった．看護師以

外の保有資格は，介護支援専門員資格保有者が4人で，
保健師免許保有者はいなかった．臨床経験年数は平均
12年，面接時間は平均59分であった．看護職が相談を
受けた経緯については，本人，別居家族以外では，民生
委員，団地や町会の自治会長，病院の相談員や退院支援
看護師など多岐にわたっていた．

2．分析結果
地域包括の看護職による独居の認知症高齢者への支援
内容を症状の進行段階に着目して分析した結果，6つの
カテゴリー，36のサブカテゴリー，109のコードを抽出
した（表1）．以下に抽出したカテゴリーを用いて結果の
全体像を要約した後，各カテゴリーについて説明する．

表1　認知症の症状の進行段階に合わせた支援

【カテゴリー】 《サブカテゴリー》 コード（一部）

現状を把握し
今後の進行状
態を予測する

清潔が保たれ，身なりが整っているか確認
する

顔や口のまわりが汚れてくる
入浴しておらず，体臭がする
季節に合わない服や汚れた服を着ている

掃除，調理，買い物などの生活機能が維持
できているか把握する

生活機能が低下すると電化製品を使えなくなる
家のなかにゴミがたまる

金銭管理ができているか確認する 支払いが滞納する
金銭面での心配が認知症を悪化させる

もの忘れや判断力の程度を把握する 郵便物がたまり整理ができなくなる
訪問を約束した日時を忘れる
同じ話を繰り返し，指示語が増える

食事や睡眠などの生活リズムが乱れていな
いか把握する

規則正しい生活が認知症の進行を左右する
運動，食事，睡眠などの基本的な生活リズムが崩れる

定期受診，内服などの健康管理ができてい
るか把握する

病院の予約日を忘れる
薬が足りない，余ることが増えてくる
食事がとれていないと痩せたりむくんだり顔色が悪くなったりする

家族，友人，地域社会と交流ができている
か把握する

外出せず人との交流が少なくなると認知症の進行が早まる
独居だと生活の変化に気づく人がいない

困ったときに
思い出しても
らえる人にな
る

信頼関係を築く 警戒心を取り除き，悪い人ではないとわかってもらう
不安に寄り添い，あなたをわかりたいという思いを伝える
部屋に入れてもらえるまで根気よく通い続ける

訪問頻度を増やし，不安や心配事にタイム
リーに対応する

不安が大きくならないようにそのつど訪問して解決する
電話で済まさず可能な限り訪問する
独居なので頻回にこれがわからない，あれがわからないという連絡に対応する

看護職としての強みをいかして関わりの糸
口をみつける

血圧計とステートをもっていると信頼されやすい
身体の心配事を話の切り口にし，お薬手帳を使って相談にのる
看護師が行くだけで安心する人もいる

公的サービスでは対応できない部分を担う あれもこれも，何でも屋さんの役割を担う
介護認定が出ていない時期は包括が支援する
委託事業のなかだからこそできる役割がある
独居なので家族がいれば家族が行うであろう事にも対応する

適切な距離を保ちながら緩やかに見守る その人の状況に合わせた見守りの頻度を考える
いつも近くで見守っているよという安心感を与える
押したり引いたりしながら距離感をはかる

見守りを続けながら介入の準備をする 本人からのSOS を待つ
拒否する人にも根気強く関わり介入のタイミングをとらえる
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（表1   つづき）

【カテゴリー】 《サブカテゴリー》 コード（一部）

地域で安心し
て生活できる
環境をつくる

地域資源を活用して見守る 民生委員や団地の見守り隊と連携する
最初は深く包括が関わって，ある程度軌道に乗ったら地域の人にシフトしていく
地域とつながることでだれかに気づいてもらうチャンスをひろげる
サロンやカフェなどでさりげなく様子を観察する

サロンや地域の催し物への参加を促す 人と交流する楽しさに気づいてもらえるよう関わる
現地までいっしょに行き，きっかけをつくる
地域との交流の場の情報を提供する

生活のなかで生きがいや楽しみをもてるよ
うに関わる

本人が役割を担い，それを発揮できる場をつくる
能力に合った頼みごとをする
いままでおこなっていたことや好きなことを続けていく方法を考える

起床，就寝，食事など基本的な生活リズム
を整える

その人なりの健康管理の方法を知る
起きる，食べる，寝るの3点固定を助言する

かかりつけ医の有無を確認し，必要時に受
診を促す

介護保険を申請するときのために必要な主治医を決めておく
健診や予防接種を勧め，生活のなかに医療の視点を入れる

看護職としての視点をもって生活上のアド
バイスをする

認知症だけでなくベースの疾患があったら，そこをどう支援していくか考える
お薬手帳から病状を予測する
専門的な知識を使ってアドバイスする

小さな変化を見逃さない 関わっているなるべく多くの人と情報を共有する
何気ない会話をしながら生活状況を観察する

独居生活を続
けるために必
要なサポート
につなぐ

介護サービスの必要性を判断し，介護保険
を申請する

すぐに介護保険にはつなげず申請のタイミングを見極める
インフォーマルな社会資源では対応できなくなればフォーマルなものを考える

デイサービスを導入し生活リズムを整える 他者と交流をもてる場を提供する
安全に入浴する機会を提供する
1日，1週間の生活にメリハリをつける

ヘルパーに日常生活を送るうえでの支援を
依頼する

過度にならず残存機能を生かして支援する
定期的にだれかが来てくれるという安心感をもってもらえるように関わる

訪問看護師に服薬管理や全身状態の把握を
依頼する

体調の悪化を早期に察知する
独居の場合，服薬管理は看護師にしか行えない

必要なサービスを調整し，多職種と連携す
る

多職種と情報を共有する
どのサービスをどれぐらいいれればこの人が幸せかを考える
介護認定の枠内で必要なサービスを組み合わせる

別居家族の思いを聞き，介護力を見極める 家族のなかでキーパーソンとなる人に現状を伝える
家族の意向を確認する
本人と家族の思いをすり合わせ折り合いをつける

次の支援チー
ムへのかけは
しとなる

可能な限りの支援を組み合わせて見守りの
目を増やす

互助と共助を組み合わせて安否確認をする
症状の進行に合わせて見守りの回数を増やしていく

症状をみながら区分変更の必要性を判断す
る

BPSDがみられ，IADLがいちじるしく低下した段階で介護認定の区分変更を検討する
必要なサービスが要支援の枠ではおさまらなくなれば区分変更する

認知症専門医への受診を促す 区分変更の際には専門医受診を考える
BPSDが急速に表れたときは専門医受診を考える

要介護認定時，居宅介護支援事業所へ引き
継ぐ

関わるなかで知り得た本人の思いをこれから関わる人達に伝える
引継ぎ後も必要時にはいっしょに関わる

独居生活の限界を見極める 命を守ることを最優先に考える
本人が自ら助けを求めることができるかどうかを判断する

その人らしく
生きることを
支える

本人が自身の生き方を選択する権利を守る 本人がどうしたいか，どうありたいか，どう終わりたいかを大切にする
倫理観をもって接する

日常の関わりのなかで今後の暮らし方への
意向を確認する

生活のなかにちりばめられている本人の思いを読みとる
サロンなどでの認知症になる前からの関わりを大切にする
早い時期からの関わりのなかで本人の思いを聞く
本人の言動や生活ぶりから大切にしていることを知る

本人のこだわりを大切にする 決して否定しない
いままでの生活スタイルはその人そのものと感じる

本人の希望が叶えられる支援の方法を考え
る

気持ちに寄り添い可能な限り本人の意向にそう努力をする
本人の身体状況や経済力，介護力も含めて最適な方法を考える

チームのなかで支援の方向性を軌道修正し
代弁者となる

本人の意向にそった支援の方向性を保つ
本人の意向を伝える代弁者となる
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なお，文中ではカテゴリーは【 】，サブカテゴリーは
《 》，研究協力者の語りは「 」で表記する．
看護職は認知症高齢者の【現状を把握し今後の進行状
態を予測する】ことから必要な支援を選択していた．看
護職の行う支援は【困ったときに思い出してもらえる人
になる】ために信頼関係を築くことから始まり，次に地
域資源を活用し【地域で安心して生活できる環境をつく
る】ための働きかけを行っていた．さらに症状が進むと
介護保険サービスを活用し【独居生活を続けるために必
要なサポートにつなぐ】ことを経て，【次の支援チーム
へのかけはしとなる】役割を担っていた．そして，これ
らの支援を行ううえで基盤となるものは，常に【その人
らしく生きることを支える】という姿勢であった．
１）【現状を把握し今後の進行状態を予測する】
地域包括の看護職が支援に入り始める時期はケースに
よってさまざまである．そのため，看護職はまず，【現
状を把握し今後の進行状態を予測する】ことから支援を
始める．ここでは現状を的確にアセスメントするうえで
ポイントとなる視点が認知症高齢者の症状と生活環境の
両面から語られていた．看護職は「あれっ？って思うと
顔をみますね．目やにがいっぱいたまってくるんですよ．
顔を洗えてないなって」「お台所がきれいなのは調理を
していないのかなって」「家族がいないと，正しくお金
が使えているか確認する人がいないんですよ」と語り，
《清潔が保たれ，身なりが整っているか確認する》《掃除，
調理，買い物などの生活機能が維持できているか把握す
る》《金銭管理ができているか確認する》ことを行い，会
話から《もの忘れや判断力の程度を把握する》ことを
行っていた．そして，「規則正しい生活が認知症の進行
を左右する」「ひとり暮らしだから薬を飲まなくてもだ
れも気づかなくて，それでどんどん悪くなっていく」と
語り，《食事や睡眠などの生活リズムが乱れていないか
把握する》《定期受診，内服などの健康管理ができてい
るか把握する》ことを行い，これらの情報を今後の生活
指導にいかしていた．また，「コミュニケーション能力
が落ちると認知症もすすむ」と語り，《家族，友人，地
域社会と交流ができているか把握する》努力をしてい
た．
２）【困ったときに思い出してもらえる人になる】
看護職は，独居の認知症高齢者と日常の小さな困りご
とを気軽に相談できるような関係を築くことを大切にし
ていた．ここでは【困ったときに思い出してもらえる人
になる】ために行われている支援が語られていた．看護

職はまず初めに，「悪い人ではないとわかってもらうこ
とから始める」と語り，《信頼関係を築く》努力をしてい
た．そして，「独居だと何かにつけてわからないって連
絡が入るので，結構な頻度で訪問していますね」と語り，
《訪問頻度を増やし，不安や心配事にタイムリーに対応
する》ことで安心して生活できるような対応を心がけて
いた．また，「健康面の心配を抱えている人は多い」と
語り，《看護職としての強みをいかして関わりの糸口を
みつける》ことを行っていた．さらには，「介護保険じゃ
できないことをわれわれはいっぱいやっている」とも語
り，《公的サービスでは対応できない部分を担う》こと
で，認知症高齢者の個々のニーズに柔軟に対応していた．
そして，「強引に入らず，本人からのSOSを待つことも
大事」と語り，築いた関係性を基盤に，それぞれの状況
に合った見守りのスタイルを設定し，《適切な距離を保
ちながら緩やかに見守る》ことや，《見守りを続けなが
ら介入の準備をする》ことを行っていた．
３）【地域で安心して生活できる環境をつくる】
看護職は互助を最大限に活用し【地域で安心して生活
できる環境をつくる】働きかけを行っていた．ここでは，
今後の進行を見据えて，まだ比較的認知機能が保たれて
いる時期だからこそ必要となる支援が語られていた．看
護職は「これから不安を抱える初期の人達を支えるの
は，地域の資源がどれだけその人に関わっていくかだと
思う」と語り，《地域資源を活用して見守る》ことで地域
とのつながりを保つことを重要視し，《サロンや地域の
催し物への参加を促す》ことなどを行っていた．また，
「能力にあった頼み事をして自信をつけてもらいたい」
とも語り，《生活のなかで生きがいや楽しみをもてるよ
うに関わる》努力をしていた．さらに，「その人の生活
習慣や病気の管理や受診の仕方を知っておくことが大
事」と語り，認知症高齢者の《起床，就寝，食事など基
本的な生活リズムを整える》ための生活指導を行い，生
活のなかに医療の視点を入れるために《かかりつけ医の
有無を確認し，必要時に受診を促す》ことを行っていた．
また，「同じ認知症であっても，ベースにある病気をみ
て，目をかける回数を増やしますね」と語り，《看護職
としての視点をもって生活上のアドバイスをする》こと
に専門職としての役割を見いだしていた．そして，「違
和感というかこれを超えちゃダメっていうのがあるんで
す」と語り，経験に裏付けられた直感的な気づきを生か
して《小さな変化を見逃さない》努力をしていた．

 日本地域看護学会誌　Vol.25 No.2, 2022 17



４）【独居生活を続けるために必要なサポートにつなぐ】
看護職は症状が進行しても地域で本人が望む生活を続
けることができるように介護保険などの共助を活用し，
【独居生活を続けるために必要なサポートにつなぐ】．こ
こではいままで活用してきた地域資源に介護保険サービ
スを組み合わせて支援を行っている様子が語られてい
た．看護職は「すぐに介護保険ではなくて，ヘルパーさ
んが入った方がいいかなとか，うつっぽいから運動した
方がいいかなってところで介護保険の申請を考える」と
語り，生活への支障の程度をアセスメントしながら《介
護サービスの必要性を判断し，介護保険を申請する》こ
とを行っていた．その結果，要支援の認定がでれば，《デ
イサービスを導入し生活リズムを整える》《ヘルパーに
日常生活を送るうえでの支援を依頼する》《訪問看護師
に服薬管理や全身状態の把握を依頼する》などの介護保
険サービスを導入し，《必要なサービスを調整し，多職
種と連携する》．その際には「サービス1つ選ぶにして
も，それによってその人の人生が変わっていくので責任
を感じる」と語り，ケアマネジメントの重要性を認識し
ていた．そして，「家族がいる場合はどこまで介護がで
きるのかを確認する」と語り《別居家族の思いを聞き，
介護力を見極める》ことで支援の方向性を定めていた．
５）【次の支援チームへのかけはしとなる】
看護職は生活機能の低下やBPSD（Behavioral and 

Psychological Symptoms of Dementia；認知症の行
動・心理症状）の出現を機に区分変更や在宅独居生活の
限界を見極め，要介護の認定が出た際には【次の支援
チームへのかけはしとなる】役割を担っていた．ここで
は，症状が進行し区分変更を検討する段階で必要となる
支援が語られていた．看護職は「症状が進むと，使える
枠のなかでなるべくだれかの目が入るようにする」と語
り，《可能な限りの支援を組み合わせて見守りの目を増
やす》ことで日々の安否確認を行っていた．また，「今
の症状や必要なサービスに見合った介護度なのかって考
えますね」と語り，《症状をみながら区分変更の必要性
を判断する》段階になると，現状に合った介護サービス
が受けられるよう《認知症専門医への受診を促す》こと
で区分変更時に提出される主治医意見書が適切な介護度
につながるよう働きかけていた．そして，区分変更の結
果が要介護となれば，「私たちが聞いてきたご本人の意
向を居宅のケアマネさんに伝えなきゃって思います」と
語り，《要介護認定時，居宅介護支援事業所へ引き継ぐ》
ことで，いままでの関わりのなかで知り得た本人の意向

を次の支援チームにつないでいた．さらには，「食事も
十分にとらずギリギリの状態だったり徘徊して高速道路
を歩いたりすると，命の危険につながる」と語り，最終
的には命を守ることを最優先に考え，《独居生活の限界
を見極める》判断も行っていた．
６）【その人らしく生きること支える】
看護職が判断や支援を行ううえでの基盤となるもの
が，【その人らしく生きることを支える】姿勢である．
ここでは，独居の認知症高齢者を支援する際に看護職そ
れぞれがもつ思いが語られていた．看護職は「本人がど
うしたいか，どうありたいか，どう終わりたいか，そう
いうのが非常に重要」と語り，《本人が自身の生き方を
選択する権利を守る》ことを大切にしていた．そして，
「思いを聴こうっていう気持ちかなって．会話の端々か
らなにかきっかけを得ようとするっていう感じですか
ね」「いきなりじゃなくて，関わりのなかでどうしたい
か聞くね．症状が進んでからでは聞けないから」と語り，
日々の生活のなかにある認知症高齢者の思いを知るため
に《日常の関わりのなかで今後の暮らし方への意向を確
認する》努力をしていた．また，「基本はとにかく否定
しない」ことを信条とし，《本人のこだわりを大切にす
る》という思いで向き合い，病状，介護力，経済力も含
めて最適な形で《本人の希望が叶えられる支援の方法を
考える》努力をしていた．そして，「本人の意思を確認
しつつ動いていくなかで将来的な方向性を考えながらっ
ていうのは大事な役割なのかもしれないですね」と語
り，関わりのなかで知り得た本人の意向にそって，《チー
ムのなかで支援の方向性を軌道修正し代弁者となる》役
割を果たしていた．

Ⅳ．考　　察

地域包括の看護職は認知症高齢者の現状を適切にアセ
スメントし，進行段階に合わせて互助から共助へと社会
資源を組み合わせ，支援を行っていることが明らかに
なった．また，認知症高齢者と信頼関係を築き，意思決
定を支援していた．そして，その意思を尊重し，その人
らしさの軸がぶれないように支援の方向性を定め，連携
のかけはしとなっていた．以下に独居の認知症高齢者の
現状把握のためのアセスメントの必要性と，症状の進行
段階に合わせた支援の特徴を考察し，地域包括の看護職
の役割について検討する．
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1．独居の認知症高齢者の現状把握のためのアセスメン
トの必要性
地域包括の看護職が相談を受けて訪問する際は【現状
を把握し今後の進行状態を予測する】ことから支援を始
める．看護職のアセスメントの視点を既存の尺度を用い
て考察する．
看護職は，身なりや整容など外見からセルフケア能力
を，室内の状況から家事遂行能力などの生活機能を，会
話をすることから認知機能などを総合的に判断し，五感
を働かせて限られた情報から現状把握を行っていた．地
域包括が支援に入る時期はさまざまであるため，このよ
うな現状把握のアセスメント能力が非常に重要となる．
認知症の重症度を評価するために用いられる指標に臨床
認知症評価尺度（Clinical Dementia Rating；CDR）や
地域包括ケアシステムにおける認知症アセスメント
（DASC-21）がある．両者は観察法を用いた尺度でCDR

は問題解決能力や地域社会の活動などの6項目から，
DASC-21はチェックリスト形式の21の質問項目から認
知機能と生活機能を評価する．DASC-21はMMSE や 

HDS-Rとの相関があることからも 9），その有用性は高
い．【現状を把握し今後の進行状態を予測する】に属す
る7つのサブカテゴリーは看護職の実践の語りのなかか
ら抽出したものであるが，これらの判断のポイントは
CDRやDASC-21の評価項目と類似していた．このこと
から，看護職の経験に基づいたアセスメントの視点は，
認知症の症状の進行段階を判断する際の指標になるとい
える．看護職は，認知症高齢者のセルフケア能力，生活
機能や認知機能から現在の進行段階を判断し今後の進行
を予測していた．そして，認知症高齢者が日常生活にお
いて出来ていることに対してはその強みをいかし，継続
できるように関わり，困りごとに対しては適時適切な支
援を行っていたと考えられる．

2．症状の進行段階に合わせた支援の特徴
地域包括の看護職の支援は【地域で安心して生活でき
る環境をつくる】ことから【独居生活を続けるために必
要なサポートにつなぐ】ことを経て【次の支援チームへ
のかけはしとなる】ことに至る過程が明らかになった．
これらの支援が必要な時期の特徴を考察する．
まず，【地域で安心して生活できる環境をつくる】こ
とを主軸として支援を行う時期は，認知症高齢者は漠然
とした不安を感じてはいるものの，比較的認知機能は保
たれているため介護認定を受けていないことが多い．そ

のため，困りごとに対するタイムリーな対応，規則正し
い生活を送るための生活指導，互助による地域資源を積
極的に活用した支援が行われていた．生活につまずき始
めたところで気づき，そこから関わることができるのが
地域包括の看護職の強みであり，生活指導においては重
要な役割をもつ．訪問看護師がひとり暮らしの認知症高
齢者に対して生活指導を行うことで，認知症症状の進行
を遅らせる働きかけを行っていたという報告がある 6）．
認知症だけでなく基礎疾患も含めて適切な生活指導を行
うことは訪問看護師の支援と類似しており，対象の一部
分だけでなく全体をとらえるという看護職の支援の特徴
を表しているともいえる．また看護職は今後さらなる症
状の進行に伴い見守りの目が必要になることを予測し，
地域とのつながりを強化するような働きかけを意図的に
行っていた．相談を受けてすぐに介護保険につなぐので
はなく，まずは互助を活用し地域で支えることを第一に
考えていた．これは症状が進んでからも地域とのつなが
りを保つために必要な支援であり，この時期の支援の特
徴であると考えられる．
次に，【独居生活を続けるために必要なサポートにつ
なぐ】ことを主軸として支援を行う時期になると，認知
症高齢者は日常生活のしづらさを自覚するようになる．
この時期には介護保険に代表される共助のサービスが必
要となるため，介護保険の申請から予防給付のケアマネ
ジメントを中心に支援が行われていた．軽度者へのケア
マネジメントは，利用者の自己決定権を尊重しながら潜
在能力を引き出し，QOLを高めるような関わりが必要
である 10）．看護職がケアマネジメントに「責任を感じる」
と語ったように，認知症高齢者の個別性やニーズに合わ
せて最適なサービスを選択することは，生活機能の維持
と生活の質の向上につながる重要な支援であるといえ
る．また，家族へのアプローチも重要である．別居家族
は独居生活ができているうちは安心し，その間に症状が
進行していくケースも多いため，家族の担える介護力を
確認し，本人と家族の思いをすり合わせ，折り合いをつ
けていくこともこの時期の支援の特徴であると考えられ
る．
そして，【次の支援チームへのかけはしとなる】こと
を主軸として支援を行う時期をむかえると，認知症高齢
者の生活全般に支障がみられてくる．この時期になると，
独居生活を継続するためにより多くの支援と日々の安否
確認が必要となるため，区分変更の検討が行われていた．
区分変更の結果，要介護認定が出ればケアマネジメント
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の主体は居宅介護支援事業所に移り，地域包括の支援は
多くの場合ここで終了する．しかし，この後，認知症高
齢者の意思を次の支援チームにつないでいく重要な役割
がある．このことは，認知症高齢者がその人らしさを保っ
ていくために必要な支援であり，この時期の支援の特徴
であるといえる．また，この時期から関わりを開始した
場合は既に症状が進行している場合もある．地域包括に
は介護予防事業や要支援者のケアプラン作成という業務
があるため，症状の初期から関わり進行段階に沿って支
援を行うことができるケースがある一方で，初回訪問時
には全身状態が悪化し，猶予のないケースを支援するこ
とも多い．ゴミ屋敷やセルフネグレクトという言葉に象
徴されるように地域の片隅でだれにも気づかれずに認知
症が進行し，問題が表面化してから関わりが始まるケー
スもあるが，たとえ遅すぎた介入であっても，そこから
関わりを開始し支援の方向性を定めていかなければなら
ない．このような緊急性の高いケースに迅速に対応する
こともこの時期の支援の特徴であると考えられる．

3．地域包括の看護職の役割
地域包括の看護職は認知症高齢者の不安に寄り添い，

【困ったときに思い出してもらえる人になる】ために信
頼関係を築き，【その人らしく生きることを支える】姿
勢を大切にしていることが明らかになった．地域包括の
看護職の役割として2つの視点から考察する．

1つ目は【困ったときに思い出してもらえる人になる】
ことである．認知症高齢者は，初期だからこそ自身の症
状の出現に気づき漠然とした不安をもつ．認知症の当事
者を対象にした研究でも，当事者はしばしば不安定さを
抱き，時にパニックに陥ることが報告されている 11）．認
知症高齢者が安心して独居生活を送るためには，まずは
なにに不安を感じているのかを明確にする必要がある．
宮本 12）は暮らしの相談の多くは，未整理・未分化で混
沌としたものであり，その混沌から構造化へのプロセス
をいっしょに歩み方向づけしていくのがもっとも重要で
あると述べている．そのためには，状況によっては毎日
訪問し，タイムリーかつ制度にとらわれない柔軟な対応
を行い，適切な距離を保ち見守りながらも，タイミング
をみて介入できるように準備を整えることが必要であ
る．また，漠然とした不安は健康問題に起因することも
多く，地域で暮らす認知症高齢者にとって病気のことを
相談できる看護職の存在は大きい．地域包括の看護職に
は，こうした日常生活のなかで生じるさまざまな不安や

困りごとに対応し，緩やかに見守るという役割がある．
2つ目は，【その人らしく生きることを支える】ために
意思決定支援を行うことである．認知症の人への意思決
定支援とは，その能力を最大限いかして，日常生活や社
会生活に関して自らの意思に基づいた生活を送ることが
できるようにするために行う，意思決定支援者による本
人支援をいう 13）．本来，暮らし方や生き方は自分自身で
決定するべきことであるが，独居でかつ認知機能も低下
している状態では自らの意思を決定し，それを相手に伝
えることは困難であると推察される．平田 14）は，本人
の自己決定は適切な情報が提供され，適切なコミュニ―
ケーションのもとで，適切な支援者という第三者との関
わりのなかで形成されていくと述べている．早い時期か
ら関係を築くことができる地域包括の看護職は，ここで
いう適切な支援者の1人になり得るのではないかと考え
る．杉原 15）が認知症の人の意思決定を支えていくうえ
で重要な視点は，広くその人の生活，人生にまで思いを
寄せることであり，それはまさしく看護の視点であると
述べていることからも，看護職の専門性に期待される役
割は大きい．また箕岡 16）が，「大切なことは認知症の人
たちのために何かをすることではなく，彼らとともに在
る」ということであると述べたように，認知症高齢者の
生活のなかに入り，思いに寄り添い，身体と心をともに
ある状態においてこそ，意思決定支援は始められる．認
知症高齢者の思いは日々の生活のなかにある．ともにあ
り続けるなかで何気ない会話や行動のなかにある思いを
読み取ること，そして，今まで歩んできた人生を知り，
その人らしく生きるための意思決定を支援することは，
早い時期から関係を築くことができる地域包括の看護職
の役割であると考える．

Ⅴ．結　　語

地域包括の看護職は症状の進行段階に合わせて互助か
ら共助へと社会資源を組み合わせて独居の認知症高齢者
を支援していた．また，早い時期から努力して信頼関係
を築き，日々の関わりのなかで認知症高齢者の意思決定
を支援していた．地域包括の看護職には，認知症高齢者
の意思を次の支援チームにつなぐかけはしとなり，常に
その人らしさの軸がぶれないように支援の方向性を定め
ていく役割を担うことが期待される．
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Ⅵ．研究の限界と今後の課題

看護職が事例を想起する際にはそれぞれがもつ思いに
影響されるため，語られた事例にはかたよりがあったと
考えられる．今後は，より詳細な状況を設定したうえで
事例を想起してもらうことで分析の精度を高め，メモ
リーバイアスを最小限にすることが課題である．また，
地域包括の業務の特性から事例として語られた認知症高
齢者の最終的な転帰までは追うことができなかった．今
後は可能な限りの継続した追跡調査を行い，長期的な視
点で分析を行うことも課題である．加えて，本研究は都
市部にある特定のA区における調査結果であり，都市部
という地域特性が認知症高齢者の独居生活に何らかの影
響を及ぼしている可能性は否めない．これについては，
地方にも調査地域を拡大し比較検討することや，都市部
の他の地域でも同様の方法で調査を行い，さらなる検討
を重ねていく必要がある．

【利益相反】
本研究に関連する利益相反はない．

【謝辞】
本研究を実施するにあたり，お忙しいなか，貴重な経験を語っ
てくださった地域包括支援センターの看護職のみなさまに深く
感謝申し上げます．なお，本研究は埼玉県立大学大学院保健医
療福祉学研究科に提出した修士論文の一部を加筆修正したもの
である．

【文献】
 1） 内閣府：令和3年度版高齢社会白書．https://www8.cao.

go.jp/kourei/whitepaper/w-2021/zenbun/03pdf_index.

html（2021年9月5日）.

 2） 内閣府：平成29年度版高齢社会白書．https://www8.cao.

go.jp/kourei/whitepaper/w-2017/zenbun/pdf/1s2s_03.pdf 

（2021年9月5日）.

 3） 早坂玉緒・徳本弘子：地域包括支援センターで活動する看
護職の認知症相談における専門的判断．日本看護学会論文
集，49：15─18，2019.

 4） 岡野明美・上野昌江・大川聡子：認知症が疑われる高齢者
に対する地域包括支援センター保健師のコーディネーショ
ンの実態．日本地域看護学会誌，22（1）：51─58，2019．

 5） 山本三樹雄・蒔田寛子：認知症男性高齢者の独居生活継続
を支える保健師の支援．日本在宅看護学会誌，9（1）：21─
31，2020．

 6） 平林瑠美・尾崎章子・西崎未和他：認知症が疑われる独居
高齢者に対する地域包括支援センター看護職のアウトリー
チ・スキル；初期段階におけるかかわりを中心に .日本在
宅看護学会誌，10（1）：2─10，2021．

 7） 松下由美子：一人暮らし認知症高齢者の身体的，精神的症
状の安定化を図る訪問看護師の働きかけ．大阪府立大学看
護学雑誌，22（1）：35─44，2016．

 8） Kari AH, Anne MMR, Ingvild HF, et al.：Staff’s 

perspectives on the organization of homecare services to 

people with dementia-A qualitative study. Nursing 

Open, 8（4）：1797─1804, 2021．
 9） 山口智晴・堀口布美子・狩野寛子他：地域包括ケアシステ

ムにおける認知症アセスメント（DASC-21）の認知症初期
集中支援チームにおける有用性．認知症ケア研究誌，2：
58─65，2018．

10） 櫻井栄子：地域包括支援センターの看護職として 軽度者
へのケアマネジメントで自立への意欲を引き出す．コミュ
ニティケア，8（8）：24─27，2006．

11） Portacolone E, Rubinstein RL, Covinsky KE, et al.：The 

Precarity of Older Adults Living Alone With Cognitive 

Impairment. The Gerontologist, 59（2）：271─280, 2019．
12） 宮本ふみ：保健師の援助技法を考える保健師の専門性はど

こにあるのか．保健婦雑誌，59（5）：440─444，2003．
13） 厚生労働省：認知症の人の日常生活・社会生活における意

思決定支援ガイドライン．https://www.mhlw.go.jp/stf/

seisakunitsuite/bunya/000212395.html （2021年9月5

日）．
14） 平田　厚：これからの権利擁護．25─30，筒井書房，東京，

2001．
15） 杉原百合子：認知症の人と家族に対する意思決定支援と看

護職の役割．人間福祉学研究，9（1）：21─34，2016.

16） 箕岡真子：認知症のケアの倫理，16─21，ワールドプラン
ニング，東京，2010.

 日本地域看護学会誌　Vol.25 No.2, 2022 21



■Research Report■

Support for Elderly People with Dementia Who Live Alone, According to the Stage 
of Progression of Dementia Symptoms

From Interviews with Nurses at a Community General Support Center

Junko Hayashi1), Hiroe Hayashi1), Mariko Zensho1)， Pingping Zhang2)

1) Graduate Course of Health and Social Services, Saitama Prefectural University
2) Faculty of Nursing, Toyama Prefectural University

Objective: This study clarified how nurses at a community general support center provide care, in 
accordance with the progression of symptoms, to elderly people with dementia who live alone.
Method: Semi-structured interviews were conducted with 10 nurses with more than five years of 
experience in a community general support center, and data were analyzed qualitatively and 
descriptively.
Results: We extracted six categories, 36 subcategories, and 109 codes. The categories were “assessing 
the current situation and predicting future progress,” “trying to be someone to be remembered in times 
of trouble,” “creating an environment where people can live safely in the community,” “connecting 
people to the support they need to continue living alone,” “providing a bridge to the next support team,” 
and “supporting people to live in their own way.”
Discussion: The nurses at the community general support center made efforts to build a trusting 
relationship with the elderly with dementia from an early stage by taking advantage of the fact that 
they could relate to them even before they were diagnosed with dementia, and provided timely and 
appropriate support according to their stage of progress from mutual aid to mutual assistance. They 
also placed importance on respecting the wishes of the elderly people they came to know through these 
relationships and the supporting of their unique way of life. Although the timing of interventions 
varies, our results highlighted the importance of setting the direction of support so that the uniqueness 
of each person’s personality remains unaffected, no matter when the relationship begins.

Key words :  community general support center, nurses, living alone, elderly people with dementia, 
stage of progression
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Ⅰ．緒　　言

近年，世界各地で災害が増加しており，南海トラフ巨
大地震を始め，今後も大規模な災害の発生が予想されて
いる 1）．大規模な災害後にはさまざまな精神的，身体的
健康問題が多発する 2）が，同じように被災しても精神的
な症状を呈する人とそうではない人がいることが報告さ
れており 3），それを説明する概念としてレジリエンスが
注目されている．

レジリエンスは物理学をルーツにもち，一般的には
「いったん取り除かれた後に物体やシステムが元と同じ
均衡状態に戻る能力」であるが，さまざまな学問分野で，
異なる定義で用いられている 4）．精神医学・心理学の分
野でもさまざまな定義があるが 5），Bonanno3）は「深刻
な事態に遭遇しても心身の機能が比較的安定し，健康な
水準を保持する能力」であり，それが高い個人は，災害
後の状況に上手く対応できるとしている．
さらに，近年同じような支援が行われているにも関わ
らず，コミュニティによって災害後の回復のスピードに
差があることが示され 6），それを説明する概念として，
コミュニティ・レジリエンスが用いられるようになって

受付日：2021年5月20日／受理日：2022年6月16日
1）Hitomi Sato, Atsushi Matsunaga：東北大学大学院医学系研究科
2）Atsuko Taguchi：慶應義塾大学看護医療学部

■研究報告■

医療・保健分野における災害に関する

コミュニティ・レジリエンスの概念分析

佐藤仁美 1），松永篤志 1），田口敦子 2）

  抄　録  

目的：本研究は，医療・保健分野における災害に関するコミュニティ・レジリエンスの定義と構成概念を明
らかにすることを目的とした．
方法：Rogersの概念分析法を用いた．対象文献はPubMedに加え，医中誌Webを用い，検索された88文献
から無作為に抽出した33文献とした．分析は属性，先行要件，帰結の視点で質的に行った．
結果：属性は【コミュニティの災害後に再び安定した状態になる能力】【災害に対しコミュニティメンバーが
共に行う行動】【コミュニティの災害後に安定していくプロセス】の 3つのカテゴリー，先行要件は【コミュ
ニティの安定】【災害に備える住民の存在】【人々のつながりの存在】【住民の災害に関連した課題の共有】【有
能なリーダーの存在】の5つのカテゴリー，帰結は【住民の健康】【コミュニティの発展】【人々のつながりの
向上】の3つのカテゴリーが抽出された．
考察：医療・保健の分野における災害に関するコミュニティ・レジリエンスは「コミュニティの災害後に再
び安定した状態になる能力であり，それを基にした災害に対しコミュニティ・メンバーが共に行う行動であ
り，さらに，それらを活用しコミュニティの災害後に安定していくプロセスである」と定義された．この概
念を用いる際には，能力，行動，プロセスの3つの属性を混合して用いるのではなく，区別して用いる必要
がある．

【キーワード】コミュニティ，レジリエンス，災害，保健，概念分析
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きた．そして，コミュニティ・レジリエンスが高いこと
は，コミュニティの住民の健康につながることが示され
ている 7─10）．そのため，医療・保健の専門職はコミュニ
ティ・レジリエンスを高める支援を行う必要がある．
しかし，レジリエンスと同様に，コミュニティ・レジ
リエンスも，土木学や建築学を始め多くの分野で異なる
定義で用いられている 11）．そのため，それぞれの文献の
報告を比較することがむずかしく，コミュニティ・レジ
リエンスを向上させる支援の検討をむずかしくしている
可能性がある．そこで本研究は，医療・保健分野におけ
るコミュニティ・レジリエンスの定義と構成概念を明ら
かにすることを目的とした．なお，コミュニティ・レジ
リエンスは平時でも用いられる概念だが，災害時に活用
できるコミュニティ・レジリエンスの概念を明らかにす
るため，コミュニティ・レジリエンスを災害に関するも
のに限定し，抽出する構成概念をより災害時に特化した
ものとした．

Ⅱ．研究方法

1．研究デザイン
本研究はRogersら 12）の手法に沿って概念分析を実施
した．Rogersの概念分析では，概念は時代や文脈によっ
て変化し発展するという哲学的基盤に則り，概念が使用
される文脈や概念の変化に注意を払い，概念を社会的・
経時的に説明し，理解することを目的としている 13）．コ
ミュニティ・レジリエンスは多領域で用いられている概
念だが，本研究では，災害に関する医療・保健という文
脈における概念の説明，理解を目的としたため，Rogers

の概念分析が適していると考えた．

2．操作上の定義
１）災害

UNISDR14）の災害定義より「コミュニティまたは社会
の機能の深刻な混乱であり，広範な人的，物的，経済的
もしくは環境面での損失と影響を伴い，被害を受けるコ
ミュニティまたは社会が自力で対処する能力を超えるも
の」とした．この定義によれば，パンデミックも災害に
含まれるが，物的な損害を含む自然災害や人為災害とは
特徴が異なると考え，本研究では除外した．

3．分析対象・データ収集方法
本研究は，PubMedと医中誌Webに収録されている

文献を対象に分析を行った．PubMedでは，2019年8

月に，タイトルに“community resilience”，タイトル
またはアブストラクトに“disaster ”を含む文献を検索
した．医中誌Webでは，2020年9月に“コミュニティ・
レジリエンス”もしくは“community resilience ”で
キーワード検索を実施した．PubMedからは61件，医
中誌Webからは24文献の計85件の文献が抽出された．
タイトルとアブストラクトを読み，コミュニティ・レジ
リエンスについて言及されていない文献は除外した結果
85文献となった．Rogersら 12）の概念分析では，収集し
た文献を無作為に抽出して最低30文献あるいは，全抽
出文献の20％のうちでサンプル数が多いほうを選択す
るとされている．本研究では，英語文献30件，日本語
文献3件（計33件）をランダムサンプリングにより選定
した．

4．分析方法
分析対象の論文を精読したうえで，コミュニティ・レ
ジリエンスについて「その概念の実例が生じた時何が起
きているのか」である属性 12），「その概念に先んじて起
こっていること」である先行要件 12），「その概念が生じ
た結果」である帰結 12）に該当する記述を抽出しデータと
した．そして，データをコミュニティ・レジリエンスの
概念の使われ方に着目しながら要約した．さらに，その
要約を類似性，相違性を検討しながら段階的にカテゴ
リー化した．カテゴリー化は，コミュニティ・レジリエ
ンスの属性，先行要件，帰結は何かという視点で行った．
その概念の属性よりコミュニティ・レジリエンスを定義
した 12）．なお，分析結果は研究者間で何度も検討を重ね，
結果の妥当性の確保に努めた．倫理的配慮として，文献
を用いた概念分析のため盗用・剽窃に注意した．

Ⅲ．研究結果

以下にコミュニティ・レジリエンスの属性，先行要件，
帰結の意味内容を記述する．なお，文中ではカテゴリー
を【　】で示した．

1．属　　性
属性として，【コミュニティの災害後に再び安定した
状態になる能力】【災害に対しコミュニティメンバーが
共に行う行動】【コミュニティの災害後に安定していく
プロセス】の 3つのカテゴリーが抽出された（表1）．
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なお，コミュニティの定義の記述があったのは8文献
であった．具体的には，単に「特定の地理的領域」8, 15─17）

と定義している文献が4件，「地理的に近い場所に住ん
でおり，既存の関係を持つグループ」11, 18, 19）と定義して
いる文献が3件，そして「単に地理的に近い場所に住ん
でいるグループというだけではなく，政府，援助機関，
被災者の間の動的で政治的，認識論的な関係により変化
しうる集団」7）と定義している文献が1件であり，定義
にばらつきがあった．
１）【コミュニティの災害後に再び安定した状態になる
能力】
コミュニティ・レジリエンスは，元々安定していたコ
ミュニティが災害によって不安定となった後，再び安定
した状態になるための能力であり，災害発生前や災害発
生直後において，コミュニティの災害に備え，対応する
能力 20, 21），災害後において，コミュニティの災害後の発
展の能力 22, 23）として使われていた．
２）【災害に対しコミュニティメンバーが共に行う行動】
コミュニティ・レジリエンスは，単に個々の住民が集
まるだけではなく，住民同士が協力して災害に備えたり，
対処する行動として使われており，コミュニティの既存
の物的・人的資源を改善するために住民同士が協力して
行動したり 24），災害の被害を最小限にするために住民が
協力して行動すること 25）であった．その具体例として，
1953年に北海沿岸で発生した高潮災害では，高潮で防
波堤が壊されたが，1週間で3万人以上のボランティア
が動員されたことに加え，住民同士が協力して対応した
ことにより，多くの命が救われたことがあった 25）．

３）【コミュニティの災害後に安定していくプロセス】
コミュニティ・レジリエンスは，コミュニティが災害
によって不安定となり，その後，再び安定した状態にな
る一連のプロセスとして使われていた．具体的には，コ
ミュニティが災害後に，伝統 26）やソーシャルキャピタ
ル 27），資金 11），情報 11），コミュニティへの愛着 11）といっ
た既存の資源を活用するプロセス，コミュニティが災害
に対応するために変容するプロセス 28）であった．

2．先行要件
先行要件として，【コミュニティの安定】【災害に備え
る住民の存在】【人々のつながりの存在】【住民の災害に
関連した課題の共有】【有能なリーダーの存在】の5つの
カテゴリーが抽出された（表2）．
１）【コミュニティの安定】
【コミュニティの安定】として，社会インフラ，政治
的側面，経済的側面の安定があった．社会インフラの安
定では，アクセスしやすい地域の医療サービス 11），耐震
性のある建物や道路 7），そして，電気・ガス・水道など
のライフラインやホットラインが整備 29）されているこ
とがあった．政治的側面の安定では，犯罪率の低下 30），
政府による災害対策の整備 15），国民に信頼されている政
府の存在 19）があった．経済的側面の安定では，コミュ
ニティ開発プロジェクトの支援の受け入れ 31），および雇
用や所得の差の縮小 11）があった．
２）【災害に備える住民の存在】
【災害に備える住民の存在】として，災害に関する知
識や，ストレスに対する対処スキルをもっている住民が
いること 23），災害への関心をもち個人的な備えをしてい

表1　属性

【カテゴリー】 サブカテゴリー 代表的なデータ 文献番号

コミュニティの災害後に
再び安定した状態になる
能力

コミュニティの災害に備え，
対応する能力

・コミュニティの起こり得る災害に備え，対応する能力 20

・コミュニティの受ける被害を最小限にする能力 21

コミュニティの災害後の発展
の能力

・コミュニティの災害によるストレスに適応し，発展する能力 22

・コミュニティが災害から学んだ教訓を次に生かそうとする能力 23

災害に対しコミュニティ
メンバーが共に行う行動

̶
・コミュニティの資源を改善するためにコミュニティメンバーが共に行う行動 24

・災害の被害を最小限にするためにコミュニティメンバーが共に行う行動 25

コミュニティの災害後に
安定していくプロセス

コミュニティの災害後に既存
の資源を活用するプロセス

・コミュニティの伝統を活用するプロセス 26

・コミュニティのソーシャルキャピタルを活用するプロセス 27

・コミュニティの資金を活用するプロセス 11

・コミュニティの情報を活用するプロセス 11

・コミュニティへの愛着を活用するプロセス 11

コミュニティの災害に対応するために変容するプロセス 28
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る住民がいること 32），そもそも住民の生活の質（QOL）
が高いこと 30）があった．
３）【人々のつながりの存在】
【人々のつながりの存在】には，住民同士のつながり
の存在，住民を含めた多職種のつながりの存在，住民の
コミュニティとのつながりの存在があった．住民同士の
つながりの存在では，住民の災害対策への参加 33），住民
同士の助け合い 34），歴史や文化等の地域固有の資源の継
承 26）等の活動を通して，そこに勤務する人も含めた住
民同士のつながりがあった．住民を含めた多職種のつな
がりの存在では，医療者 34），ボランティア 34）などの多職
種による技術支援が挙げられた．この具体例としては，
医療者が住民に対して災害時のセルフケアを呼びかけた
りする 33）等があった．その他には，部署間の連携を強
化する研修の実施 35），住民が病院 31）や図書館 36），学校 33）

などの施設と日ごろから連携することがあった．さらに，

つながりには，コミュニティへの信頼 7）や帰属意識 37），
愛着 19）といった住民とそのコミュニティとのつながり
もあった．
４）【住民の災害に関連した課題の共有】
【住民の災害に関連した課題の共有】として，住民が
自分たちの住んでいるコミュニティで災害が発生しやす
い場所を共有すること 33）や，災害発生による危機を共
有すること 19）で課題意識を持っていることがあった．
５）【有能なリーダーの存在】
【有能なリーダーの存在】として，行政や町内会長等
の有能なリーダーの存在があった．求められるリーダー
の特性として，たとえば，コミュニケーション能力があ
り 34），住民の意見を尊重し 19），外部の支援を要請し受け
入れようとする 7）といった特性があった．

表2　先行要件

【カテゴリー】 サブカテゴリー 代表的なデータ 文献番号

コミュニティの安定 社会インフラの安定 ・アクセスしやすい地域の医療サービス 11

・耐震性のある建物や道路  7

・電気やガスや水道の整備が整っている 29

政治的側面の安定 ・犯罪率の低下 30

・政府による災害対策の整備 15

・国民に信頼されている政府の存在 19

経済的側面の安定 ・コミュニティ開発プロジェクトの支援の受け入れ 31

・雇用，所得の差の縮小 11

災害に備える住民の存在
̶

・災害に関する知識やストレスへの対処方法を知っている住民の存在 23

・住民の災害への関心おび個人的な備えの存在 32

・住民の生活の質（QOL）が高い状態 30

人々のつながりの存在 住民同士のつながりの存在 ・災害対策への住民参加 33

・住民同士の助け合い 34

・過去の災害経験の語り継ぎ 36

・住民の共通言語の存在 32

・歴史や文化等の地域固有の資源の継承 26

住民を含めた多職種間のつな
がりの存在

・医療者やボランティアによる技術や知識等の支援の実施 34

・部署間の関わりを強化する研修の実施 35

・住民と病院の連携 31

・住民と図書館の連携 36

・住民と学校の連携 33

住民のコミュニティとのつな
がりの存在

・コミュニティへの信頼感  7

・コミュニティへの帰属意識 37

・コミュニティへの愛着 19

住民の災害に関連した課
題の共有

̶
・住民の災害が発生しやすい場所の共有 33

・住民の災害の発生による危機の共有 19

有能なリーダーの存在

̶

・コミュニケーション能力のあるリーダーの存在 34

・住民の意見を尊重するリーダーの存在 19

・外部からの支援を要請し，受け入れようとするリーダーの存在  7

・緊急の行動を動機付けながら，穏やかな感覚を促進するリーダーの存在 34
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3．帰　　結
帰結として，【住民の健康】【コミュニティの発展】

【人々のつながりの向上】の3つのカテゴリーが抽出さ
れた（表3）．
１）【住民の健康】
【住民の健康】には，住民の身体的健康と精神的健康
があった．たとえば，コミュニティ・レジリエンスは住
民の身体的健康を促進させたり 9），災害による死者，負
傷者を減少させたり 28）していた．同様に，被災経験に
よる心的外傷後ストレス障害（PTSD）やうつ病等の精
神疾患の予防・改善 8），住民の幸福感 24）,といった精神的
健康にも影響していた．
２）【コミュニティの発展】
【コミュニティの発展】には，コミュニティの災害か
らの復興とコミュニティの災害の発生前の状態からの発
展があった．たとえば，災害発生時には，復興過程に住
民が積極的に参加すること 19）で近隣の被災地よりも速
い電気の復旧 7）がみられた．そして，人口の増加 22）やコ
ミュニティの新しい価値の誕生 26）により，起こり得る
災害に対してより高い準備状態を獲得し 20），コミュニ
ティの持続可能性が向上する場合もあった 9）．さらに，
コミュニティに対して安心感 7）を感じる場合もあった．
３）【人々のつながりの向上】
【人々のつながりの向上】には，人々の信頼関係の構
築 35），災害対策における住民参加の促進 34），人々の円滑
なコミュニケーション 34）があった．たとえば，O’Neill

ら 34）は，2009年のノースダコタ州で起きた洪水で，多
くのボランティアの参加や関係機関の連携が生まれ，洪

水後，それを維持・強化するために毎年訓練が実施され，
さらに新たなボランティアグループが立ち上がったこと
を報告している．

Ⅳ．考　　察

1．コミュニティ・レジリエンスの定義
本研究の結果，コミュニティ・レジリエンスを「コ
ミュニティの災害後に再び安定した状態になる能力であ
り，それを基にした災害に対しコミュニティ・メンバー
が共に行う行動であり，さらに，それらを活用しコミュ
ニティの災害後に安定していくプロセスである」と定義
した．Leporeら 5）は，レジリエンスにはさまざまな定
義があり，焦点の当て方によって，プロセスとして研究
される場合と，そのアウトカムとして研究される場合が
あると指摘している．同様に考えると，コミュニティ・
レジリエンスは，コミュニティの能力というとらえ方，
またコミュニティが災害後に安定していくプロセスを構
成する要素である行動というとらえ方，さらに災害後の
コミュニティの安定というアウトカムを含めたプロセス
というとらえ方がされている概念であるといえる．その
ため，この概念を用いる際は，3つの属性を区別して用
いる必要がある．
次に，医療・保健分野のコミュニティ・レジリエンス
の特徴について述べる．コミュニティ・レジリエンスの
属性が能力，行動，プロセスという3つに分類されると
述べている先行文献は見当たらなかったが，土木学 38），
農村計画学 39）や人文科学 40）等の他分野においても，こ

表3　帰結

【カテゴリー】 サブカテゴリー 代表的なデータ 文献番号

住民の健康 住民の身体的健康 ・住民の身体的健康の促進  9

・災害による死者，負傷者の減少 28

住民の精神的健康 ・被災経験による精神疾患の予防・改善  8

・住民の幸福感 24

コミュニティの発展 コミュニティの災害からの復
興

・住民参加型の復興 19

・近隣の被災地よりも電気が早く復旧  7

コミュニティの災害発生前の
状態からの発展

・人口の増加 22

・コミュニティの新しい価値の誕生 26

・起こり得る災害に対し，以前より高い準備状態の獲得 20

・コミュニティの持続可能性の向上  9

̶ ・コミュニティに対する安心感  7

人々のつながりの向上
̶

・人々の信頼関係の構築 35

・災害対策における住民参加の促進 34

・人々の円滑なコミュニケーション 34

 日本地域看護学会誌　Vol.25 No.2, 2022 27



の3つのいずれかでコミュニティ・レジリエンスをとら
えた報告があった．そのため，本研究結果の属性は医療・
保健分野に特有のものではなく，多分野で共通するもの
であると考えられる．
本研究の結果において，医療・保健分野の特徴がみら
れたのは主に帰結であった．帰結で【住民の健康】【コ
ミュニティの発展】【人々のつながりの向上】の3つのカ
テゴリーが抽出されたが，【コミュニティの発展】【人々
のつながりの向上】は，土木学 38）や人文科学 40）の分野で
も指摘されていた．【住民の健康】に関しては，防災に
関する文献で，災害時に一人でも多くの住民の生命や財
産，生活・健康を守るかが重要である 38）との指摘があっ
たが，これ以上具体的な指摘はなかった．一方，医療・
保健分野の論文では，住民の身体的健康，住民の精神的
健康と，より細かく健康についてとりあげていた．これ
らのことから，医療・保健分野におけるコミュニティ・
レジリエンスの特徴は，他分野におけるコミュニティ・
レジリエンスと多くの共通点をもちながらも，帰結にお
いて他分野よりも【住民の健康】に焦点を当て，発展さ
せた概念だといえる．

2．コミュニティ・レジリエンスを目指した実践への示
唆
今回，コミュニティ・レジリエンスの先行要件として，

【コミュニティの安定】【災害に備える住民の存在】【人々
のつながりの存在】【住民の災害に関連した課題の共有】
【有能なリーダーの存在】の5つのカテゴリーが抽出さ
れた．
まず，【コミュニティの安定】は，コミュニティが社
会インフラ，政治的側面，経済的側面といったさまざま
な側面で安定しているということであった．Adger41）は，
狭い範囲の資源に依存しているコミュニティは変化への
対応力が弱いため，地域資源が多様であることがコミュ
ニティの安定に重要であると述べている．これらより，
医療・保健の分野として，医療・保健資源の多様化・安
定化に貢献することはもちろんのこと，その他のコミュ
ニティの資源への貢献についても検討する必要があると
いえる．
次に，【人々のつながりの存在】【住民の災害に関連し
た課題の共有】については，伊藤ら 42）も住民同士の交流
や専門職の住民に対する働きかけ，つまり，人々のつな
がりをとおして，住民同士が生活課題に対して共感する
ことが，コミュニティの生活課題を解決する住民同士の

相互行為になっていくと指摘している．そのため，コミュ
ニティの人々がつながり，コミュニティの課題を共有で
きるように働かけることが重要である．そして，野田
ら 43）は，だれもが安心して暮らせる健康な地域を目指
して，組織や地域の人々が支えあう関係を形成し，共通
の課題解決に向かうためには，対等な立場で互いに話し
合い，合意形成を行う必要があると述べており，保健師
等の医療・保健の専門職は，コミュニティの人々が対等
な立場で話し合えるよう支援する必要がある．
最後に，【災害に備える住民の存在】【有能なリーダー
の存在】について，コミュニティにおける災害への備え
の具体例として，町内会等による地域防災活動が挙げら
れる．地域防災活動を実施するためには，町内会長のよ
うなコミュニティのリーダーが重要な存在である 44）．そ
のため，保健師等の医療・保健の専門職は，コミュニティ
のリーダーに自主防災活動に対して関心をもってもらう
ことや，その活動を継続していけるようにサポートする
必要がある．

3．本研究の意義と課題
本研究の限界として，本研究ではコミュニティ・レジ
リエンスが3つのとらえられ方をしていたことを明らか
にしたが，その3つのとらえられ方の1つひとつと先行
要件および帰結の関係性の違いまでは分析できなかった
ことが挙げられる．今後，それぞれのとらえ方ごとに分
析を行い，それぞれの属性，先行要件，帰結を明らかに
することで，より具体的な実践や評価につながると考え
られる．このような限界はあるものの，本研究は，これ
まで曖昧であった，医療・保健分野における災害に関す
るコミュニティ・レジリエンスの属性，先行要件，帰結
を明らかにし，コミュニティ・レジリエンスに該当する
能力，行動，プロセスを促す取り組みに示唆を与えるこ
とができたと考える．加えて，コミュニティ・レジリエ
ンスを災害に関するものに限定したことにより，先行要
件の【災害に備える住民の存在】【住民の災害に関連した
課題の共有】といった，災害に関する医療・保健分野へ
の示唆につながる構成概念を抽出することができたと考
えられる．最後に本研究は，コミュニティの定義にばら
つきがあることも示した．今後，コミュニティの定義に
ついても研究を発展させていく必要がある．
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■Research Report■

A Concept Analysis of Community Resilience Regarding Disasters  
in the Medical and Health Fields

Hitomi Sato1), Atsushi Matsunaga1), Atsuko Taguchi2)

1) Department of Public Health Nursing, Tohoku University Graduate School of Medicine
2) Faculty of Nursing and Medical Care, Keio University

Purpose: This study aimed to clarify the definition, and identify the constructs, of “community 
resilience” related to disasters in the medical and health fields.
Method: PubMed and the Web version of the Central Journal of Medicine were searched, and 33 
references were randomly selected from a total of 88. Using Rogers’ concept analysis method, a 
qualitative analysis was conducted in terms of attributes, antecedents, and consequences of community 
resilience.
Result: Three categories identified under “attributes” were a community’s【ability to restabilize after a 
disaster】【community members’ collective actions in response to the disaster】, and 【the process of 
stabilizing after the disaster】. Under antecedent requirements, five categories were extracted:
【community stability】【residents with disaster preparedness】【existence of people’s connections】
【disaster-related information sharing among residents】, and 【competent leaders】. Under consequences, 
three categories were identified:【residents’ health】【community development】, and【improving people’s 
connections】.
Discussion: Community resilience therefore indicates a community’s ability to restabilize after a 
disaster; it also refers to the collective actions of the community members and to the process of 
returning to the former stable state. Further, community resilience includes post-disaster stabilization 
of the community using these capabilities. Therefore, when using this concept, the three attributes of 
capabilities, behaviors, and processes must be distinguished.

Key words :  community resilience， disaster， public health, concept analysis
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Ⅰ．緒　　言

従来，わが国の障害者施策は措置制度により行政が
サービスの必要性や内容を判断し提供してきたが，社会
福祉基礎構造改革によって支援費制度への転換が図ら
れ 1），社会資源やサービスの地域間格差が問われるよう
になった．さらに，これまでの支援は生活のすべてを病
院や施設のような一機関で完結してきたが，生活ニーズ
も多様化し，地域生活を取り巻くあらゆる機関が連携す

ることで課題の解決を図っていかなければならない．そ
こで，障害者が地域で暮らせる社会を目指して，関係機
関が連携を図ることを目的に自立支援協議会が2012年
に法制化された 2）．これにより，地域における障害者等
への支援体制に関する情報を共有し，関係機関の連携の
緊密化を図るなど，地域の実情に応じた体制の整備につ
いての取り組みが各地で進められている 3–5）．
自立支援協議会の法制化に先駆け，A圏域においては

2008年に「A圏域障害児・者自立支援協議会」が設立さ
れ，A圏域内の自治体や相談支援事業所，障害福祉サー
ビス事業所，医療機関，療育機関等から構成される協議
組織が活動している．さらに，それぞれの課題ごとに専

受付日：2021年9月17日／受理日：2022年4月17日
1）Atsuko Ishii：京都看護大学大学院看護学研究科
2）Ryuko Iwamura：和歌山県立医科大学保健看護学部

■地域看護活動報告■

個別支援会議録の内容分析からみる 

地域の精神保健福祉に関わる支援課題

石井敦子 1），岩村龍子 2）

  抄　録  

目的：自立支援協議会精神障害専門部会での個別支援会議録を分析することにより，地域の精神障害者の支
援課題を明らかにし，その解決のための支援体制の整備について検討することを目的とした．
方法：個別支援会議録96件を対象として，個別の支援課題について内容分析を行った．本研究は和歌山県立
医科大学倫理審査委員会の承認を得て実施した．
結果：個別支援課題として，【精神疾患の障害特性に応じた生活支援の必要性】【自立支援を促す社会資源が
不十分であること】【ライフステージにおける生活課題の達成を促す支援の必要性】【関係機関が連携して支援
する必要性】の4つのカテゴリーと25のサブカテゴリーが抽出された．
考察：個別支援の対象者は40歳代が多く，就労による社会復帰の課題と同時に親の高齢化に伴う健康問題や
介護課題を抱えており，対象者本人だけでなく家族全体への支援やサービスの調整が必要である．子育て世
代や労働世代の流入が多い地域特性から，多問題家族や家族の発達課題への支援が多く，家族支援を軸とし
た包括型の支援体制が求められる．保健・医療・福祉・教育・就労といった幅広いニーズをもつ障害者福祉
と給付管理的な性格が強い高齢者福祉では，制度体系やケアマネジメント面において相違や隔たりはあるが，
複雑かつ脆弱な家族単位の問題を解決し，精神障害者の地域生活を支えていくためには包括的な連携体制を
整えていくことが重要な課題である．

【キーワード】支援課題，個別支援会議，精神保健福祉，自立支援協議会
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門部会（精神障害専門部会，就労支援部会，防災部会等）
が設置されており，分野別の地域課題や解決策を具体的
に議論し，実践と政策をつなぐ機能を担っている．
精神障害専門部会（以下，精神部会）は，精神科病院，
相談支援事業所（現基幹相談支援センター），保健所お
よび市町村の精神保健福祉担当者で構成され，精神障害
者の地域移行，地域定着を支援するために整備すべき課
題について協議している．その取り組みの一環である個
別支援会議で集約された個別支援内容から，地域の支援
課題を導き出し，地域の実情に応じた体制整備を講じる
ための方向性を明らかにすることが求められている．先
行研究を概観すると，自立支援協議会の取り組みや課題
に関する研究 3–5）は多くあるが，自立支援協議会の活動
から導き出される地域の支援課題に焦点を当てた研究は
少ない．原著論文としてあるのは，自立支援協議会での
事例検討会を対象とし，検討内容や実施方法を分析した
もののみである 6）．この研究では，事例検討会の役割を
明らかにしており，相談事例の対象者の課題の傾向に言
及しているものの地域の支援課題の抽出はなされていな
い．多くの個別事例の課題から，その背景や内容にある
何らかの共通点を見いだし，問題を集合的にとらえるこ
とで，個別事例の困難性を相対的に理解することや地域
として取り組むべき課題やその優先度が判断できる．
そこで，本研究は，精神部会で行われた個別支援会議
録を分析することにより，A圏域における精神障害者の
支援課題について明らかにし，その解決のための支援体
制の整備について検討することを目的とした．

Ⅱ．研究方法

1．用語の操作的定義
本研究での「支援課題」とは，「現状における問題の解
決やよりよい状態を目指すために，地域の精神保健福祉
に関わる支援者が取り組む必要がある課題」と定義する．

2．A圏域および個別支援会議の概要
A圏域は，県境に位置する2市町村を擁し，人口は

約118,000人で都市部のベッドタウンとして開発が進
み，他県からの流入が多い地域である．A圏域障害児・
者自立支援協議会が設立された翌年から，精神部会では
個別支援会議を行っている．個別支援会議は，精神部会
委員および当事者や家族，当該個別事例に関わる関係者
等で構成され，支援計画の検討や実施評価を行うことを

目的とし，必要に応じ実施している．

3．研究方法
本研究は，2013年に精神部会で行われた個別支援会

議の会議録99件のうち，内容が不明な会議録3件を除
く96件を対象とし，個別支援の対象者の属性（年齢，
病名）の集計および検討内容の内容分析を行った．まず，
会議録の検討内容が含まれたテキストデータを抽出し
た．そのデータを繰り返し読むことにより支援内容を理
解した．次に，テキストデータから個別の支援課題を抽
出し，その背景や内容にある課題の共通性に基づいて分
類し，サブカテゴリーを生成した．さらに抽象度を高め
カテゴリーにまとめた．

4．データ収集方法
個別支援会議録の提供を受けることについては，精神
部会の定例会で研究代表者より研究の主旨について口頭
説明し，精神部会全員の同意を口頭で得たうえで，A圏
域障害児・者自立支援協議会との間で協定書を取り交わ
し，適正な管理，目的外使用の禁止，複写の禁止，資料
の返還について取り決めを行い，提供を受けた．

5．倫理的配慮
本研究は，和歌山県立医科大学倫理審査委員会で倫理
的観点からの審査と承認を受けて実施した（承認年月
日：2017年4月27日，承認番号：2015）．
調査対象となる会議録は匿名化されており，個別支援
事例該当者の特定不能により，個別に同意を得ることが
できないため，同意の取得に代えて，所属大学のホーム
ページ上に本研究の目的，研究方法，調査結果の目的外
不使用，厳重なデータの取り扱いへの配慮などについて
掲示することにより，研究の情報公開を行い，拒否でき
る機会を保障した．

Ⅲ．研究結果

1．個別支援対象者の概要
個別支援対象者の属性として，年代は40歳代がもっ

とも多く，主な疾患は統合失調症が6割以上を占めてい
た（表1）．

2．A圏域における精神障害者の個別支援課題
96件の会議録の内容から165の個別支援課題が抽出
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された．課題の共通性に基づいて分析した結果，A圏域
における精神障害者の個別支援課題として，4つのカテ
ゴリー，25のサブカテゴリーが帰納的に抽出された
（表2）．以下，カテゴリーは【　】，サブカテゴリーは
≪　≫，テキスト要約は「　」で示す．
１）【精神疾患の障害特性に応じた生活支援の必要性】
「本人は就職を希望しているが，具体的な段階に進ま
ない現状から，就労継続支援A型事業所等の利用につい
て提案する」「当面は本人の仕事をしたいと思う気持ち

と現状のギャップを埋めていくモニタリングを継続して
いく必要がある」といった就労支援における≪本人の希
望と能力の不一致を埋める支援の必要性≫が18件と
もっとも多かった．また，「病院への移動は自力ででき
るが，移送サービスを受けたいという．説明しても納得
されず折り合いがつかない」といった福祉サービスの利
用で≪不合理な要求であることへの理解を促す支援の必
要性≫があった．≪地域生活における社会性を高める支
援の必要性≫として，「退院に向け，ヘルパーの利用に
ついては知らない人が来るという不安の方が大きい」な
ど，地域で生活していくために必要な人とのつながりへ
の支援が求められていた．就労支援においては，「就労
継続支援B型事業所の利用について支障なくできている
かモニタリングし，今後の方向性や課題等について確認
する」といった対象者の現状をしっかり把握したうえ
で，≪就労能力アセスメントを踏まえた就労支援の必要
性≫が課題として挙げられた．退院支援では，「試験外
出など行ってきたが退院への意欲があまり見られない」
といった本人の退院意欲の低さから≪退院への主体性を
高める支援の必要性≫が示された．
また，地域生活においては「病識のない本人に，病状

表1　個別支援対象者の属性� N＝96

項目 人数（％）

年代
　20歳代 1（ 1.0）
　30歳代 15（15.6）
　40歳代 42（43.8）
　50歳代 23（24.0）
　60歳代 13（13.5）
　不明 2（ 2.1）
疾患
　統合失調症 63（65.6）
　パーソナリティ障害 17（17.7）
　うつ病・気分障害 12（12.5）
　神経症・不安障害 4（ 4.2）

表2　A圏域における精神障害者の個別支援課題

【カテゴリー】 ≪サブカテゴリー≫（件数）

精神疾患の障害特性に応じた生活支援の必要性 本人の希望と能力の不一致を埋める支援の必要性（18）
不合理な要求であることへの理解を促す支援の必要性（8）
地域生活における社会性を高める支援の必要性（8）
就労能力アセスメントを踏まえた就労支援の必要性（6）
退院への主体性を高める支援の必要性（3）
病識欠如による脆弱な生活基盤の安定化を図る支援の必要（3）
退院後の治療継続支援の必要性（3）
生活上の問題対処能力を高める支援の必要性（2）

自立支援を促す社会資源が不十分であること 精神障害に対応できる人材の不足（10）
精神障害に対応した就労支援事業所の不足（9）
精神障害に対応した住居の不足（7）
切れ間のない生活支援の整備の必要性（7）
社会生活に必要な交通手段の不足（6）
通院介助に対応可能な事業所の不足（4）
福祉制度の活用に向けた支援の必要性（3）

ライフステージにおける生活課題の達成を促す支援の必要性 家族からの自立を支援する必要性（6）
精神障害に対応した子育て支援の必要性（6）
家族関係の問題解決能力を高める支援の必要性（5）
家族の健康問題への対処能力を高める支援の必要性（3）
精神障害に対応した周産期支援の必要性（2）

関係機関が連携して支援する必要性 関係者間の情報共有の必要性（22）
各機関の役割分担の必要性（10）
支援の方向性を共有する必要性（6）
多機関による重層的な支援体制を整備する必要性（5）
家族単位でサービスを調整する必要性（3）
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や精神科病院への入院歴を確認し，障害年金を受給する
権利があることを説明する」など≪病識欠如による脆弱
な生活基盤の安定化を図る支援の必要性≫があった．さ
らに医療においては「病気に対しての理解が乏しく，服
薬が途切れがちになり，退院後は見守りが必要」といっ
た≪退院後の治療継続支援の必要性≫が挙げられた．ま
た「本人のこれまでの頑張りを共有し，今後のA型事業
所移行に向けて，環境の変化と人間関係のストレスにつ
いても相談し解消できるようにする」など≪生活上の問
題対処能力を高める支援の必要性≫があった．
２）【自立支援を促す社会資源が不十分であること】
自立支援を促す社会資源の課題として，「精神障害の
ある人に訪問してくれる事業所が少なくヘルパー体制が
整うまで退院を待ってもらうことになった」など≪精神
障害に対応できる人材の不足≫がもっとも多かった．就
労支援としては「市内近辺で受け入れ可能なのはA作業
所だと思われ，それよりも近い事業所がないことを説明
した」など≪精神障害に対応した就労支援事業所の不
足≫があった．また，「転倒骨折して身体的後遺症があ
り，退院先を探すが，精神障害がある人を受け入れ可能
なグループホームや入所施設が少ない」など，≪精神障
害に対応した住居の不足≫があった．地域生活を支援す
る体制では，「年末年始のヘルパー支援体制について，
本人と関係機関で話し合う」といった≪切れ間のない生
活支援の整備の必要性≫や，「デイケア，作業所，地域
活動支援センター，いずれも交通の便が悪いため，各事
業所で送迎対応できるようにする」など，≪社会生活に
必要な交通手段の不足≫が挙げられた．通院のアクセス
においては，「通院支援が必要だが，通院介助の車があ
る事業所が少ない」状況があり≪通院介助に対応可能な
事業所の不足≫があった．≪福祉制度の活用に向けた支
援の必要性≫では，「介護保険の申請について家族で進
めてもらうことを確認する」といった福祉サービスにつ
なげる支援が求められていた．
３）【ライフステージにおける生活課題の達成を促す支
援の必要性】
ライフステージにおける生活課題について「本人の希
望は自宅だったが，家族は疲弊しており自宅に戻ること
は困難で，今後の自立のためにグループホームで支援を
受けて生活する」といった≪家族からの自立を支援する
必要性≫があった．≪精神障害に対応した子育て支援の
必要性≫では「母親である本人の病状や保育所での子の
様子を見守る必要がある」など，本人とその子へのサ

ポートが求められていた．また，家族関係において「家
族との関係に悩んでおり，本人のストレス耐性などを検
討し，家族間で解決してもらうようにする」など≪家族
関係の問題解決能力を高める支援の必要性≫が挙げられ
た．さらに≪家族の健康問題への対処能力を高める支援
の必要性≫では，「父親が脳梗塞で入院したため，就労
支援は中断し，本人のメンタル支援の方法や役割分担に
ついて話し合った」といった家族の健康問題により精神
的に不安定になる対象者が問題を乗り越えるような支援
が求められていた．また，精神障害をもった妊産婦への
かかわりとして「精神科の服薬状況が不明であること
や，母の体重増加がないことから，胎児や出産時の安全
確保が必要である」など，≪精神障害に対応した周産期
支援の必要性≫があった．
４）【関係機関が連携して支援する必要性】
「退院に伴って支援に入る頻度や時間帯，支援内容に
ついて，本人，居宅介護事業所と調整する」「支援でき
る枠組みやそれぞれの機関でできることできないことを
再確認し，リスクマネジメントも含め共有を図る」など，
≪関係者間の情報共有の必要性≫がもっとも多かった．
「退院後に考えられる再入院のリスクを把握し，関係機
関の役割分担を行う」といった≪各機関の役割分担の必
要性≫があった．「（医療観察法による）医療観察の延長
申請について，関係機関で現状について情報共有し，延
長の申し立てをするかどうか，支援の方向性について話
し合った」など，関係機関間の≪支援の方向性を共有す
る必要性≫が挙げられた．また，「ヘルパー・訪問看護・
支援センターの訪問，社会福祉協議会や生活保護係から
の訪問等で連携しながら見守りをおこなっていく」な
ど，≪多機関による重層的な支援体制を整備する必要
性≫や，「寝たきりの母親に入っているヘルパーサービ
スに本人も頼っており，母親のケアマネジャーとも連携
して支援のすみわけを行っていく」など，≪家族単位で
サービスを調整する必要性≫があった．

Ⅳ．考　　察

1．個別支援課題の多様化
【精神疾患の障害特性に応じた生活支援の必要性】で
もっとも多く挙げられたのは≪本人の希望と能力の不一
致を埋める支援の必要性≫であった．支援対象者の年齢
構成でもっとも多い40歳代はいわゆる労働世代である
ことからも，就労による社会復帰支援での本人の意向に
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対する現実的な対応の困難を課題として多く抱えている
といえる．就労能力において当事者と支援者の評定差を
調査した山田 7）によると，その場に応じた会話ができる
かどうか，共同や分担がスムーズにできるかどうかの2

点において，当事者と支援者の評定差があるとし，統合
失調症の障害特性には自らの能力を客観視することをむ
ずかしくさせる可能性を指摘している．本研究の支援対
象者の6割以上を占めるのが統合失調症であったことか
ら，統合失調症の障害特性として，本人の希望と現実と
のギャップが生じやすくなる現状があると考える．また，
大崎ら 8）による地域で生活する精神障害者のリカバリー
に関する研究では，就労継続支援B型事業所での単純作
業で傷つき，自尊感情が低下することや，専門職主導の
指導や支援者側の障害に関する認識や理解不足がリカバ
リーの阻害要因となる可能性を示している．したがって，
支援者が精神疾患の障害特性を理解し，個々の能力に応
じた就労支援が重要である．
本人の希望と現実のギャップには，精神疾患の障害特
性以外の課題もある．【自立支援を促す社会資源が不十
分であること】には，≪精神障害に対応できる人材の不
足≫≪精神障害に対応した就労支援事業所の不足≫≪精
神障害に対応した住居の不足≫が挙げられ，地域生活に
必要な衣食住および職にかかわる支援について，精神障
害への理解や対応が十分でないため，本人の希望の実現
化が困難になっているという側面もあると考える．≪社
会生活に必要な交通手段の不足≫や≪通院介助に対応可
能な事業所の不足≫といった生活を支える拠点へのアク
セスの課題は，A圏域の公共交通網の不足や幹線道路を
基軸に車中心の生活様式となっている地域特性に起因す
ると考える．
また退院支援として，≪退院への主体性を高める支援
の必要性≫や≪退院後の治療継続支援の必要性≫≪切れ
間のない生活支援の整備の必要性≫など，円滑な地域移
行における生活支援や医療的課題が挙げられた．社会的
入院患者の退院を促進する活動報告 9–11）などにおいて，
同様の課題が実践現場で多く見受けられることからも，
入院の長期化により医療依存が高まり，社会で暮らすこ
とに不安を抱えるなど，地域生活がより困難になること
がうかがえる．したがって，退院支援において，社会と
のかかわりをもった生活の営みを支えるように，退院前
から地域のなかにつながりを広げていくことが重要であ
る．地域における人やサービスとのつながりをもちなが
ら生活することで，切れ間のない生活支援を受けること

ができ，入院から外来へと医療形態が変化しても継続的
な医療を確保することができる．そのような退院への準
備段階のプロセスが対象者本人の退院への主体性を高め
ることになり，引いては，社会とかかわりをもちながら
地域生活を営む生活者としての主体性を育むことにつな
がると考える．このように，退院支援から地域移行，地
域生活の定着に至る過程のなかで，退院への準備段階か
ら就労支援まで，多様で幅広い個別支援が求められる．

2．家族支援を軸とした包括型の支援体制の必要性
支援対象者の6分の1を占める30歳代は，家族の成長
発達段階では原家族からの独立や子育てが発達課題とな
る世代であり，≪家族からの自立を支援する必要性≫
≪精神障害に対応した子育て支援の必要性≫といった課
題がある．精神障害をもつ本人にとって，親からの自立
や子育ては困難な課題であるが，さらに親が健康面や生
活，経済面で何らかの不安定さを抱えている場合，当事
者への支援だけでは課題を達成することは出来ず，家族
も含めて支援する必要がある．
近年，精神疾患を抱えながら出産を希望する女性が増
加している 12）．≪精神障害に対応した子育て支援の必要
性≫や≪精神障害に対応した周産期支援の必要性≫と
いった支援課題は，そのような背景が一因といえる．加
えて，労働世代のベットタウンという地域特性も大きな
要因であると考える．女性にとって，結婚，妊娠，出産，
育児は大きなライフイベントであり，それらに伴う生活
の変化から，健康であっても不安やストレスが高まる可
能性がある．ましてや，ストレスに対して脆弱な精神疾
患や障害を抱えながら，出産や育児にあたる場合には，
より多くの困難に直面する可能性がある．さらに，その
困難性から不安定な環境で育っている子どもがどのよう
な状態にあるのか，どのように影響を受けているのかに
ついても確認しながら，母子双方への支援が必要である．
また，個別支援対象者のなかでもっとも多い40歳代，

次いで50歳代の家族構成として，一般的に親が70～80

歳代であり，親の健康や介護の問題が現れる時期である．
親の病気によって，精神的な動揺やストレスを感じるこ
とで，これまで行えていた仕事や地域生活，通院などの
疾病管理等に困難をきたさないように≪家族の健康問題
への対処能力を高める支援の必要性≫がある．また，高
齢化した親が介護を要する状態にある場合も少なくな
い．在宅サービスとして，親にかかわる高齢者福祉サー
ビスと当事者の障害福祉サービスの両方が一家に導入さ
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れている場合もあり，それぞれの在宅サービスは独立し
ているとしても，一家を取り巻くサービスの提供には
≪多機関による重層的な支援体制を整備する必要性≫や
≪家族単位でサービスを調整する必要性≫がある．それ
ぞれのライフステージにおいて，精神障害を抱えながら
生活課題を達成することが求められており，家族1人ひ
とりが困難な問題を抱えている現状を踏まえると家族全
体を支援する視点がよりいっそう重要である．今後，ま
すます家族支援が見直され，家族支援を軸とした包括型
の支援体制の構築が課題であると考える．

3．個別支援課題の解決に向けた体制整備
多様な個別支援課題に対応し，対象者を含めた家族全
体を支援するには，どこか1つの機関のかかわりで完結
することは困難である．したがって，【関係機関が連携
して支援する必要性】が課題であり，関係機関間で情報
や支援の方向性の共有，役割分担，重層的支援とサービ
ス調整が必要である．さまざまな機関，多機関・多職種
がそれぞれの立場でかかわる際，それらが有機的に連携
することが重要となる．精神障害者の地域支援の現状に
ついて，地域活動支援センターと訪問看護のスタッフを
対象に調査した小野田ら 13）の研究では，病院，行政，福
祉事業所，作業所，高齢者保健のヘルパー等関係者，学
校関係者，地域住民等さまざまな職種や関係機関の連携
において，連携にムラがあることを課題としたうえで，
連携にかかわる地域の人々の精神障害に対する理解の啓
発が必須であると指摘している．さらに，家族支援につ
いては，必要性を感じているものの，家族の支援体制が
確立されていないため実施できない現状があるとしてい
る．本研究においても，高齢な親の在宅介護サービスと
の調整や，精神障害を抱えながら出産・子育てすること
を支援できる体制の整備の必要性が明らかになった．か
つては，入院医療が中心となっていたため，親の高齢化
や介護問題を抱えながら，同じ世帯で地域生活を送ると
いったことは多くはなかったが，精神保健福祉施策の病
院から地域移行の流れとともに，高齢者の増加に伴い高
齢者施策も在宅重視となり，障害者福祉と高齢者福祉が
地域において交錯するようになってきた．本研究では，
【自立支援を促す社会資源が不十分であること】の課題
のなかでも，≪精神障害に対応できる人材の不足≫が
もっとも多かった．特に，精神障害のある人への訪問に
対応してくれるヘルパー事業所の不足が深刻な現状で
あった．高齢者であっても，障害者であっても何らかの

手助けを必要とする人々にとって，地域での日常生活を
支える支援者として，ヘルパーをはじめとする介護福祉
職が担う役割は非常に大きい．障害の種別にかかわらず，
日常生活の支援ができる介護福祉職が増えれば，精神障
害をもちながら地域で生活していくことを支える人的資
源が充実し，より地域生活の定着が図れるのではないだ
ろうか．
たとえば，精神障害のある対象者自身は訪問介護を必
要としない状態で，その親が介護保険でのヘルパーサー
ビスを受けているような場合でも，親にかかわるヘル
パーが精神障害に対する知識や理解をもち，訪問対象と
なる親とその家族である精神障害者に対応するのと，精
神障害について無理解で対応するのとでは，ケアマネジ
メント面や連携支援の面で大きな差がある．このような
差が家族全体を含めた支援ができるかどうかにかかわる
と考える．家族全体を含めた支援の関係者には，必ずし
も精神障害の基本的な知識や理解があるとは限らず，む
しろ，関係者や周囲の理解を得ることが課題となる．精
神障害者が地域で暮らすためには，障害福祉の枠組みの
みならず，広い社会との接点をもちながら，個人として，
あるいは家族としての生活課題を達成できるような周囲
の理解とサポートが必要である．そのためには，高齢者
福祉の人材育成として，ヘルパーなど介護福祉職を対象
に精神保健に関する内容を含めた研修を取り入れたり，
障害者福祉と高齢者福祉のそれぞれに関わる介護職者が
交流できる場の設定など，相互理解や視点の広がりの機
会をもつことが重要であると考える．高齢者サービスの
人材が精神障害に関する知識や理解をもつことは，精神
障害者の地域生活を支援する強力な力になるだけではな
く，増加している高齢者の自殺問題など，高齢者の地域
生活支援にもつながると考える．同様に，障害者福祉と
児童福祉の組織横断的な意見交換の場をもつことや研修
等をとおして，児童福祉にかかわる人材が精神障害への
理解を深め，精神障害を抱えながら出産や子育てをする
ことを生活の身近な場でサポートできる支援者が増える
ことで，児童虐待の発生予防や早期発見対応につながる
と考える．このような人材育成を軸とした支援体制の整
備においては，予防の視点をもち，障害者保健，高齢者
保健，母子保健といった幅広い保健分野にかかわりをも
つ保健師が組織を横断的につなぐ役割を果たし，精神障
害にも対応した地域包括ケアシステムの構築につなげる
ことが期待される．
現代の地域社会は，障害者や高齢者，就労や子育てに
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おいてさまざまな生活支援の問題を抱えており，それぞ
れが独立した問題ではなく，社会の最小単位である家族
の単位で重なり合っている．保健・医療・福祉・教育・
就労といった幅広いニーズをもつ障害者福祉と給付管理
的な性格が強い高齢者福祉とは制度体系やケアマネジメ
ント面において相違や隔たりがある．山下 14）は，介護
保険制度と障害者福祉制度はその目的規定において共通
するものの，目的を細かくみると障害児者支援と高齢者
支援では内容や特徴が異なるとしたうえで，各福祉資格
者がそれぞれの専門性を磨き，連携，協働しながら支援
していく体制整備や人材確保こそが必要であるとしてい
る．複雑かつ脆弱な家族単位の問題を解決し，精神障害
者の地域生活を支えていくためには，障害者福祉と高齢
者福祉や児童福祉に関わる人々が包括的に連携していく
ことが重要であり，そのような連携体制を整えていくこ
とが地域に暮らす精神障害者の課題解決の一歩になると
考える．保健・医療・福祉・教育・就労と多岐にわたる
多様な課題は単一機関の取り組みでは解決困難であり，
多くの関係機関がばらばらに取り組んでいてもその成果
を発揮することはできない．したがって，各分野が一体
的組織的に課題解決を目指すには自立支援協議会が横断
的なネットワーク機能をもち，地域の課題解決に向けて
知恵を出し合える場となることが求められる．さらに，
小規模な事業所単位で行うことのできない研修など，精
神障害者の地域生活を支える人材育成機能を自立支援協
議会が担うことで，支援課題の解決に向けた体制整備と
して重要な役割を果たすと考える．

Ⅴ．結　　語

本研究では，個別支援の会議録を分析することにより，
A圏域における精神障害者の支援課題として【精神疾患
の障害特性に応じた生活支援の必要性】【自立支援を促
す社会資源が不十分であること】【ライフステージにお
ける生活課題の達成を促す支援の必要性】【関係機関が
連携して支援する必要性】が明らかになった．A圏域は，
県境に位置し他県からの流入も多く，支援の対象者は子
育て世代から労働世代が多い．そのため，個別の支援課
題も幅広く多様で，就労による社会復帰の課題と同時に
親の高齢化に伴う健康問題や介護問題を抱えるなど，精
神障害のある対象者だけでなく家族全体への支援が必要
である．家族支援を軸とした包括的な支援体制を整備す
ることで，精神障害者の地域生活を安定的にサポートす

ることが重要である．
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Ⅰ．緒　　言

わが国の就業保健師数は，2018年末現在52,955人で
あり，2008年末の43,446人から21.9％増加している 1）．
地域住民の抱える問題やニーズの多様化・複雑化を背景
に，保健師の活動の場は拡大し，公衆衛生看護の実践能
力を高めるために保健師基礎教育の充実が求められた．
また，1992年「看護師等の人材確保に関する法律」の施
行後，保健師養成所数の増加に伴って，実習施設の確保，

実習での経験のむずかしさが指摘された 2）．このような
現状をふまえ ,保健師助産師看護師法の改正により，保
健師教育の修学年限は延長され，看護系大学の卒業要件
から保健師国家試験受験資格が外された．現在，保健師
教育は，各養成所の教育理念・目標に基づき，大学での
全員必修もしくは選択制，1年間の専攻科，2年間の大
学院のいずれかで実施されている．2017年度において，
保健師教育課程は，大学（選択制）207校，大学（必修）
26校，大学院10校，短大専攻科5校であり，大学（選
択制）が全体の83.5％を占めている 3）.

選択制の大学の大半は，定員上限を設け，筆記試験や
面接，成績（GPA等）の評価などの選抜方法をとってい

受付日：2021年9月13日／受理日：2022年2月25日
1）Chiharu Matsumoto：熊本県立大学総合管理学部
2）Ayako Okochi ：熊本大学大学院生命科学研究部

■資　料■

保健師教育課程選択制の大学における 

学生の保健師志望の実態
──A大学における保健師教育課程選抜試験受験の背景──

松本千晴 1），大河内彩子 2）

  抄　録  

目的：保健師教育課程選択制の大学における，学生の保健師教育課程選抜試験受験の背景を明らかにする．
方法：A大学の保健師教育課程4年生14人に，個別で半構成的面接調査を実施した．選抜試験受験の背景や
きっかけと判断できる語りを抽出してコードを作成し，質的記述的分析を行った．
結果：選抜試験受験の背景として，【「手に職」志望】【親の勧め】【保健師との接点】【公衆衛生看護学的視点の
素地】【公衆衛生看護学への関心】【将来の職業への迷い】【保健師になる初志の貫徹】の7つのカテゴリーが抽
出された．
考察：学生の多くは，【「手に職」志望】であった．そのなかでも，入学前から【保健師との接点】があった者や，
これまですごしてきた家庭環境・社会環境の影響を受け【公衆衛生看護学的視点の素地】をもつ者は，入学時
点で保健師になることを志望していた．さらに，彼らは，【保健師になる初志の貫徹】により選抜試験を受験
する傾向にあった．ほかにも，【親の勧め】が影響し受験する者もいた．入学後は，【公衆衛生看護学への関心】
がもてるような講義や実習を展開することで，学生が保健師を将来の職業の1つとしてとらえ，保健師教育
課程の履修を希望する可能性がある．また，選抜試験を受験したものの，保健師と看護師のどちらにするか【将
来の職業への迷い】を抱く学生の内情も垣間みれた．そのような学生に配慮した教育や職業選択における支
援も必要である．

【キーワード】職業選択，保健師教育，学生，選択制
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る 3）が，定員上限や選抜方法を設けていない大学もあ
る 4）．また，選抜時期も2年次後期が47％を占めるもの
の大学によってさまざまである 3）．このように選択制の
大学におけるカリキュラム体系は多様であるが，いずれ
にしても，選択制の大学に在籍する学生は，入学後に保
健師教育課程へ進み，保健師を将来の職業の1つとして
選択できる機会を得る．
これまで，看護大学生を対象にした進路やキャリアに
関する先行研究は数多く存在するが，保健師の職業選択
に限定した研究はわずかであった．学生の保健師志望に
は，保健師に対する認知や関心，資格志望，親の勧め等
が関係していることが報告されている 5–7）が，これは，
保健師に限らず，看護職志望の場合でも同様であっ
た 8,9）．
三輪ら 7）は，1大学において，選抜試験を受験した学
生の7割が「多くの資格がとれる」を受験理由としてあ
げ，保健師としての就職を志望していた者はわずかだっ
たことを報告している．さらに，保健師教育課程に応募
する学生の少なさを課題とする大学もある 10）．古城ら 8）

は，大学進学時点での主体的な職業選択が卒業後のキャ
リアコミットメントにまで影響を与えると述べている．
このことから，選択制の大学の場合は，保健師教育課程
の選択時点において，学生が主体的に職業選択をするこ
とが，卒業後のキャリアコミットメントにまで影響を与
えると考えられた．
しかし，これまでの研究において，選択制の大学で，
学生が保健師教育課程を選択する背景やきっかけについ
て明らかにしたものは見当たらなかった．
そこで，本研究では，選択制のA大学において，保健
師教育課程の学生に半構成的面接調査を行い，保健師教
育課程選抜試験を受験した背景やきっかけを明らかにす
ることを目的とした． 本研究により，選択制の大学に
おける学生の保健師教育課程の履修希望につながる教育
や職業選択における支援のあり方を提示することができ
ると考える．

Ⅱ．研究方法

1．研究対象者
研究対象者は，A大学で保健師教育課程を履修する4

年次生20人のうち，同意を得られた14人である．なお，
本研究において，保健師志望とは保健師免許取得志望の
ことを指す．

2．調査方法
半構成的面接調査を行った．研究者1人が個別に面接
し，インタビューガイドに従って，1人あたり30分程度
の聞き取りを行った．対象者の了解を得て，発言内容を
録音した．調査期間は2018年3月であった．インタ
ビュー内容は，①入学時に志望していた職業（複数回答
可能とした），およびその職業志望に影響したこと，②
選抜試験受験に影響したことである．①において，保健
師ではない職業を志望していた学生には，②選抜試験受
験までの過程において，なぜ保健師も将来働く職業の候
補として加わったのかについてたずねた．なお，A大学
においては，保健師教育課程に進むにあたり選抜試験を
設けている．

3．分析方法
分析方法は，質的記述的分析を用いた．本研究は，学
生の保健師教育課程選抜試験受験の背景やきっかけとし
てなにがあるのか，その現象を記述し，理解することが
目的であるため，質的記述的分析が適していると考え
た 11）．録音データから逐語録を作成し，語りのなかで，
選抜試験受験の背景やきっかけと判断できる発言を抽出
した．前後の発言内容を考慮して要約を作成しコードと
した．そのデータ内容の類似性に沿って分類し，抽象度
をあげ，サブカテゴリー，カテゴリーとした 11）．

4．A大学の保健師教育に関するカリキュラム体系
2012年度入学生より，保健師教育を選択制とし，3年
次に選抜試験を実施し20人を養成している．看護学生
は3年次に初めて，公衆衛生看護学関連の科目を履修す
る．3年次の前期前半において，全員が必修として10科
目（11単位）を履修する．その後，選抜試験を実施し，
合格した20人が保健師教育課程履修学生となる（以下，
保健師学生と記す）．保健師学生は，さらに，3年次前
期後半に6科目（7単位），4年次に4科目（8単位）を履
修する．保健統計学（2単位）は，1年次に学科全学生の
必修科目となっている．また，公衆衛生看護学実習は，
4年次の4～5月に市町村実習（4週間），8月に保健所実
習（1週間）を履修する．特徴として，公衆衛生看護学
関連の科目はⅠとⅡにわかれているものが多く，Ⅰは看
護学生全員必修，Ⅱは保健師学生のみ必修とされている
ことがあげられる．このカリキュラムは，2017年度入
学生までである．
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5．倫理的配慮
研究者と対象者は，教員と学生の関係であったため，
強制の下での承諾にならないよう十分に留意した．対象
者が一堂に会する場で，説明文書を元に口頭にて，研究
の目的，自由意思の保障，承諾をした後でもいつでも参
加を撤回できる権利を説明し，参加拒否や撤回により不
利益を被らないこと，結果の公表意図があることを説明
した．その後，研究協力の意思表示があった学生に対し
て個別で口頭にて同意をとった．同意撤回においても口
頭での申し出とした．また，本研究への不参加やインタ
ビュー内容が，対象者の成績に影響しないことを保障す
るため，研究者が担当する科目の成績が確定後に本研究
を実施した．面接は，対象者が所属する学科棟の一室で
行った．
なお，本研究は熊本大学大学院生命科学研究部等疫
学・一般研究倫理審査会の承認を受けて実施した（承認
年月日：2018年2月28日，承認番号：倫理第1493号）．

Ⅲ．研究結果

1．対象者の概要
入学時の志望職業は，保健師5人（事例1, 4, 5, 6, 7），
保健師か看護師2人（事例2, 3），看護師5人（事例8, 9, 

10, 11, 12），養護教諭2人（事例13,14）であった．卒業
後に就職する職業は，保健師8人，看護師6人であった．

2．保健師教育課程履修希望の背景
総コード数42で，サブカテゴリー 20，カテゴリー 7

が抽出された .

カテゴリーは，【「手に職」志望】【親の勧め】【保健師
との接点】【公衆衛生看護学的視点の素地】【公衆衛生看
護学への関心】【将来の職業への迷い】【保健師になる初
志の貫徹】であった .表記は【　】カテゴリー，＜　＞サ
ブカテゴリー，“　”対象者の語り，（　）筆者による補
足を示している .カテゴリー，サブカテゴリー，コード
および関連事例の番号を表1に示す .また，抽出したカ
テゴリーとサブカテゴリーの関係性を表すと図1のとお
りである．
１）【「手に職」志望】
学生の多くは，入学前から＜医療職志望＞であった．
また，＜資格志望＞により，選抜試験を受験している者
がいた．学生は，“まずは資格がほしい．とれるならが
んばりたい”（事例5），“（養護教諭になるには）保健師

をもっていたほうがいいのかな”（事例14），“資格が
あって ,女で手に職をもっている仕事にとりあえず就き
たい”（事例9）と考えていた．
２）【親の勧め】
学生は，＜親からの医療職の勧め＞や＜親からの資格
取得の勧め＞があったと語った．なかには，＜親からの
保健師の勧め＞があった者もいた．選抜試験前には，公
衆衛生看護学実習も経験してから将来の職業選択をする
ように＜親からの実習経験の勧め＞を受けた者もいた．
３）【保健師との接点】
＜身近に存在する保健師＞とは，自身の母親や姉・友
人の母親のことを指し，その者から仕事の話を聞いたり，
実際に働く姿をみる経験をしていた．また，＜家族や友
人の話から保健師を身近に感じる経験＞では，保健師と
の関わりがあったり，地域保健活動をしている家族や，
大学の友人から保健師の話を聞く機会を得て，保健師に
興味を抱いていた．

 　“じいちゃんが民生委員でお母さんが母子保健推進
員をしていて，保健師さんとも関わりがあったんで，
あの人が保健師だって知って，ちょっと楽しそうだ
なって”（事例6）．
 　“いちばん大きいのは，（事例1）さんが保健師に
ずっとなりたいといっていて．そのときはまだ看護師
と思っていたんですけど，ずっといっしょにいるので．
その（保健師の）話を聞いてて，あ～いいなと思った
のが，たぶん最初だと思います”（事例8）．
さらに，入学前に＜マスメディアをとおした保健師と
の遭遇＞によって，保健師に興味をもった者もいた．

 　“高校生のときに進路の授業とかで，仕事・職種と
かが一冊にまとめられた本を読んで探すなかで，元々
医療系には興味があって．そのなかで行政の仕事にも
興味があって．その両方ができる仕事というので行政
保健師というのがあるというのを知って”（事例7）．
４）【公衆衛生看護学的視点の素地】
高校時代までに【公衆衛生看護学的視点の素地】があ
る者がいた．彼らは，親や学校の教育，育った環境の影
響を受けて，＜入学前からの社会経済的側面への関心＞
＜入学前からの予防や保健への興味＞＜入学前からの行
政への興味＞をもっていた．

 　“私〇〇市の出身なんですけど，結構貧困率とかす
ごい高いところで．恵まれないっていったらあれです
けど，シングルマザーとか家庭環境とかが，自分はそ
れで不便を感じたことはなかったんですけど，そうい
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う人が同級生にたくさんいるというのをみてきたので
何が違うんだろう（と思っていた）”（事例7）．
５）【公衆衛生看護学への関心】
選抜試験前の公衆衛生看護に関連する＜講義や課外活
動をとおして生じた保健師への関心＞により受験してい
る者がいた．学生は講義やサークル活動をとおして，健
康や予防に関わる職業として保健師を理解し，保健師に

魅力を感じていた．また，＜公衆衛生看護学と自身の関
心事の近さ＞を語る者のなかには，病気の家族のために
公衆衛生看護の知識を活かしたいという具体的な目的意
識をもっている者もいた．

 　“保健師の授業，健康教育があって，保健師という
のに魅力を感じた”（事例3）．
 　“保健師の実習をまだしていなかったので，あまり

表 1　保健師教育課程選抜試験受験の背景

【カテゴリー】 ＜サブカテゴリー＞ コード 事例No.

「手に職」
志望

医療職志望 元々医療職を志望していた 1, 2, 3, 6, 9, 10, 11

医療職に興味やあこがれがあった 7, 9

資格志望 看護師＋αの資格をとりたかった 5, 9, 13, 14

資格や手に職をもっている仕事に就きたいと考えた 9, 11

親の勧め 親からの医療職の勧め 親から医療職を勧められた 5, 14

親からの資格取得の勧め 親から資格取得を勧められた 7, 12

親からの保健師の勧め 親から保健師の資格取得を勧められた 4, 11

親からの実習経験の勧め 親から公衆衛生看護学実習を経験した後に，将来の職種選択をすることを勧められた 13

保健師との
接点

身近に存在する保健師 保健師の母の働く姿や話を見聞きし，保健師の仕事をイメージできていた 1

保健師の姉から仕事の楽しさを教えてもらった 10

保健師をしている友人の母親から，活動の話を聞いて楽しそうだと思った 2

保健師の知り合いがいて，入学前に保健師のことをある程度理解していた 4

家族や友人の話から保健師
を身近に感じる経験

定期検診を受けている家族から，保健師という職種を教えてもらった 3

地域保健活動をしている家族から，保健師の話を聞いて関心が向いた 6, 13

保健師の母をもつ友人から，保健師の話を聞いて保健師に惹かれた 8

マスメディアをとおした保
健師との遭遇

職種検索サイトで，保健師という職種に偶然行きついた 5

インターネットで保健師の資格や仕事を調べた 6

さまざまな職種を紹介する本を読んで，保健師に興味をもった 7

公衆衛生看
護学的視点
の素地

入学前からの社会経済的側
面への関心

教員の母親から，家庭環境の話を聞く機会が多かった 7

家庭環境に課題を抱える同級生を多くみてきて，漠然と疑問をもつようになった 7

入学前からの予防や保健へ
の興味

父親に日ごろから健康を意識づけられていたため，予防医学に関心をもった 5

高校生のときにWHOの感染対策のビデオをみて，予防や保健に関する仕事の深さを
感じた

7

入学前からの行政への興味 元々は行政の仕事に興味があった 7

公衆衛生看
護学への関
心

講義や課外活動をとおして
生じた保健師への関心

公衆衛生看護の講義を受けて，予防に働きかける職種として保健師を知った 8

公衆衛生看護の講義を受けて，保健師に魅力を感じた 3, 8

認知症に関連するサークル活動を通して保健師に魅力を感じた 2

公衆衛生看護学と自身の関
心事の近さ

公衆衛生看護の講義の方が楽しいと思った 5

公衆衛生看護の講義内容の方が自分の関心事と近かった 7

病気の家族のために公衆衛生看護の知識を生かしたいと思った 4

実習をとおした公衆衛生看
護的視点の芽生え

基礎看護学実習をとおして予防の必要性を感じた 3, 10, 11

基礎看護学実習で患者家族のことも考えるようになった 3, 11

保健師のイメージを明瞭に
する必要性

さらに学習して，保健師をより理解することが重要だと考えた 6, 10, 13

将来の職業
への迷い

職業選択で揺らぐ気持ち 保健師になるか看護師になるかで揺らいでいた 1, 6, 10

看護師になることへの迷い 基礎看護学実習をとおして，自分は看護師には向いていないと思った 5

基礎看護学実習をとおして，看護師で働き続けることのむずかしさを感じた 9

基礎看護学実習で，看護師の態度が怖くつらかった 12

最善の職業選択の模索 長年働ける職種として，看護師よりは保健師の方がよいと考えるようになった 9

元々の志望職種に近い保健師になろうと思った 12

保健師にな
る初志の貫
徹

保健師になる初志の貫徹 元々保健師になりたかった 2, 6

保健師になりたいという思いが続いていた 1, 5, 7

選抜試験の受験は自然な流れで、初志を貫徹した 1

選抜試験対策について，先輩にリサーチしていた 1
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わからなかったけど，勉強していて保健師の勉強の方
が楽しいと思うのもありました”（事例5）．
さらに，基礎看護学の＜実習をとおした公衆衛生看護
学的視点の芽生え＞が生じたことが受験につながってい
る者がいた．A大学では，選抜試験前に基礎看護学実習
を履修する．その実習をとおして，患者家族にも目を向
けたり，予防の必要性を感じる経験をしていた．

 　“病気になる前に自分で気をつけておけばよかった
とか，退院した後の生活が自分だけでは不安という人
も結構いらっしゃって．自分もそこに関わっていきた
いと思うようになって，保健師になろうかなと思いま
した”（事例10）．
一方で，学生のなかには，現時点では保健師を十分に
理解できていないと考え，これからの講義や実習をとお
して＜保健師のイメージを明瞭にする必要性＞を感じて
いる者がいた．

 　“3年生前期で，授業で（公衆衛生看護学の）勉強は
していたけど，やっぱり実習に行ったこともなければ，
いままで生きてきて保健師に会うこともなかったの
で，あんまり具体的なイメージがつかなくて．（中略）
（選抜試験）をとりあえず受けて，（保健師）を知るこ
とが大事だと”（事例13）．

６）【将来への職業への迷い】
学生は，選抜試験受験時点では，＜職業選択で揺らぐ
気持ち＞を抱えていた．入学時に保健師を志望していた
者は，基礎看護学実習をとおして患者の身近でサポート
の成果を実感できる看護師にも惹かれていた．また，入
学時に看護師を志望していた者も，保健師とどちらにす
るか迷いを抱えながら選抜試験を受験していた．
その他，基礎看護学実習をとおして，初めて立てた看
護計画が的外れで自信をなくしたことや，学生に対する
看護師の態度が怖かったこと，看護師は定年までは働け
ないと思ったことにより，＜看護師になることへ迷い＞
が生じている者がいた．元々の志望とは反して，看護系
大学に入学した者は，現時点における＜最善の職業選択
の模索＞の結果，保健師になろうと考え，選抜試験を受
験していた．

 　“（元々，看護師）志望ってわけではなかったので，
それ（看護師）よりも保健師の方が市町村というのが
あって公務員というのもあって，（中略）保健師の方
がいいなって思ったんです”（事例12）．
７）【保健師になる初志の貫徹】
入学時に保健師を志望していた者は，入学時からの
＜保健師になる初志の貫徹＞や自然な流れで選抜試験を

保健師教育課程選抜試験受験

【親の勧め】

＜親からの実習経験の勧め＞

＜親からの資格取得の勧め＞

＜親からの保健師の勧め＞

＜親からの医療職の勧め＞
【「手に職」志望】

＜資格志望＞

＜医療職志望＞

【公衆衛生看護学的視点の素地】

＜入学前からの社会経済的側面への関心＞

＜入学前からの予防や保健への興味＞

＜入学前からの行政への興味＞

【保健師との接点】

＜家族や友人の話から
保健師を身近に感じる経験＞

＜身近に存在する保健師＞

＜マスメディアをとおした
保健師との遭遇＞

【公衆衛生看護学への関心】

＜講義や課外活動をとおして生じた保健師への関心＞

＜公衆衛生看護学と自身の関心事の近さ＞

＜実習をとおした公衆衛生看護学的視点の芽生え＞

＜保健師のイメージを明瞭にする必要性＞

【将来の職業への迷い】

＜職業選択で揺らぐ気持ち＞

＜看護師になることへの迷い＞

＜最善の職業選択の模索＞
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図1　保健師教育課程選抜試験受験の背景
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受験したと語った．
 　“（保健師に）なる気満々だった．先輩とかにどうい
う勉強したらいいですか，どういうことが試験に出ま
すかってリサーチはしていて．ちょっと部活の先輩に
聞いてたりしました．自然に，ナチュラルに（受験し
た）”（事例1）．

Ⅳ．考　　察

まず，本研究の対象学生は，入学前からその多くが
【「手に職」志望】であった．そのなかでも，入学前に，
保健師について見聞きしたり，調べたりして【保健師と
の接点】がある者や，保健に興味をもつ等の【公衆衛生
看護学的視点の素地】をもった者は，入学時点で保健師
を志望していた．さらに，その7人中5人が【保健師に
なる初志の貫徹】をして，選抜試験を受験したと語った．
これは，前田らの研究結果 6）である「大学進学理由とし
て保健師を目指していた人は，実習前の保健師職業選択
志望も高い」を支持するものである．上記5人は，入学
時点での主体的な職業選択が選抜試験受験時まで継続し
ていた．
【保健師との接点】には，親や家族が重要な役割を果
たしていた．身近に保健師がいると語った者が4人いた
が，一般的に，保健師が身近にいることはまれである．
身近に保健師がいない場合，学生は親や祖父母から，具
体的な保健師活動の話を聞いて保健師に興味をもち，選
抜試験受験へとつながっていた．
三輪ら 7）の研究では，選抜試験を受験した理由の4割
弱が親等からの勧めであった．この勧めの詳細は不明で
あったが，本研究より，【親の勧め】とは，医療職や資
格取得の勧めのほかに，保健師の勧めもあることが明ら
かとなった．
また，医療や教育分野で勤める親や，育った地域の環
境，高校での授業の影響を受けて，入学前から予防や保
健，社会経済的側面に関心を向け，【公衆衛生看護学的
視点の素地】をもつ者がいた．彼らは，インターネット
や書籍等の＜マスメディアをとおした保健師との遭遇＞
も加わって，選抜試験を受験していた．これは，白鳥の
研究結果12）と同様であり，個人特性である家庭環境のみ
でなく，社会環境である学校集団，マスメディア等の影
響も受けて，保健師のイメージを形成し，保健師教育課
程の履修を希望したと考えられた．
以上のことをふまえると，入学前に【保健師との接点】

をもっているか否かが，保健師教育課程の履修希望に影
響すると考える．看護大学生は，身近に医療従事者がい
ない場合，マスメディアで看護職を理解して入学してい
る 8,12）．また，やりがいなどの自己実現を将来の生き方
として望んでいる高校生は，進路に関する資料やパンフ
レットの閲覧という進路探索行動をとる 13）．そこで，容
易に＜マスメディアをとおした保健師との遭遇＞ができ
れば，入学時点で志望職業として保健師を考える学生が
増え，保健師教育課程の履修希望へとつながる可能性が
ある．具体的には，大学ホームページの学部等の紹介に
おいて，保健師教育課程を分かりやすく表示し，さらに，
保健師教育機関協議会 14）や関連学会のサイトへリンク
できるようにする方法を提案したい．
次に，入学後において，学生達は，選抜試験前までの
講義や実習で【公衆衛生看護学への関心】を抱き，選抜
試験を受験していた．しかし，そのなかには，さらなる
学習をとおして，〈保健師のイメージを明瞭にする必要
性〉を感じている者もいた．このことから，A大学にお
いては，選抜試験前の公衆衛生看護学に関連する講義等
で，保健師の魅力を伝えることや，学生の関心事へのア
プローチができている一方で，保健師のイメージが十分
に湧いていない学生もいることが明らかになった．本多
ら 15）は，職業への明確なイメージをもつことが職業決
定をスムーズにすることを明らかにしている．よって，
保健師のイメージが明瞭になることを意識した授業展開
が，保健師教育課程の履修希望につなげるために有効で
あると考えた．具体的には，講義では，映像を用いる，
物語的に保健師の活動を伝える，体験を重視した演習や
実習，保健師の実際の活動を聞く機会をもつ等が考えら
れる．西岡ら 16）は，看護学生は自分で考える学習を楽
しいと感じることを報告しており，本研究においても，
学生が授業の具体例としてあげた「健康教育論」は，学
生自ら健康教育の企画書等を作成し，学生達を対象者と
して実践する演習であった．ほかには，保健師のイメー
ジをより明瞭にしたいという学生の知的探求心を刺激す
るように，より詳しい内容は保健師教育課程に進んでか
ら学ぶといった続編の科目も組み込んだカリキュラム構
成にする方策もあると考える．
【将来の職業への迷い】では，基礎看護学実習での看
護師へのネガティブな感情や経験によって〈看護師にな
る迷い〉が生じ，選抜試験を受験する者もいることが明
らかになった．白鳥 12）は，大学の専攻科を決定する段
階で「看護の積極的選択／消極的選択」があると指摘し
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ているが，本研究の対象学生においては，選抜試験を前
に，「保健師教育課程の積極的選択／消極的選択」をし
ていると推察された．入学後，自分の興味や関心を保健
師へ焦点化させ「保健師教育課程の積極的選択」をする
学生がいる一方で，看護師になることへの躊躇から「保
健師教育課程の消極的選択」をする学生もいる．後者の
学生は，今後，保健師教育課程で学びを進めるなかで，
保健師になることへの迷いや惑いを抱く恐れがある 12）．

A大学では，1年次前期に，看護職（保健師・助産師・
看護師）で働く卒業生から仕事の実際の話を聞く機会を
設けている。【将来への職業への迷い】があるなかで，
保健師教育課程を選択している学生達の実情をふまえ，
看護師から保健師に転職するケースもあることを経験者
の体験談などで学生がイメージできるようにし，保健師
教育課程の選択を後押ししたり，保健師教育課程の履修
継続をあきらめないように働きかけることも必要だと考
える．
実習は，将来の職業選択に大きく影響する機会とな
る 6）．A大学においても，選抜試験前の基礎看護学実習
で公衆衛生看護学的視点が芽生えている学生がいた．
2022年度入学生からは，統合分野として「地域・在宅
看護論」が導入される．この「地域・在宅看護論」を選
抜試験前に実施し，予防や地域での生活者の視点を教授
し，さらに，学生が実習でその視点の大切さを実感でき
ることで，【公衆衛生看護学への関心】をもつ者が増え
る可能性がある．今後，この実習が学生の保健師教育課
程の履修希望に効果があるかを検証し，その結果を踏ま
えた実習を展開することで，「保健師教育課程の積極的
選択」をする者が増えると考える．さらに，教員には，
学生の保健師に対するイメージやその変化を，保健師教
育課程履修後の講義や実習のなかで確認し，実際と異な
る場合はそれを補正しながら，学生が自分の強みや課題，
目指す看護職像と照らし合わせて，自信をもって将来の
職業を選択できるように支援することが求められる．
本研究は，A大学の学生を研究対象者としており，A

大学のカリキュラムの影響を受けているため，他の養成
所でも，学生が同じような背景で保健師教育課程を選択
していると断定することはできない．また，研究対象者
は，思い出しバイアスが生じている可能性がある．さら
に，入学時は保健師を志望していたが，選抜試験を受験
しなかった者の背景については明らかにできなかった．
今後，保健師採用試験を受験して合格するまでの背景も
調査することで，保健師志望学生の職業選択プロセスの

全容が明らかになると考える．

【利益相反】
本研究において開示すべき利益相反はない .

【謝辞】
本研究にご協力いただいた14人の学生のみなさまおよび，

研究の遂行にあたり，多くのご助言をくださいました熊本大学
名誉教授の上田公代先生に心より感謝申し上げます．

【文献】
 1） 厚生労働省：平成30年衛生行政報告例（就業医療関係者）

の概況，就業保健師・助産師・看護師・准看護師．https://

www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/eisei/18/dl/kekka1.pdf 

（2021年12月3日）．
 2） 大学における看護系人材養成の在り方に関する検討会：大

学における看護系人材養成の在り方に関する検討会 第一次
報告．https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/koutou/ 

40/toushin/__icsFiles/afieldfile/2009/08/18/1283190.pdf

（2021年12月2日）．
 3） 文部科学省：保健師教育における実態調査 平成29年度

版．https://www.mext.go.jp/component/a_menu/education/

detail/__icsFiles/afieldfile/2019/03/15/1367161_5.pdf（2021

年12月3日）．
 4） 厚生労働省：保健師学校養成所における教育内容と方法に

係る調査結果　第3回 看護基礎教育検討会 資料2．https://

www.mhlw.go.jp/content/10801000/000352173.pdf（2021

年12月2日）．
 5） 倉林しのぶ：保健師を志望する学生の“地域看護活動”の

認知度と進路選択への動機づけ．高崎健康福祉大学紀要，
6：21─28, 2007．

 6） 前田則子・児玉なぎさ：A大学看護学生の保健師志望の現
状と課題．鹿児島純心女子大学看護栄養学部紀要，18：
62─67, 2014．

 7） 三輪眞知子・高畑陽子・上田晴美他：A大学における学士
課程保健師選択選抜教育の現状と課題；選抜学生の意見を
通して．梅花女子大学看護保健学部紀要，7：1─15, 2017．

 8） 古城幸子・杉本幸枝・澤田由美：看護大学生の進路選択・
決定要因；大学のキャリア支援の課題．第46回（平成27

年度）日本看護学会論文集：看護教育，103─106, 2016．
 9） 吉岡由喜子・山本純子・髙木みどり：看護大学生の職業意

識の特徴；1・2年次生の自我同一性と看護職の就業動機
の調査より．太成学院大学紀要，14：255─266, 2012．

 10） 高橋美砂子：本学における選択制保健師教育の現状と今後
の課題 .桐生大学紀要，26：65─70, 2015．

 11） グレッグ美鈴：質的記述的研究．グレッグ美鈴・麻原きよ
み・横山美江（編著），よくわかる質的研究の進め方・ま
とめ方；看護研究のエキスパートをめざして，54─72，医
歯薬出版，東京，2013．

46



 12） 白鳥さつき：看護大学生が看護職を自己の職業と決定する
までのプロセス構造．日本看護研究学会雑誌，32（1）：
113─123, 2009．

 13） 鈴木　翔・金澤貴之：高校生が持つ自己の将来像と進路探
索行動が進路選択に与える影響．群馬大学教育学部紀要 

人文・社会科学編，65：135─143, 2016．
 14） 保健師教育機関協議会：保健師を目指す方へ．http://www.

zenhokyo.jp/foryou/index.shtml（2021年12月3日）.

 15） 本多陽子・落合幸子：医療系大学生の進路決定プロセス尺
度作成の試み；進路決定プロセスの類型と職業的アイデン
ティティからの検討．茨城県立医療大学紀要，11：45─
54, 2006．

 16） 西岡久美子・中谷信江：「学生を巻き込む」を取り入れた
授業を受講した学生の受講体験に関する現象の検討．日本
医学看護学教育学会誌，22：7─11, 2013．

 日本地域看護学会誌　Vol.25 No.2, 2022 47



昨今の災害の多発，児童虐待の増加等により，減災や
健康危機の予防・防止が重要な課題となっている．ま 

た，2020年1月に新型コロナウイルス感染症（以下，
COVID-19）が国内で発生し，現在においても人々の健
康や生活へ大きな影響を及ぼし続けている．感染拡大に
伴い，保健所は業務が増大し，その機能を維持・強化す
ることが課題となり，厚生労働省が創設した人材バンク
（2021年3月に Infectious disease Health Emergency 

Assistance Team；IHEATへ改称）に登録するなどした
本学会会員も疫学調査や健康観察等の実務支援や受援の
ためのマネジメント支援を行ってきた．
このような社会情勢のなかで，2020年10月に保健師

助産師看護師養成所指定規則が改正され，2022年度か
ら改正指定規則に基づくカリキュラムが適用されてい
る．保健師教育については，健康危機の予防・防止に向
けた支援を展開する能力や，健康課題を有する対象への
継続的な支援と社会資源の活用等を実践する能力等の強
化に向けて，事例を用いた演習等の充実を図るため「公
衆衛生看護学」が2単位増となった．
これを受けて，本学会「災害支援のあり方検討委員会」
では第24回学術集会においてオンラインにてワーク
ショップを開催（2021年9月11日）し，37人が参加し
た．この目的は，健康危機管理の教育について話題提供
し，意見交換をとおして，これからの保健師教育におけ
る健康危機管理の教育に資することであった．広く会員
等のみなさまに知っていただき，今後の健康危機管理に
関する教育の一助としていただくために，ここに，ワー
クショップの概要を報告する．

Ⅰ．報告1：保健師教育における健康危機管理に
関する教育の現状および指定規則の改正に伴
う同教育の検討の動向；本学会員を対象とし
た「保健師教育における健康危機管理に関す
る教育についてのアンケート」の結果から

1．調査方法
①目的：保健師教育における健康危機管理に関する教
育の現状および2022年度から改正指定規則に基づ
くカリキュラムが適用されることに伴う健康危機管
理教育の検討の方向を把握し，今後の保健師教育の
充実に資すること
②対象：調査時点において保健師養成機関に所属し，
保健師養成教育に携わっている教員
③調査方法：Web調査
④2021年5月19日～6月30日

2．回答者の属性
回答者は43人であった．回答者の属性を表1に示す．
所属する保健師養成機関は，大学（保健師教育選択制）
がもっとも多く約65％であった．職位は教授，准教授
の順に多く，回答者の年代は60歳代以上がもっとも多
かった．

3．調査の結果
健康危機管理演習を行っているとの回答は23（53.5％）
で，複数回答で求めた健康危機管理分野では自然災害が
22（95.7％）でもっとも多く，次いで感染症集団発生が
13（56.5％），児童虐待が8（34.8％），放射線災害が2

日本地域看護学会委員会報告
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（8.7％），その他（DV）が1（4.3％）であった．
本調査では，指定規則の改正過程において重視されて
いた演習の実態に特に焦点を当てた．
１）自然災害に関する演習（表2）
自然災害に関する演習を行っている回答22のなかで
シミュレーションを行っているとの回答は15（68.1％）
であった．その内容は，避難所運営ゲーム（Hinanzyo 

Unei Game；HUG），災害発生時の保健師の役割や活
動方法に関するシミュレーション，避難所開設訓練，危
険箇所の確認であった．
ケースメソッドを行っているとの回答は7（31.8％）
で，その内容は事例検討，健康課題への対応，災害種別
ごとの対応，避難所運営・配置であった．
保健師等の支援者の支援経験を聞き，それに基づきグ
ループワークを行っているとの回答は7（31.8％）で
あった．その他には，DVD視聴，HUGと災害図上訓練
（Disaster Imagination Game；DIG）を行う，クロス
ロードゲーム，被災者の体験を聞きグループワーク，保
健師活動計画の立案等があった．
２）感染症集団発生に関する演習（表3）
感染症集団発生に関する演習を行っている回答13の

なかで，演習方法としてもっとも多かったのはケースメ
ソッドで7（53.8％）であり，ノロウイルスや結核等の
事例で行われていた．次いで多かったのは，保健師等の
支援者の支援経験を聞き，それに基づきグループワーク
で5（38.5％）であり，COVID-19対策や，また結核対
策に関する話であった．その他にはシミュレーションや
ロールプレイがあり，それらのなかにはCOVID-19対
策における積極的疫学調査が取り入れられていた．

３）児童虐待に関する演習（表4）
児童虐待に関する演習を行っている回答8のなかで，
演習方法としてもっとも多かったのはケースメソッドで
4（50.0％）であった．次いで多かったのは，シミュレー
ションであり，母子健康手帳交付時面接等が行われてい
た．
４）その他の演習
放射線災害に関する演習を行っている回答2につい

て，演習方法として回答のあった内容は被災者の体験の
話を聞き，それに基づきグループワークで，時間は90

分であった．
５）保健所または市町村実習における健康危機管理の観
点からの重視・工夫点および課題（表5，6）

「保健所または市町村実習において健康危機管理の観
点から重視したり工夫したりしていること」について
は，本調査の回答者43人中34人（79.1％）から回答を
得た．もっとも多かったのは「保健師等への健康危機管
理に関する話の依頼」で25人（73.5％）であった．その
他には，「実習内容・プログラムにおける健康危機管理
内容の明確化および関連事業への参加」「健康危機発生
時における活動の見学や体験」「教材の工夫」「事例検討」
「マニュアル等の課題」「カリキュラムの工夫」があった．
課題については，本調査の回答者43人中31人（72.1%）
から回答を得た．もっとも多かったのは，「体験が困難」
で8人（25.8％）であった．その他には「経験を話せる保
健師がいない／健康危機管理活動まで手が回っていな
い」「多忙なため話を依頼しても引き受けてもらえない
／依頼しにくい」「内容が理解しにくい」「保健所や市町
村による経験の差の影響」等があった．
６）指定規則の改正に伴う健康危機管理の教育内容や教
育方法の見直し

「見直しを行った」「見直しを行っているまたは行う予
定である」と回答したのは，それぞれ18人（41.9％），
19人（44.2％）で，併せて約9割であった．
教育内容や教育方法について見直した点（予定も含
む）を表7に示す．見直した点には，演習を取り入れる，
教育内容の構成・過不足の点検・強化といった「内容の
見直し」がもっとも多く，21人（67.7％）であった．そ
の他には，「単位数や時間数の増加」「災害看護学との連
携」等があった．

春山　早苗（自治医科大学看護学部）

表1　回答者の属性� （N＝43）

項　　目 N（%）

所属する保健師養成機関
大学（保健師教育選択） 28（65.1）
大学（保健師教育必修） 9（20.9）
大学院 5（11.6）
専修学校 1（ 2.3）

職位
教授 29（67.4）
准教授 10（23.3）
講師 2（ 4.7）
助教 1（ 2.3）
専任教員 1（ 2.3）

年代
60歳代以上 23（53.5）
50歳代 8（18.6）
40歳代以下 12（27.9）
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Ⅱ．報告2：保健師教育における健康危機管理の
教育方法；健康危機管理に関する教育実践例
の紹介

1．自治医科大学看護学部の健康危機管理に関する教育
実践の概要
自治医科大学看護学部の定員は1学年105人であり，

卒業に必要な単位を取得した学生全員が看護師と保健師
の両方の国家試験受験資格を得ることができる統合カリ
キュラムとなっている．本稿で紹介する授業科目「地域
健康危機管理論」の対象は4年生であり，目的は地域の

健康危機管理の概念，活動体制と行政看護職の果たす機
能・役割，健康危機の種別に応じた活動方法を理解し，
地域の健康危機管理における行政看護職の活動方法の基
本を習得すること，としている．地域における健康危機
の種別（感染症・自然災害・児童虐待・DV・放射線災
害）に応じた，予防期・発生時・回復期のフェーズに応
じた行政看護職の活動方法を理解することを目標とし，
2021年度で8年目となる．本授業科目の概要を表8に示
す．第1回は，地域の健康危機管理の概念や関係法規等
の基礎的知識を学ぶ概論，次いで感染症，自然災害，児
童虐待やDVについて学び，最後に放射線災害について

表2　自然災害に関する演習の内容・方法

内容・方法 具体的内容

シミュレーション（N＝15）最小60分，最大180分，平均121分

HUG（8） ・避難所シミュレーションゲーム（HUG）を活用して，臨場感をもたせて避難所運営を行い，その後グループワー
クを行うことにより，避難所被災者のニーズ，ニーズの優先順位，市町村保健師の役割を考えさせる　等

災害発生時の保健師の役割や活動
方法（5）

・発災時期別の健康課題への対応
・地震事例と水害事例を用いて，ある市で災害がおきた状況を設定．市の保健活動体制も示し，急性期，亜急
性期，慢性期における健康課題を示し，活動計画を立案する
・状況設定をし，新人保健師の役割，行動，地区診断を踏まえた具体的なこととして実施している
・地域の地区踏査後に，震災を中心に市町村保健師としての役割，課題，連携を具体的に検討する演習　等

避難所開設訓練（1）

危険箇所の確認（1） ・災害図上訓練を学科の学生全員で行い，実際に避難所まで徒歩で移動し，危険箇所の確認を行った

ケースメソッド（N＝7）最小30分，最大480分，平均137分

事例検討（4） ・フェーズ1のさまざまな事例をグループワークで実施
・実際の事例をグループワークで再整理し検討
・想定事例とグループ課題の提示，情報収集のフィールドワーク，討議のための災害図上訓練DIG

・避難行動要支援者の事例を用いて，フェーズごとの支援方法を考えさせる　

健康課題への対応（1） ・災害サイクルの経過に従って，想定される健康問題とその対応

災害種別ごとの対応（1） ・災害種別ごとに対応についてアセスメント，計画，平素からの準備について考えるように工夫している

避難所運営・配置（1） ・避難所運営，避難者の配置

保健師等の支援者の支援経験を聞きグループワーク（N＝7）最小30分，最大180分，平均71分

・実際の活動を収録したDVD教材を視聴しグループワークをする
・グループ課題発表のあと，支援経験のある保健師の話を聞き，質疑応答の時間を設ける
・東日本大震災の支援について講話をいただき，その支援保健師としてグループワークで被災地支援と受難地
保健師の役割等を検討
・雑誌掲載記事を教材にし，保健師の役割を抽出（個人ワークとグループワーク）　等

その他（N＝10）

DVD視聴（3） ・講義後，DVD「阪神淡路大震災における保健婦の活動」について35分視聴，フェーズごとのワークシートに
保健師の役割をDVDを視聴しながら整理する
・全国保健師教育機関協議会のDVD教材から保健師活動を理解する

災害図上訓練DIGとHUG（1） ・災害をシミュレーション市で災害図上訓練で課題を列挙．HUGは4人1チームくらいで行う

被災者の体験を聞き
グループワーク（1）

・阪神淡路大震災の体験（看護師教育）

クロスロードゲーム（1）

保健活動計画の立案（1） ・災害に備えた平時の保健師活動計画の立案

講義のみ（2） ・発災直後の保健師活動の判断，災害の経過ごとにセクションを設け，保健師の活動を振り返る

（　）内は内数
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学ぶ構成としている．感染症と自然災害，放射線災害に
ついては講義後に演習を行っており，今回は自然災害と
放射線災害に関わる2つの演習を以下に紹介する．

2．演習「自然災害発生時における行政看護職の活動方
法」（2コマ）
この演習では，静岡県危機管理部が作成したHUGを，
保健師教育の演習としての目的が達成できるようアレン
ジして使用している．演習前の講義（2コマ）では，自
然災害の種別による特徴，フェーズごとの被災者支援
ニーズや行政看護職の活動について学習する．演習の事
前課題として，地震発生時の避難所にはどのようなニー
ズがあるかや，地震発生後の保健師の役割について
フェーズごとに整理することについて，レポートを課し
ている．演習では，教員が避難者や避難所での出来事に
見立てたカードを次々と読み上げ，それらにどう対応し

ていくかを模擬体験させる．学生のなかには次々とやっ
てくる避難者やイベントに対応していくことがむずかし
く，カードが溜まってしまったという者がいるが，自然
災害発生時の避難所活動においては，刻々と変化する事
態に迅速に対応していく事が求められるため，演習では
スピード感を大切にして教員はカードを読み上げてい
る．HUGのあとには，対応するニーズの優先順位，役
割分担とチームワーク，48時間以内の市町村保健師活
動等について考えるグループワークを行っている．授業
終了後には，HUGをとおして新たに気づいた避難所に
おけるニーズや，保健師の役割として重要と考えた事に
ついてのレポートを課している．

3．演習「放射線災害に関わる行政看護職の活動方法に
関する演習」（1コマ）
この演習では，2011年3月の福島第一原子力発電所

表4　児童虐待に関する演習の内容・方法� （N＝8）

内容・方法 具体的内容

シュミレーション（3）
すべて180分

・母子健康手帳交付時面接：初回面談でのラポール形成と届出書記載事項のアセスメントをフィードバック
（1）
・実際の事例をグループワークで再整理し検討（1）
・児童虐待が疑われる事例を用いてのディスカッション（1）

ケースメソッド（4）
最小20分，最大90分，平均60分

・継続フォロー事例の転居連絡を受けた転居先の保健師の立場でのアセスメントと初回コンタクトのための
活動計画（1）
・事例検討（3）

保健師等の支援者の支援経験を聞きグ
ループワーク（1）　60分

・保健師の講師から，実際に保健センターで行っている虐待を未然に防ぐための取り組みを聞き，どのよう
なことに留意して支援を行って行く必要があるかを考えさせる

その他（1） ・事例は用いてもその後のグループワークは必ずしも行っていない

（　）内は内数

表3　感染症集団発生に関する演習の内容・方法� （N＝13）

内容・方法 具体的内容

シュミレーション（2）
最小30分，最大90分，平均60分

・模擬事例を用いて，積極的疫学調査演習を実施
・集団発生時の初動対応など事例を提示し紙上シミュレーションでの検討，クロスロード演習

ケースメソッド（7）
最小10分，最大180分，平均106分

・小学校でのノロウイルス集団発生への対応（2）
・結核集団発生事例への対応（2）
・施設での感染症集団発生時の積極的疫学調査（1）
・実際の事例をグループワークで再整理し検討（1）
・板書のデータを読み取り対応を考える，終息後の保健所（保健師）の活動を考えさせる（1）

ロールプレイ（2）
最小120分，最大180分，平均150分

・感染者役になってロールプレイを行い，その後，情報収集方法や調査における留意点などについて，グルー
プワークを行う（1）
・積極的疫学調査（患者役，保健師役，観察者役の3役を経験する）（1）

保健師等の支援者の支援経験を聞きグ
ループワーク（5）
最小10分，最大180分，平均66分

・新型コロナウイルス感染症への対応（2）
・積極的疫学調査の支援経験のある教員から原則と応用について講義，ミニディスカッション（2）
・結核患者の発生からの対応（1）
・ハイリスク集団への個別ニーズを重視したDOTS支援，医療機関連携（1）

（　）内は内数
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表5　保健所または市町村実習において健康危機管理の観点から重視したり工夫したりしていること� （N＝34）

重視・工夫 具体的内容

保健師等への健康危機管理に関す
る話の依頼（25）

・保健所職員の発災時における具体的な対応経験，感染症集団発生事例の具体的な対応経験，マニュアルをみせ
てもらいながらの健康危機管理の話，難病等の避難行動要支援者への対応，応援派遣経験等の話を依頼するま
たは学生にインタビューさせる（24）
・保健所には感染症対策，市町村には児童虐待をテーマに保健師の役割を必ずレクチャーしてもらう（1）

実習内容・プログラムにおける健
康危機管理内容の明確化および関
連事業への参加（3）

・臨地実習内容の項目に「健康危機管理」を設け，災害，感染症，虐待等のなかから必ずなんらかの経験ができる
よう実習指導者と事前打ち合わせを行い実習プログラムに盛り込む．4週間の実習（政令市）で複数の内容が経
験できている（たとえば，感染症研修，結核の検討会，災害に備える会議や児童虐待事例に関する会議等への
参加，保健師へのインタビュー，個別面接や接触者検診，COVID-19対応の見学，PPE装着体験など）（1）

・実習内容として健康危機管理を明確にし，本庁と保健所の月1回の無線通信連絡確認に参加，その前後に健康
危機管理の話しを聞いたり，難病等の避難行動要支援者への対応の話と関係者会議への参加等（1）　等

健康危機発生時における活動の見
学や体験（5）

・実習期間中に災害が発生した際には，対策室やミーティングの見学，保健師が行っている対応について説明し
てもらった（1）
・COVID-19支援に入った教員に学生をつけ，教員の指導の下，健康観察等を体験させる．市町村では，発災時
に保健師の巡回健康相談に同行させてもらう（1）
・COVID-19対策において，保健所や市町村における活動体制の変化や多忙な実務等ありのままをみせて伝えて
もらうようにし，具体的な保健師の役割を学生が考えられるようにしている（1）
・ワクチン集団接種事業への参加（1）　等

教材の工夫（2） ・保健所が独自に作成した演習教材を使ったワークを行っている所がある．学校としては継続して実施を依頼． 

自然災害の対応を経験した保健師が講義をしてくれることとなった．この機会を逃さないように教材作成の依
頼をして動画を撮ることの交渉をしている（1）　等

事例検討（1） ・保健所実習において，健康危機管理に該当する事例の紹介を依頼し，実習中の事例検討を必須とする．また当
該事例について，学内演習とリンクして理解を深める

マニュアル等の閲覧（2） ・健康危機管理マニュアル，防災計画やハザードマップをみせてもらう（2）

カリキュラムの工夫（1） ・実習後に健康危機管理に特化した科目をおき，実習体験を振り返りながら学びを定着させる（1）

（　）内は内数

表6　保健所または市町村実習において健康危機管理の観点から課題であること� （N＝31）

内容・方法 具体的内容

体験が困難（8） ・保健所の機能や役割は講義が中心になりがちで，現地実習で経験や体験しながら学ばせることがむずかしい（4）
・健康危機管理の場面に遭遇することはほぼないので，経験談を聞くことになるが，話してもらう時間がなかっ
たり，経験していないことは話を聞けないため，実習場の枠を超えて，学びを共有する必要がある（1）
・実習自治体（政令市）によっては健康危機管理に関する実習プログラムが経験できない，きわめて限られること
があった（1）
・平常時であると備えについて教えていただくこととなり，それほど長くない実習期間では重点をおきにくくな
る（1）　等

経験を話せる保健師がいない／健
康危機管理活動まで手が回ってい
ない（4）

・リアリティのある体験談をお話していただける保健師がいない場合もある（1）
・市町村実習では，健康危機管理の内容が少ないため強化していきたい（1）
・通常の業務重視であり，健康危機管理への余力が乏しい（1）　等

多忙なため話を依頼しても引き受
けてもらえない／依頼しにくい（3）

・COVID-19発生前より，多忙であることを理由に講話を依頼しても承諾いただけない場合がある（1）
・公衆衛生看護管理の一部として講話を依頼しているため，時間をとってもらいにくい（1）

内容が理解しにくい（5） ・話だけでは理解がむずかしい．必ずしも保健師に話をしてもらえるとは限らず，保健所の役割はわかっても保
健師の役割はわかりにくい．あらゆる健康危機種別を実習で学ぶことは実習期間や実習プログラムの関係でむ
ずかしい．特に児童虐待における児童相談所の役割やそこの保健師の役割や，DV対応の方法や保健師の役割
は児童相談所の実習がないことやDV対応の保健師の経験値が少ないため（1）
・保健師からは普段あまりやっていることがないといわれたり，健康危機管理における保健師の業務内容，役割
が学生にはわかりにくい（1）　等

保健所や市町村による経験の差の
影響（6）

・いろいろな場面や事例から，健康危機管理の学習ができるのだが，実習地や実習指導者によりバラつきがある（2）
・保健所によって市町村との連携が十分とはいえない場合がある（1）
・自然災害の平時対応に自治体差がある．同じ内容の実習計画をお願いしにくい（1）　等

その他（5） ・現場における保健師学生の受け入れ態勢や資質はさまざまで，指導者研修が必要（1）
・児童虐待，感染症等に関する記録や報告書はプライバシーの観点からみせてもらえない（1）
・保健師の話を聞いて想像して考えていかざるを得ない，よい教材があるとよい（1）　等

（　）内は内数
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事故により，福島県から本学部のある栃木県下野市近辺
に避難し，その後移住した方々の協力を得て体験談を聞
かせていただいている．演習前の講義（1コマ）では放
射線災害の関係法規や放射線に関する基礎知識，放射線
災害の被災地の保健活動事例や災害各期の保健活動につ
いて学習する．演習前の事前課題としては，放射線災害
による県外避難について調べ学習を課している．学生は
被災者から直接体験談を聞き，その後の質疑応答や意見
交換をとおして，放射線災害による被災者の長期かつ広
域の避難生活で生じる不安やストレス軽減のための支援
の重要性，避難生活におけるセルフケアを促進する必要
性，被災者に寄り沿い言葉に耳を傾け，災害を自分事と
して考える必要性，看護職として災害対策に生かしてい
く必要性等の多くの学びを得ている．

4．今後の保健師教育に向けた健康危機管理の教育方法
の課題
学生は健康危機発生時の保健活動を直接体験できない
ため，演習でいかに健康危機発生時の状況や，そのとき
の保健活動をイメージできるか，という事が重要と考え
ている．演習に活用可能な教材に関する最新情報の把握
や，地域の健康危機発生時に教員が支援活動に携わる経
験をとおして得た情報を，今後の看護教育に反映し充実
させていく必要がある．

島田　裕子（自治医科大学看護学部）

表7　指定規則の改正に伴い健康危機管理の教育内容や教育方法について見直した点（予定も含む）� （N＝31）

見直した点 具体的内容

内容の見直し（21） ・演習を取り入れる（感染症の集団発生および災害の演習，ロールプレイやシミュレーション等）（7）
・演習内容・方法の見直し・強化（個別の虐待継続事例の演習，感染症パンデミック対応の演習などを加える等）（3）
・シラバス（教育内容）の構成・過不足の点検・見直し（5）
・「公衆衛生看護管理」としての科目立て（2）
・その他（事例学習を取り入れる，市町村実習における健康危機管理の内容の見直し，環境保健科目に取り入れる，等）（4）

単位数や時間数の増（6） ・災害支援に対する授業時間増（1）
・演習の時間数増（1）
・公衆衛生看護学方法論に関する科目を増やし，1科目を健康危機管理の講義と学内演習を行うよう見直した．また，以
前は災害に限られていたが，感染症，虐待などへもテーマを広げ，特に感染症対応は強化予定（1）　等

災害看護学との連携（3） ・災害看護に関する科目に公衆衛生看護学担当の教員も連携して担当（1）
・看護師教育における災害看護教育との連携を図る（1）　等

その他（2） ・行政の危機管理部門担当者を外部講師として依頼，大学のBCPを学生なりに考えてみる演習を検討中（1）　等

（　）内は内数

表8　授業科目「地域健康危機管理論」の概要

回　　数 学習課題 方　　法

第1回 地域の健康危機管理とは（概論） 講義

第2回 感染症健康危機管理における行政看護職の役割と活動方法 講義

第3～6回 感染症集団発生時における行政看護職の活動方法 演習
①積極的疫学調査（ロールプレイ，GW）
②ノロウイルス集団発生事例を用いたケースメソッド式GW

第7・8回 自然災害健康危機管理における行政看護職の役割と活動方法 講義

第9・10回 自然災害発生時における行政看護職の活動方法 演習：避難所運営シミュレーションおよびGW

第11・12回 児童虐待とDVの予防対策と発生時対応に関わる行政看護職の役
割と活動方法

講義

第13回 放射線災害に関わる行政看護職の役割と活動方法 講義

第14回 放射線災害に関わる行政看護職の活動方法 演習：放射線災害の被災者の体験談および質疑応答・意見交換

第15回 試験

全15回・1コマ90分，GW：グループワーク

 日本地域看護学会誌　Vol.25 No.2, 2022 53



Ⅲ．報告3：健康危機管理教育に関する提案；
COVID-19対策における保健所支援の経験から

1．COVID-19対策支援の経験
まず，筆者が経験したCOVID-19対策支援の経験に
ついて紹介する．2021年3月から仙台市の保健所で
IHEAT1）として活動している．宮城県では，昨年，東日
本大震災10年を迎え，3月11日前後に報道関係者等多
くの人が宮城県を訪れた．それらの影響を受け，3月17

日に感染者が初めて100人を超え，厚生労働省から
IHEATを立ち上げるという連絡が入った．その日のう
ちに，厚生労働省，宮城県，仙台市との打ち合わせが行
われ，IHEATに登録していた筆者もその場に参加した．
翌日には，仙台市の保健所に大学教員が集まり，支援す
る地域についての案内や支援内容に関する資料を作成し
た 2）．
仙台市で活動した IHEATの特徴として，支援者の
リーダー業務も担ったことが挙げられる．IHEATのシ
フト管理，他大学・仙台市との連絡調整や業務調整，各
種業務マニュアルの更新，申し送りや日報によるリー
ダー間の連絡なども行った．また，毎日の支援室のリー
ダー業務として，保健所職員と業務確認し，IHEATメ
ンバーや他県からの派遣者へのオリエンテーションや情
報共有を行った．具体的な支援内容としては，積極的疫
学調査，毎日の健康観察，そのほかに濃厚接触者への連
絡業務，PCR検査陰性結果の連絡，ホテル療養の連絡，
データ管理に関する支援など多岐にわたる支援を行っ
た．
また，厚生労働省新型コロナウイルス感染症対策推進
本部事務局参与という立場で，支援業務に同行した．こ
れらの経験を踏まえて，保健所支援におけるマネジメン
トの実際について次の4点について考えた 3）．
まず「組織的な緊急事態時の体制づくり」である．多
くの専門職や看護職は，なにか役に立ちたいと思ってい
る人は多く，組織的な支援体制がつくられることで，支
援を受ける側も支援者も活動しやすくなる．これらの経
験を経て，多くの都道府県や政令市において，他部局か
らの応援体制，派遣会社の発掘，県内 IHEATの支援準
備等，平常時からの危機管理体制が構築される機会と
なった．
現場でのマネジメントとして「支援者の受け入れの準
備と体制づくり（効果的な情報共有のための工夫）」「多
様な支援者へのマネジメント」が重要であった．業務が

逼迫しているなかで，支援者の役割を明確にし，具体的
になにをしたらよいかがわかるように準備し，また，
日々，体制や業務内容が変化するため，支援者間でその
情報を共有するための工夫が必要となる．
最後に，混沌としたなかでの支援なので，そこでなに
が起こっていたかをまとめ，今後に生かせるように「支
援をとおして得たことを確認し，共有し，今後の活動に
生かす」ことが重要である．

2．健康危機管理教育への提言
健康危機管理に求められる知識・技術は多く，保健師
の基礎教育においても多くの知識が求められる．簡単に
まとめると，まず，自然災害，感染症，人為的災害につ
いて等，災害についての基本的な知識がある．次に，健
康危機管理に関する法・制度があるが，大規模な災害発
生後に改訂されることが多く，常に，アンテナを高くし
て確認する必要がある．各種計画については，国の計画
のみならず，県や市町村の計画に目をとおす必要がある．
支援団体については，災害時に協働するために，どのよ
うな資源があるか，把握しておく必要がある．災害支援
に関する理論については，災害看護学等で学ぶことが多
く，復習をかねて確認しておく．しかし，これらの必要
な知識を身につけることに主眼をおくと，一方的な講義
中心の授業となりがちとなり，教員は新しい情報を常に
調べ確認し，学生にわかりやすく説明することにエネル
ギーを注ぐという授業になってしまう．
以上のことを踏まえて，保健師養成教育において強化
が必要なこととして5項目について考えた．
それは「刻々と変化する最新の知識，最新の国・県・
市町村の方針，感染者情報等から今後の予測をし，新た
な情報を入手し，理解し，対応する自己学習力」「病状
の判断，本人・家族支援など，身体的・生活を支えるた
めの基本的な看護力」「あらゆる年代，あらゆる場所（勤
務先，学校，高齢者施設等）での感染者へ対応力」「支援
と受援，およびマネジメント力」「感染予防対策のため
の対応（通常事業の工夫）や災害に備えた健康教育など
の平常時活動」である．
この5項目を基に，健康危機管理教育に関する提案と

してCOVID-19対策を例に考えた．目標は，「自己学習
力を高める」「健康危機管理対策の実施力を高める」「受
援・支援について考察する」「発生予防・減災への対応に
ついて考察する」の4つとし，具体的な教育例を挙げた．
「自己学習力を高める」では，COVID-19対策におい
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て必要となる基礎的な知識について調べ，理解し，整理
できた内容を発表し合う．教員が一方的に講義するので
はなく，自分で調べ，理解することによって，自己学習
力を高めることを目指す．どんな知識が必要なのか，ま
た復習も含めて，項目を提示したが，必要な項目から考
えてみるという学習も必要である．
「健康危機管理対策の実施力を高める」という目標に
ついては，積極的疫学調査を例にロールプレイを行うこ
ととし，まずは，「①積極的疫学調査について理解する
（事前学習）」として項目を挙げた．これも，自己学習力
を高めることの1つであり，前述のように，必要な項目
から考えてみるという学習も可能である．そして，事例
（男性35歳，飲食店店長，他従業員3人，妻，息子4歳
の3人家族等）を準備し，事前学習の知識を使って，積
極的疫学調査を例にロールプレイを行う．さらに，「②
必要な情報を把握し二次感染を予防するための対応を検
討する」「③患者・家族，関係者等の不安への対応と必
要な支援について考察する」．具体的には，発生届受理
から本人への聞き取りについてのロールプレイ，従業員，
家族，その他濃厚接触者への連絡内容についてグループ
ワーク，さらに妻，子どもも陽性であることが判明し，
その対応についてグループワークなどが可能である．子
どもが陽性という結果を示すことにより，幼稚園での施
設調査の学習にもなる．
次に，「支援・受援のマネジメント」について考える
演習も挙げてみた．蔓延状況の事例は，「1日約100人
の感染者となり，外部からの支援者が毎日10人程度来
てもらうことになった」を想定し，「積極的疫学調査，
健康調査の支援を受けるためになにを準備するか」「支
援者として，または受援者として，日々の業務としてど
のように支援をしてもらうか」について，グループワー
クやディスカッションを行い，支援・受援について理解
を深め，考察したことをレポートにまとめてもらう．
さらに，「発生予防・減災の対応について考察する」
という目的で，日常業務において，どのような活動が必
要かを考えてみるという演習も考えた．事例として，「新
型コロナウイルス感染症蔓延地域における3歳児健診に
ついて，実施方法，健診の内容について検討する」とし，
発生予防・減災について理解を深め，発生予防・減災対
策の教育活動について考える．グループワークにより具
体的な案を検討し，発表・ディスカッションを行い，発
生予防・減災への対応について考察したことをレポート
にまとめるとした．まだ，粗削りな提案であり，今後さ

らに実効性のある教育に精選させていきたい．

安齋　由貴子（宮城大学看護学群）

Ⅳ．グループワークおよびまとめ

3グループに分かれ，本委員会委員が進行を務め，健
康危機管理に関する教育実践例の情報交換およびこれか
らの保健師教育における健康危機管理教育について意見
交換を行った．
教育実践例については，“「わが事」として意識できる
ような演習が大切”“地域のマネジメント演習として災
害関連の地域アセスメントを実施，実際の災害対応に生
かされたとの卒業生の反応を得ている”“公開されてい
る児童虐待による死亡事例の検証報告を教材に，保健師
としてできること，併せて関わった保健師の気持ち等も
考えさせている”“教員のCOVID-19支援経験を在住外
国人等の脆弱な集団に対するリスクコミュニケーション
を考える学習に生かしている”等の教育実践例が紹介さ
れた．これらを受けて，参加者からは“講義のみの現状
であるが今後は演習も取り入れていきたい”“積極的疫
学調査は教員に経験がないとイメージできない”“教材
（事例）のつくり方やケースメソッドについて知りた
い”“たとえば「健康危機管理」といった科目だけではな
く，健康危機に見舞われた個人・家族への支援について
は他の科目のなかに組み入れて学習させることもでき
る”等の意見があった．また，現場の保健師からは研修
も実施しているが，日ごろから住民の命や健康を守る意
識を大切に取り組んでいるとの話があった．
これからの保健師教育における健康危機管理教育につ
いては，“教員間で教材をストックして共有するとよ
い”“市町村におけるCOVID-19予防のための啓発活動
等今後の教育に生かすことのできる実践の整理と活用が
必要” “健康危機発生時には新任保健師にも即戦力が求
められる．学生のうちから多重課題を経験させ，いかに
忍耐力のある保健師を育成するかが重要”“自然災害よ
りも感染症については平時からの備えとしての地域づく
りの考え方がむずかしい”“感染症の平時からの備えと
して市町村や関係機関とのネットワークづくりが大切．
医療機関の感染管理認定看護師と保健師とのネットワー
クづくりや看護職のネットワーク会議の立ち上げ等の例
から地域の体制づくりを考えていくことができる”など
の意見があった．
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活発な情報交換および意見交換がなされ，健康危機管
理に関する教材を含めた教育方法に関するニーズが高い
ことを実感した．災害支援のあり方検討委員会では，こ
れらのニーズに対応できるような活動に取り組んでいき
たいと考えている．

【文献】
 1） 厚生労働省：IHEATについて．https://www.mhlw.go.jp/

stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/kenkou/

nettyuu/index_00015.html（2022年6月27日）.

 2） 安齋由貴子・佐藤泰啓・桂　晶子他：COVID-19への対応
について宮城大学が行った保健所支援活動の実際 .宮城大
学研究ジャーナル，1（2）：81─88，2021.

 3） 小林浩子・安齋由貴子：新型コロナ対策における地元大学
教員の保健所支援（第2回）新型コロナウイルス感染症の
急拡大に伴う保健所への支援者受け入れにおけるマネジメ
ントの実際 .地域保健，52（5）：66─69，2021.

2019〜2022年度日本地域看護学会災害支援のあり方検討委員会
委 員 長：春山　早苗（自治医科大学看護学部）
副委員長：安齋由貴子（宮城大学看護学群）
委　　員：石田　千絵（日本赤十字看護大学看護学部）
　　　　　岩村　龍子（和歌山県立医科大学保健看護学部）
　　　　　奥田　博子（ 国立保健医療科学院健康危機管理研究部）
　　　　　小寺さやか（神戸大学大学院保健学研究科）
　　　　　島田　裕子（自治医科大学看護学部）
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一般社団法人日本地域看護学会　2021年度事業報告書

Ⅰ．会員数
１. ブロック別会員数

2022年5月31日現在
ブロック 都道府県 会員数

北海道・東北 北海道，青森，秋田，宮城，山形，福島，岩手 122

関東 群馬，茨城，栃木，千葉，埼玉，神奈川 320

東京都 東京都 154

甲信越・中部 静岡，愛知，岐阜，三重，福井，富山，石川，長野，山梨，新潟 289

関西 滋賀，大阪，京都，奈良，兵庫，和歌山 247

中国・四国 岡山，広島，島根，鳥取，山口，高知，香川，徳島，愛媛 143

九州・沖縄 福岡，佐賀，長崎，熊本，大分，鹿児島，宮崎，沖縄 120

海外 フランス 1

会員数合計 1,396

２. 経年会員数推移
総会報告時

年度 会員数 対前年度比 年度 会員数 対前年度比
1998   420 ─ 2011 1,286  94%

1999   569 135% 2012 1,298 100%

2000   695 122% 2013 1,312 101%

2001   794 114% 2014 1,339 102%

2002   918 115% 2015 1,417 105%

2003   935 101% 2016 1,404  99%

2004   976 104% 2017 1,441 102%

2005 1,068 109% 2018 1,438  99%

2006 1,128 105% 2019 1,424  99%

2007 1,172 103% 2020 1,413  99%

2008 1,241 105% 2021 1,405  99%

2009 1,265 101% 2022 1,396  99%

2010 1,360 107%

Ⅱ．事業報告
１. 理事会を4回，新役員候補者による懇談会を1回開催した．

会議名 開催日・方法 主な議題
2021年度
第1回理事会

2021年5月1日
Zoomによるオンライン会議

2020年度事業報告，決算・監査報告，2021年度事業計画，予算，2021年度社
員総会開催方法等

新役員懇談会 2021年5月1日
Zoomによるオンライン会議

新理事長，新副理事長，推薦理事，総務当理事，会計担当理事，各委員会委員長
の検討等

2021年度
第2回理事会

2021年7月24日
Zoomによるオンライン会議

2021年度理事会事業計画，委員会事業計画，新規ワーキンググループ，メール
審議内規（案）の検討等

2021年度
第3回理事会

2021年10月31日
Zoomによるオンライン会議

第26回学術集会の開催方法，日本地域看護学会臨時理事会における審議内規
（案），学会誌投稿規程改定（案）についての検討

2021年度
第4回理事会

2022年2月6日
Zoomによるオンライン会議

第25回学術集会理事会セミナー，2022年度社員総会，2021年度事業報告，中
間決算報告，2022，2023年度事業計画，予算，2021年度表彰論文選出等

※その他，監査および委員会における会議（詳細は各委員会の報告書を参照）を適宜開催した．
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２. メール審議を2回実施した．

会議名 審議結果
報告日 議　題 結　果

第1回
メール審議

2021年
8月20日

次世代研究推進活動チームの活動計画について 理事15名中賛成15名，監事2名異議なし
全員一致で承認

第2回
メール審議

2022年
1月13日

国際交流推進委員会の小西かおる委員長より，第7回
WANS学術集会の招待講演への候補者について

理事15名中賛成15名，監事2名異議なし
全員一致で承認

３. 社員総会を1回開催した．

会議名 開催日・方法 主な議題
2021年度
社員総会

2021年6月27日
書面開催ののち，Zoomによるオンライ
ン会議にて意見交換会を実施

2020年度事業報告，決算・監査報告，2021年度事業計画，
予算，役員の選任，名誉会員の承認等

４. 会員報告会の開催を第24回学術集会会期中に予定していたが，第24巻第2号掲載の「学会だより」にて書面により報告した．
５.  第24回学術集会について，2021年8月27日～9月26日：オンデマンド配信，2021年9月11～12日：ライブ配信にて開催した．
参加者は659人（前期登録：会員253人／非会員146人，後期登録：会員81人／非会員152人，学生：27人）であり，一般演題
79題，ワークショップ9題の登録があった．会期中のHPへのアクセス数は98,825件であり，そのうちライブ配信時のアクセ
ス数は，9月11日15,922件，9月12日10,001件であった．動画再生数は，オンデマンド配信4,600回，ライブ配信656回であっ
た．
テーマ：共生社会における新たな地域看護の挑戦
学術集会長：岸　恵美子（東邦大学大学院看護学研究科）

６.  理事会企画セミナーを，第24回学術集会にてオンデマンド配信により実施した．
テーマ： 「Society5.0」の社会における人びとのライフスタイルの展望と新たな課題
    ─ポスト・ウイズコロナ社会への転換を視野に入れて─
講　師：乙部　由子氏（元名古屋工業大学特任准教授／特定非営利活動法人ウイメンズボイス理事）

７.  日本地域看護学会誌第24巻第1号（2021年4月20日発行），第2号（2021年8月20日発行），第3号（2021年12月20日）を電子
体で発行した．

８. 地域看護学に関する研究活動を推進し，委員会セミナーをオンライン開催にて実施した．
ライブ配信：2022年3月5日
オンデマンド配信：2022年3月6～21日
タイトル：地域看護に活かせるGISを用いた研究の理論と実際
     ─脆弱地域を今すぐ可視化！　地域の強み弱みを実践に活かす─
テーマ・講師：①GISを用いた研究の理論
        堀池　　諒氏（高知県健康政策部須崎福祉保健所主査／保健師）
       ②GISを用いた地域看護研究の実例
        中井　寿雄氏（金沢医科大学看護学部准教授）
参加者：122名（会員：105名，大学院生：5名，非会員：12名）

９. 広報活動の一環として，地域包括支援センター等への広報・調査を実施した．
10. 地域看護学に関する教育のあり方について検討した．

 『看護展望』2021年5月号特集「地域看護学の卒業時到達目標と内容・方法から考える『地域・在宅看護論』の新たな授業づく
り」に，検討した地域看護学の教育内容・方法について寄稿した．

11. 地域看護学に関する国際的な交流を行い，News Letter No.21を発行した．
12. 日本地域看護学会表彰制度を運営し，規程に基づき表彰論文の決定と名誉会員候補者の検討を行った．
１） 優秀論文（1編）
タイトル：認知症高齢者の生活支援に向けた地域包括支援センター保健師のコーディネーション尺度の開発（原著）
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著　　者：岡野明美・上野昌江・大川聡子
巻　　号：第23巻第1号

２） 奨励論文（2編）
タイトル： 市町村保健師の職業的アイデンティティの形成プロセスと影響要因；複線径路等至性モデリング（TEM）による4類

型からみた特徴（原著）
著　　者：小路浩子
巻　　号：第23巻第2号
タイトル：アクションリサーチによる地区組織基盤の世代間交流プログラムの開発と評価（研究報告）
著　　者：有本　梓・伊藤絵梨子・白谷佳恵・田髙悦子
巻　　号：第23巻第2号

３） 名誉会員候補者：早川和生氏
2004年度学術集会長であり，理事を2期6年間務められた．

13. 災害に対する支援のあり方を検討した．
14.  看護系学会・公衆衛生関連学協会との連携を進め，活動に参画した．

 「第3回（3期）全国公衆衛生関連学協会連絡協議会 学術集会」で，本学会から災害支援のあり方検討委員会の春山早苗委員長
が，「新型コロナウイルス感染症対策において日本地域看護学会が果たす役割　─学会員による保健所等支援の取組みから─」
の演題発表を行った．

15.  新型コロナウイルス関連情報特設サイトを，定期的に更新し，継続して情報発信に努めた．
16.  活動推進エンジンチームならびに次世代研究活動推進チームを立ち上げ，魅力ある学会づくりや本学会の特徴の明確化と共有，
潜在している会員のニーズの発掘と学会活動への連動，学術団体としての役割等，本学会が強化すべき課題に対応することを目
的とし，1年間の期限で活動した．2021年度は，報告書の原案を作成し，2022年度中に会員に周知するとともに，次年度以降
の活動の方向性を示した．
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一般社団法人日本地域看護学会　2022年度事業計画書

1 . 理事会を4回以上および監査会議を1回以上開催する．
2 . 社員総会を1回開催する．
3 . 会員報告会を1回開催する．
4 . 第25回学術集会を開催する．
5 . 第25回学術集会時に理事会セミナーを実施する．
6 . 日本地域看護学会誌第25巻第1号，第2号，第3号を電子体で発行する．
7. 地域看護学に関する研究活動を推進する．
8 . 地域看護学に関する広報活動を強化する．
9 . 地域看護学に関する教育のあり方について検討する．
10. 地域看護学に関する国際的な交流を行い，News Letterを年1回発行する．
11. 日本地域看護学会表彰制度を運営する．
12. 災害に対する支援のあり方を検討する．
13. 地域看護学における実践活動の促進について検討する．
14. 地域看護学における次世代育成の推進について検討する．
15. 看護系学会・公衆衛生関連学協会との連携を進め，活動に参画する．
16. 代議員・役員選挙を行う．
17. その他必要な事業を行う．

一般社団法人日本地域看護学会　2023年度事業計画書

1 . 理事会を4回以上および監査会議を1回以上開催する．
2 . 社員総会を1回開催する．
3 . 会員報告会を1回開催する．
4 . 第26回学術集会を開催する．
5 . 第26回学術集会時に理事会セミナーを実施する．
6 . 日本地域看護学会誌第26巻第1号，第2号，第3号を電子体で発行する．
7 . 地域看護学に関する研究活動を推進する．
8 . 地域看護学に関する広報活動を強化する．
9 . 地域看護学に関する教育のあり方について検討する．
10. 地域看護学に関する国際的な交流を行い，News Letterを年1回発行する．
11. 日本地域看護学会表彰制度を運営する．
12. 災害に対する支援のあり方を検討する．
13. 地域看護学における実践活動の促進について検討する．
14. 地域看護学における次世代育成の推進について検討する．
15. 看護系学会・公衆衛生関連学協会との連携を進め，活動に参画する．
16. その他必要な事業を行う．
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一般社団法人日本地域看護学会　2021年度貸借対照表
2022年3月31日現在

（単位：円）
科　　　目 当　年　度 前　年　度 増　　　減

Ⅰ．資産の部
流動資産
現金預金 30,465,760 7,952,851 22,512,909
普通預金（事務センター） 24,144,541 4,133,960 20,010,581
郵便振替（年会費等） 3,044,602 1,109,670 1,934,932
普通預金（研究セミナー） 0 237,099 △237,099
普通預金（第24回学術集会運転資金） 0 1,769,564 △1,769,564
普通預金（第25回学術集会運転資金） 2,138,163 0 2,138,163
普通預金（第25回学術集会参加費） 435,890 0 435,890
普通預金（将来事業準備資金） 702,564 702,558 6
未収金 0 14,233,544 △14,233,544
前払金（第24回学術集会運転資金） 0 30,440 △30,440
前払金（第25回学術集会運転資金） 1,294,518 1,239,680 54,838
流動資産合計 31,760,278 23,456,515 8,303,763
資産合計 31,760,278 23,456,515 8,303,763
Ⅱ．負債の部
流動負債
未払金 0 68,400 △68,400
前受金（年会費等） 3,044,602 1,109,670 1,934,932
前受金（第24回学術集会運転資金） 0 800,004 △800,004
前受金（第25回学術集会運転資金） 1,625,891 0 1,625,891

流動負債合計 4,670,493 1,978,074 2,692,419
負債合計 4,670,493 1,978,074 2,692,419
Ⅲ．正味財産の部
一般正味財産 27,089,785 21,478,441 5,611,344
正味財産合計 27,089,785 21,478,441 5,611,344
負債及び正味財産合計 31,760,278 23,456,515 8,303,763
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一般社団法人日本地域看護学会　2021年度収支計算書
自　2021年4月  1日 
至　2022年3月31日 

Ⅰ．一般会計
１．収　入 （単位：円）

項　目 2021年度
予　算

2021年度
決 算

差　異
（収入減　△） 備　考

1 年会費 13,800,000 13,950,000 150,000 10,000円×1,395件
2021年度分：1,345／ 1,436人（入金率93.7％）
過年度分：50件

2 入会金 500,000 500,000 0 5,000円×100人
3 寄付金 0 0 0
4 第24回学術集会 8,000,000 8,428,511 428,511 勇美記念財団からの助成金800,000円を含む
5 委員会セミナー参加費 300,000 263,000 △ 37,000 研究活動推進委員会セミナー参加費
6 投稿料 200,000 130,000 △ 70,000 5,000円×26件
7 将来事業準備資金取崩 0 0 0
8 雑収入 10,100 14,447 4,347
（1）　利息 100 157 57
（2）　著作権使用料 10,000 11,220 1,220 医学中央雑誌刊行会より
（3）　その他 0 3,070 3,070 雑誌売上：2,870円，抄録コピーサービス代：200円

（A）当期収入合計 22,810,100 23,285,958 475,858
前期繰越金 20,775,883 20,775,883 0

（B）　　　合　計 43,585,983 44,061,841 475,858

２．支　出 （単位：円）

項　目 2021年度
予　算

2021年度
決 算

差　異
（支出増　△） 備　考

事業費支出
1 第24回学術集会 9,000,000 9,063,285 △ 63,285
2 理事会セミナー 50,000 48,894 1,106 講師謝金：22,274円，開催サポート費：26,620円
3 会員報告会 50,000 60,500 △ 10,500 開催サポート費
4 研究論文表彰費 150,000 139,995 10,005 論文賞副賞：110,000円，賞状等：29,995円
5 学会誌 4,050,000 3,167,450 882,550
（1）　製作費 3,900,000 3,088,250 811,750 第24巻第1号，第2号，第3号
（2）　J-STAGE搭載作業費 150,000 79,200 70,800 掲載論文18編

6 委員会活動費 2,800,000 1,230,596 1,569,404
（1）　編集委員会 1,000,000 400,953 599,047 委員会（3回），拡大編集委員会（1回）開催等
（2）　研究活動推進委員会 500,000 509,735 △ 9,735 委員会開催（3回），委員会セミナー開催費
（3）　広報委員会 300,000 154,008 145,992 委員会開催（3回），委員会調査実施費用
（4）　教育委員会 500,000 0 500,000 委員会開催（5回）
（5）　国際交流推進委員会 200,000 165,900 34,100 委員会開催（1回），NL No.21作成費・執筆料
（6）　表彰論文選考委員会 100,000 0 100,000 委員会開催（1回）
（7）　災害支援のあり方検討委員会 200,000 0 200,000 委員会開催（2回），ワークショップ開催費

7 選挙運営費 0 0 0
8 諸会費 100,000 100,000 0
（1）　日本看護系学会協議会 80,000 80,000 0 2021年度会費
（2）　全国公衆衛生関連学協会連絡協議会 20,000 20,000 0 2021年度会費

9 雑費 50,000 42,372 7,628 会員報告会用Zoom背景作成費：11,000円，次世代研
究WG活動費：31,372円

事業費小計 16,250,000 13,853,092 2,396,908
管理費支出

1 会議費 250,000 77,110 172,890
（1）　理事会 200,000 66,110 133,890 理事会（4回），監査（2回），Web会議費用を含む
（2）　社員総会 50,000 11,000 39,000 社員総会（1回）

2 交通・宿泊費 400,000 0 400,000
3 印刷費 400,000 266,581 133,419 会議資料・封筒・年会費請求書等印刷費
4 発送費 400,000 269,339 130,661 年会費請求書・入会通知等発送費
5 ホームページ管理費 400,000 396,000 4,000
6 業務委託費 2,900,000 2,651,880 248,120
7 租税公課 70,000 70,000 0 法人税
8 雑費 120,000 90,618 29,382
（1）　振込手数料 40,000 33,110 6,890 振込手数料：6,490円，

振替通知書発行手数料：26,620円
（2）　その他 80,000 57,508 22,492 登記変更費等，弔電代

管理費小計 4,940,000 3,821,528 1,118,472
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資産積立支出
1 将来事業準備資金積立金 0 0 0

資産積立支出小計 0 0 0
（C）　当期支出合計 21,190,000 17,674,620 3,515,380

（A-C）　当期収支差額 1,620,100 5,611,338 △ 3,991,238
（B-C）　　次期繰越金 22,395,983 26,387,221 △ 3,991,238

Ⅱ．積立金
将来事業準備資金 （単位：円）

収　入 支　出 備　考
前期繰越金 702,558 取崩 0
繰入 0 次期繰越金 702,564
受取利息 6

収入合計 702,564 支出合計 702,564

一般社団法人日本地域看護学会　2021年度財産目録

2022年3月31日現在
（単位：円）

貸借対照表科目 場所・物量等 使用目的等 金　額
（流動資産）

普通預金（事務センター） 三菱UFJ銀行 一般会計／学会運転資金 24,144,541
郵便振替（年会費等） ゆうちょ銀行 一般会計／翌事業年度計上年会費等 3,044,602
普通預金（第25回学術集会運転資金） ゆうちょ銀行 一般会計／第25回学術集会運転資金 2,138,163
普通預金（第25回学術集会参加費） ゆうちょ銀行 一般会計／第25回学術集会参加費 435,890
普通預金（将来事業準備資金） 三菱UFJ銀行 積立金／将来事業準備資金 702,564
前払金（第25回学術集会運転資金） 三菱UFJ銀行 一般会計／第25回学術集会会場費等 1,294,518

流動資産合計 31,760,278
資産合計 31,760,278

（流動負債）
前受金（年会費等） ゆうちょ銀行 一般会計／翌事業年度計上年会費等 3,044,602
前受金（第25回学術集会運転資金） 三菱UFJ銀行 一般会計／第25回学術集会運転資金 1,190,001
前受金（第25回学術集会運転資金） ゆうちょ銀行 一般会計／第25回学術集会運転資金 435,890

流動負債合計 4,670,493
負債合計 4,670,493
正味財産 27,089,785
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一般社団法人日本地域看護学会　2022年度収支予算書
自　2022年4月  1日 
至　2023年3月31日 

Ⅰ．一般会計
１．収　入 （単位：円）

項　目 2022年度
予　算

2021年度
予　算

2021年度
決　算 備　考

1 年会費 13,800,000 13,800,000 13,950,000 10,000円×1,380／ 1,470人（入金率94％程度）
2 入会金 500,000 500,000 500,000 5,000円×100人
3 寄付金 0 0 0
4 第25回学術集会 10,730,000 8,000,000 8,428,511
5 委員会セミナー参加費 500,000 300,000 263,000 研究活動推進委員会セミナー参加費
6 投稿料 200,000 200,000 130,000 5,000円×40件
7 将来事業準備資金取崩 0 0 0
8 雑収入 10,100 10,100 14,447
（1）　利息 100 100 157
（2）　著作権使用料 10,000 10,000 11,220 医学中央雑誌刊行会
（3）　その他 0 0 3,070

（A）　当期収入合計 25,740,100 22,810,100 23,285,958
前期繰越金 26,387,221 20,775,883 20,775,883

（B）　　　　合　計 52,127,321 43,585,983 44,061,841

２．支　出 （単位：円）

項　目 2022年度
予　算

2021年度
予　算

2021年度
決　算 備　考

事業費支出
1 第25回学術集会 11,730,000 9,000,000 9,063,285
2 理事会セミナー 50,000 50,000 48,894
3 会員報告会 50,000 50,000 60,500
4 研究論文表彰費 150,000 150,000 139,995 論文賞副賞：110,000円，その他：40,000円
5 学会誌 4,050,000 4,050,000 3,167,450 第25巻第1号，第2号，第3号
（1）　製作費 3,900,000 3,900,000 3,088,250
（2）　J-STAGE搭載作業費 150,000 150,000 79,200

6 委員会活動費 2,770,000 2,800,000 1,230,596
（1）　編集委員会 1,000,000 1,000,000 400,953 拡大編集委員会開催費（1回）を含む
（2）　研究活動推進委員会 670,000 500,000 509,735 セミナー開催費（1回）を含む
（3）　広報委員会 200,000 300,000 154,008
（4）　教育委員会 200,000 500,000 0
（5）　国際交流推進委員会 200,000 200,000 165,900 NL No.22作成費を含む
（6）　表彰論文選考委員会 100,000 100,000 0
（7）　災害支援のあり方検討委員会 200,000 200,000 0
（8）　実践促進委員会 100,000 0 0
（9）　次世代育成推進委員会 100,000 0 0

7 選挙運営費 650,000 0 0
（1）　選挙管理等受付管理費 220,000 0 0
（2）　代議員選挙運営費 350,000 0 0
（3）　役員選挙運営費 50,000 0 0
（4）　選挙管理委員会会議費 30,000 0 0

8 諸会費 100,000 100,000 100,000
（1）　日本看護系学会協議会 80,000 80,000 80,000
（2）　全国公衆衛生関連学協会連絡協議会 20,000 20,000 20,000

9 雑費 1,350,000 50,000 42,372 動画配信プラットフォーム構築費を含む
事業費小計 20,900,000 16,250,000 13,853,092

管理費支出
1 会議費 250,000 250,000 77,110
（1）　理事会 200,000 200,000 66,110 監査会議費・Web会議費用を含む
（2）　社員総会 50,000 50,000 11,000 Web会議費用を含む

2 交通・宿泊費 400,000 400,000 0
3 印刷費 400,000 400,000 266,581 封筒・請求書作成費等
4 発送費 400,000 400,000 269,339 年会費請求書等
5 ホームページ管理費 400,000 400,000 396,000
6 業務委託費 3,500,000 2,900,000 2,651,880
7 租税公課 70,000 70,000 70,000 法人税
8 雑費 120,000 120,000 90,618
（1）　振込手数料 40,000 40,000 33,110 振込手数料・振替通知書発行手数料
（2）　その他 80,000 80,000 57,508 登記変更費等

管理費小計 5,540,000 4,940,000 3,821,528
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資産積立支出
1 将来事業準備資金積立金 0 0 0

資産積立支出小計 0 0 0
（C）　当期支出合計 26,440,000 21,190,000 17,674,620

（A-C）　当期収支差額 △699,900 1,620,100 5,611,338
（B-C）　　次期繰越金 25,687,321 22,395,983 26,387,221

Ⅱ．積立金
将来事業準備資金 （単位：円）

収　入 支　出 備　考
前年度繰越金 702,564 取崩 0 
繰入 0 次年度繰越金 702,564
受取利息 0 

収入合計 702,564 支出合計 702,564
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一般社団法人日本地域看護学会　議事録

2021年度第1回理事会議事録
Ⅰ．日　　時 2021年5月1日（土）13：30～16：00

Ⅱ．会議形態 Zoomによるオンライン会議
       配信元：株式会社ワールドプランニング会議室（東京都新宿区神楽坂4-1-1）
Ⅲ．出 席 者 理 事 長 宮﨑美砂子
       副理事長 荒木田美香子，田髙　悦子
       理　　事  石橋みゆき，石丸　美奈，上野　昌江，大森　純子，岸　恵美子，北山三津子，河野あゆみ，小西かおる，

田村須賀子，永田　智子，春山　早苗＊

       監　　事 佐伯　和子，村嶋　幸代
       事 務 局 筒井　　愛，野田　智己 （＊印は欠席者）
　宮﨑理事長より，理事の過半数が出席していることから，定款第38条に則り，本理事会の成立が宣言された．
Ⅳ．議　　事
審議事項
1 . 前回理事会議事録について（宮﨑理事）資料1

 2020年度第3回理事会議事録案の内容を確認し，これを承認した．
2 . 2021年度社員総会について（宮﨑・石丸理事）資料2-1，2，3，4

 2021年度社員総会について，開催方法・スケジュール・議題などを確認した．社員には事前に開催案内とともに資料・議決権
行使書・オンライン会議への出欠確認書をメールで送付し，6月23日（水）に議決の集計・質問の取りまとめを行い，6月27日（日）
13：30～14：30よりZoomによるオンライン会議にて，議決結果の報告・意見交換を行うこととした．
 賛助会員の入会に関する議題について，正会員および賛助会員両方の入会金・年会費を定めた申し合わせを資料とすることとし
た．なお，2021年度社員総会にて承認されたのち，本申し合わせの変更を行う際には理事会審議，入会金・年会費の金額変更が
生じる際には，定款どおり社員総会での審議とすることを確認した．

3 . 2020年度事業報告について（石丸理事）資料3-1，2

 2020年度事業報告について，2020年度事業報告書（案）（学会全体および委員会活動）を基に確認した．理事会とは別にメール
による審議が8回行われたことから，内容について記載するほか，第2回委員会セミナーの参加者を追記する等，全体を再度確認し，
2021年度社員総会に諮ることとした．

4 . 2020年度決算案について（石橋理事）資料4

 2020年度決算について，収支計算書（案）を基に確認した．監査完了後に理事会にて再度確認し，2021年度社員総会に諮るこ
ととした．

5 . 2020年度監査について（石橋理事）
 会計事務所による会計書類の提出を待ち，5月中に監査を実施する旨を報告した．

6 . 2021年度事業計画ならびに2022年度事業計画案について（石丸理事）資料5

 2021年度事業計画書（案），2022年度事業計画書（案）を基に確認し，2021年度社員総会に諮ることとした．
7 . 2021年度予算案について（石橋理事）資料6

 2021年度予算について，2021年度予算書（案）を基に確認し，2021年度社員総会に諮ることとした．
8 . 2021年度会員報告会について

 2021年度会員報告会は，第24回学術集会がWeb開催になったことに伴い，前年度と同様に学会誌に掲載する「学会だより」に
て報告することとした．
 なお，表彰式については，第24回学術集会の第1日目にオンラインにて執り行うこととし，石丸理事および表彰論文選考委員
会委員長の上野理事を中心に進めることとした．

9 . 入退会者申請者について（石丸理事）資料7，別紙資料
 入会申請者49人，退会申請者63人（2020年度退会：62人，2021年度退会：1人）について，資料を基に確認し，これを承認し
た．なお，入会申請者のうち推薦人がいない者については宮﨑理事長・上野理事を推薦人とする旨，退会申請者のうち年会費に未
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納がある者は納付をもって退会を認める旨を確認した．
報告事項
1 .	 第24回学術集会について（岸理事）当日資料

 第24回学術集会の進捗について，資料を基に報告した．第4回企画委員会を4月29日に開催し，各プログラムの最終確認と座
長の検討，査読スケジュールおよび査読方法・内容の確認，優秀演題賞の検討を行ったこと，広報活動として，学術集会チラシ・
研究力向上セミナーチラシを看護系大学，関連団体等に発送したこと，第8 回日本CNS 看護学会，第63 回日本老年医学会学術集
会のホームページ上にバナー広告を掲載したことが報告された．当日は，東邦大学にて少人数の実行委員が運営にあたることとし，
ライブ配信は1日につき1本で行う．

2 . 第25回学術集会について（田村理事）資料8

 第25回学術集会の進捗について，資料を基に報告した．開催趣旨を「地域看護が時代の要請を捉え，人々の健康と安寧に，よ
り一層貢献するための方策を見出すことを目指す」「老人保健法施行以降の地域看護の実践を振り返り，ポストコロナ禍に向けて，
看護プロフェッションが果たすべき役割機能責務を追究する」としたこと，開催地である「富山県や北陸・近県での取り組みを取
り上げ発信する」としたことが報告された．
 また，学術集会チラシを作成し，富山県内の保健師に登録準備を進めてもらうことを目的に，県内に配布したことが併せて報告
された．

3 . 会員数について（石丸理事）資料4

 4月20日時点での会員数は，1,412人である旨を報告した．
4 . 委員会報告について
1） 編集委員会（北山理事）

 4月28日に学会誌第24巻第1号が公開となった旨を報告した．前回理事会にて審議を行った，過去の掲載論文の電子的公開の
削除を行った件については，学会HPと編集後記に通知文を掲載したことが報告された．また，学会誌の電子化に関するアンケー
トの結果を反映し，学会誌公開の案内時に，目次を記載したメールマガジンを配信した旨も併せて報告がなされた．

2） 研究活動推進委員会（大森理事）資料10

 第2回研究セミナー（3月14～21日：オンデマンド配信／ 3月13日：LIVE配信）について，申込人数が210名（会員182名，
非会員7名，学生21名）であった旨を報告した．
 今後も，オンラインによるセミナーの企画を継続して行うこと，会員からの要望を受けて，過去に開催したセミナーのアーカイ
ブ化についても，経費なども含めて検討していくこことした．

3） 広報委員会（田村理事）資料11

　公的病院等の地域連携担当部署に対して実施したアンケート調査の結果を，資料を基に報告した．調査期間は2021年2～3月，
対象者は1,091か所，回答数は154件（回収率14.1％）であった．年齢，所属学会，職種のほか，学術集会に期待するテーマとして，
医療連携，多職種連携，ACP看護倫理，看護界へのAIの導入と活用，高齢化社会と地域包括ケアや入退院支援など広い視野で看
護の知見を求めるとの意見があり，第24回学術集会に対してもWeb開催の学術集会は参加しやすいなどの意見が得られた．

4） 教育委員会（岸理事）
 「日本地域看護学会が提案する地域看護学の卒業時到達目標と内容・方法」を学会HP上にて公開したことを報告した．
 また，『看護展望』（メヂカルフレンド社／月刊誌）より地域看護学に関する執筆依頼を受けた件で，4月25日発行の5月号に，
特集「地域看護学の卒業時到達目標と内容・方法から考える；『地域・在宅看護論』の新たな授業づくり」として，以下の原稿が掲
載された旨を報告した．
・「看護基礎教育におけるこれからの地域・在宅看護論と授業づくり」宮﨑美砂子
・「看護学基礎教育で修得すべき地域看護の能力（コンピテンシー）と卒業時到達目標，および目標に到達するための教育内容と
方法（2020）を読み解く」岸恵美子
・「『地域・在宅看護論』の学習目標，順序性，教えるべき内容について」石橋みゆき
・「コロナ禍での効果的な教授法と臨地実習先との連携について」斉藤恵美子
・「看護師教育課程における『地域看護学』教育の新たな展開」赤星琴美ほか
・「保健師の家庭訪問援助事例を教材とした授業展開」佐藤紀子

5） 国際交流推進委員会（河野理事）
 第24巻第1号に英文ニュースレター No.20を掲載した旨を報告した．
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6） 表彰論文選考委員会（上野理事）
 表彰論文の授賞式および名誉会員の称号賞授与式を第24回学術集会内で行う旨を報告した．

7） 災害支援のあり方検討委員会（宮崎理事）
 災害対策に関わる情報や被災地の保健師活動についての情報を収集し，それに基づいて地域看護の実践・教育・研究のあり方を
考える機会を作る活動を今後も継続して行う旨を報告した．

5 . その他
1） 次回理事会の日程について（宮﨑理事）

 2021年度第2回理事会について，7月末～8月上旬にオンラインにて開催することとした．

2021年度第2回理事会議事録
Ⅰ．日　　時 2021年7月24日（土）15：00 ～17：00

Ⅱ．会議形態 Zoomによるオンライン会議
       配信元：株式会社ワールドプランニング会議室（東京都新宿区神楽坂4-1-1）
Ⅲ．出 席 者 理 事 長 宮﨑美砂子
       副理事長 荒木田美香子，田髙　悦子
       理　　事  秋山　正子，石橋みゆき，石丸　美奈，大木　幸子＊，大森　純子，蔭山　正子，岸　恵美子，北山三津子，

小西かおる，田村須賀子，永田　智子，春山　早苗
       監　　事 佐伯　和子，村嶋　幸代
       事 務 局 筒井　　愛，野田　智己 （＊印は欠席者）
　宮﨑理事長より，理事の過半数が出席していることから，定款第38条に則り，本理事会の成立が宣言された．
Ⅳ．議　　事
審議事項
1 . 前回理事会議事録について（宮﨑理事）資料1-1～1-2

 2021年度第1回理事会議事録案および2021年度からの理事・監事候補者による懇談会議事録案の内容を確認し，これを承認し
た．

2 . 理事会の2021年度活動計画について（石丸理事）資料2-1～2-2

 2021年度の活動方針および理事会開催日程，予定議題等を確認し，これを承認した．
3 . 委員会の2021年度活動計画について
1） 編集委員会（永田理事）資料3-1

　英文の投稿論文の投稿・査読体制の明確化を行うこと，JANAのCOI作成委員会に引き続き参加し，必要に応じて学会として
の対応等を理事会に確認していく旨を報告した．

2） 研究活動推進委員会（大森理事）資料3-2

 セミナーを2022年3月に開催すること，その際に会員拡大に向けて広報委員会とも連携予定である旨を報告した．テーマや日
程等は委員会で検討し，理事会に諮ることとした．
 また，過去のものを含めてセミナー動画をアーカイブ化し，学会HPで公開することについて検討している旨を報告した．

3） 広報委員会（田村理事）資料3-3

 HPの内容確認と充実を行うこと，関連する学会に本学会のバナーの相互リンクの掲載を打診すること，新規会員の獲得を目的
に地域包括支援センターへの広報活動を行うことについて報告した．

4） 教育委員会（岸理事）資料3-4

 「地域看護学の卒業時到達目標と内容・方法」を学会HPに掲載したことに引き続き，今年度の活動計画として，実際に教育内容
に反映されているかを検証し，各教育機関に対して授業案や演習例等を提案することを報告した．また，HPに掲載する際に，広
く一般に公開するか，会員限定とするか等について，継続して検討する旨を報告した．

5） 国際交流推進委員会（小西理事）資料3-5

 第24巻第1号に英文ニュースレター No.20を掲載した旨を報告した．
 2022年6月21～22日にスウェーデンにて開催される国際地域看護学会（ICCHNR）の詳細などを確認し，メールマガジン等で
会員へ情報提供することについて報告した．
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6） 表彰論文選考委員会（北山理事）資料3-6

 2020年度論文賞として，優秀論文賞1編，奨励論文賞2編を選定したこと，2021年度は，選考の第一段階である役員・代議員
の投票率の向上を目指すことについて報告した．

7） 災害支援のあり方検討委員会（春山理事）資料3-7

 第24回学術集会にて，ワークショップ「保健師教育における健康危機管理の教育方法；指定規則の改正及びコロナ禍の経験を
踏まえて」を実施予定であること，他学会と連携し，災害支援，健康危機における支援活動を行う予定であることを報告した．

4 . 新規ワーキンググループについて（宮﨑理事）資料4

 魅力ある学会づくりや本学会の特徴の明確化と共有，潜在している会員のニーズの発掘と学会活動への連動，学術団体としての
役割等，本学会が強化すべき課題に対応することを目的とし，1年間の期限で「活動推進エンジンチーム」と「次世代研究活動推進
チーム」の新規ワーキンググループを立ち上げる旨を報告し，活動を開始することとした．資料を基に，ワーキンググループの趣
旨やメンバー案のほか，年度末に評価を行い，来年度以降の方向性について検討すること，予算は予備費を充てることと等を説明
した．

5 . 委員会の委員について（宮﨑理事）資料5

 資料を基に，委員会の委員候補者を確認した．表彰論文選考委員会およびワーキンググループを除き，原則として委員の重複を
認めていない方針であることから，編集委員と教育委員に重複していた表氏は編集委員に任命することとし，教育委員会には，秋
山理事に委員を任命することとし，2021～2022年度委員会委員を承認した．

6 . メール審議内規（案）について（石丸理事）資料6

 メール審議の位置付けを明確にすることを目的に，メール審議内規（案）を作成したことについて報告した．原案ではメール審
議の回答がない場合は「棄権」とすることとしていたが，「棄権」でなく全員一致による決議が望ましいとの意見があり，他学会の
内規等も参考にして，引き続き検討することとした．

7 . 入退会者申請者について（石丸理事）資料7，別紙資料
 入会申請者26人，退会申請者7人について，資料を基に確認し，これを承認した．なお，入会申請者のうち推薦人がいない者
については宮﨑理事長と田村理事を推薦人とする旨，退会申請者のうち年会費に未納がある者は納付をもって退会を認める旨を確
認した．

8 . その他
1） 2021年度全公連総会時のシンポジウムでの発表について

 2022年3月26日（土）に開催予定の全公連総会時に実施するシンポジウムへの講演依頼があり，検討の結果，災害支援のあり方
検討委員会委員長の春山理事を推薦することとした．
報告事項
1 . 第24回学術集会について（岸理事・宮﨑理事・石丸理事）資料8・当日資料

 第24回学術集会の進捗について報告した．前期登録の参加者が413人であることから，600名を目標に引き続き後期登録での
参加を呼び掛けている．また，ライブ配信当日は，東邦大学を拠点に，実行委員を中心に運営する旨を報告した．
 その他，理事会企画セミナーには乙部由子氏（元名古屋工業大学 特任准教授／特定非営利活動法人ウイメンズボイス 理事）を
迎え，オンデマンド配信を行うこと，会員報告会は，学会誌へ学会だよりを掲載し会員への報告に代えること，表彰論文授賞式と
名誉会員授与式についてはライブ配信にて表彰式を行う旨を改めて確認した．表彰式の司会は田髙副理事長が務めることとし，表
彰状は事前に郵送したうえで，受賞者・名誉会員にコメントを依頼すること，Zoomの設定等について決定した．

2 . 第25回学術集会について（田村理事）
 第25回学術集会の進捗について報告した．現時点では対面での開催を目指しているが，新型コロナウイルス感染症の感染状況
によっては，Web配信の併用についても検討予定である旨を報告した．

3 . JANA社員総会・意見交換会について（田髙理事）資料A-1，2，3

 6月19日に開催されたJANAの社員総会および5月29日に行われた意見交換会について，出席者の田髙理事より，資料を基に
報告がなされた．

4 . 全公連2021年度第1回総会（田髙理事）資料B

 6月25日に開催された全公連2021年度第1回総会について，出席者の田髙理事より，資料を基に報告がなされた．
5 . その他
1） 次回理事会の日程について（宮﨑理事）
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2021年10月上旬に次回理事会を開催することとした．

2021年度第3回理事会議事録
Ⅰ．日　　時 2021年10月31日（日）10：00～12：00

Ⅱ．会議形態 Zoomによるオンライン会議
       配信元：株式会社ワールドプランニング会議室（東京都新宿区神楽坂4-1-1）
Ⅲ．出 席 者 理 事 長　宮﨑美砂子
	 	 	 	 	 	 	 副理事長 荒木田美香子，田髙　悦子
       理　　事  秋山　正子，石橋みゆき，石丸　美奈，大木　幸子＊，大森　純子，蔭山　正子，岸　恵美子，北山三津子，

小西かおる，田村須賀子，永田　智子，春山　早苗
       監　　事 佐伯　和子，村嶋　幸代
       事 務 局 筒井　　愛，野田　智己 （＊印は欠席者）
Ⅳ．議　　事
宮﨑理事長より，理事の過半数が出席していることから，定款第38条に則り，本理事会の成立が宣言された．
審議事項
1 . 前回理事会議事録について（宮﨑理事長）資料1-1

 2021年度第2回理事会議事録案の内容を確認し，これを承認した．
2 . 入退会申請者について（石丸理事）資料2，別紙資料

 入会申請者13人，退会申請者6人について，資料を基に確認し，これを承認した．なお，入会申請者のうち推薦人がいない3人
については宮﨑理事長を推薦人とする旨，退会申請者のうち年会費に未納がある者は納付をもって退会を認める旨を確認した．

3 . 第26回学術集会の開催方法について（荒木田理事）資料3

 第26回学術集会について，資料を基に確認し，2023年8月26日（土）～27日（日）の会期で，川崎駅周辺の会場を候補とする
ことについて承認した．開催方法は，対面とWebのハイブリッド方式を視野に入れ，今後，予算面，会場の収容人数，申込方法
等を考慮し検討することとした．

4 . 日本地域看護学会臨時理事会における審議内規（案）について（石丸理事）資料4

 メール審議の位置付けを明確にすることを目的として，作成された内規案を基に検討した．名称について，「臨時理事会」と表
記した場合，対面での臨時理事会も含まれ混同が生じるため，「書面およびメールにおける審議内規（案）」と変更し，これを承認
した．今後，書面およびメールによる審議を行うに際には，決議には理事全員の承諾が必要であること（通常の理事会では出席理
事の過半数で決議可），また，緊急性を要する内容であること，役員全員が確認すべき場合に限ることに限定して行うことを，改
めて確認した．

5 . 日本地域看護学会誌投稿規程改定（案）について（永田・蔭山理事）資料5

 英文論文において日本語の文献を引用する際の記載方法について，資料を基に投稿規程改定（案）を確認し，これを承認した．
規程は10月31日付で改定し，学会HPに公開することとした．また，英語版の投稿規程の整備や，国際誌としての位置づけに関
する意見が出され，今後検討することとした．
報告事項
1 . 第24回学術集会について（岸理事）資料6

 第24回学術集会について，8月27日～9月26日：オンデマンド配信，9月11～12日：ライブ配信にて開催されたことを報告
した．参加者は659人（前期登録：会員253人／非会員146人，後期登録：会員81人／非会員152人，学生：27人）であり，一般
演題79題，ワークショップ9題，後援8団体，協賛8社の申し込みがあった．
 会期中のHPへのアクセス数は98,825件であり，そのうちライブ配信時のアクセス数は，9月11日15,922件，9月12日10,001

件であった．動画再生数は，オンデマンド配信4,600回，ライブ配信656回であった．なお，メールマガジンでの広報時にアクセ
ス数が高くなっていた旨を併せて報告した．
 アンケートは37件の回答があり，資料を基に報告した．参加者数と比較して演題が少なかったことや非会員の割合が高かった
ことから，今後，相関関係を確認することとした．また，Web開催のメリットとデメリットを今後に活かすことや，非会員の参
加者を入会に繋げられるよう検討することとした．
 その他，会計については，収入9,428,511円，支出9,063,065円で，365,446円が学会本体への戻し金となる見込みである旨を
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報告した．委託先などへの支払いを行い，会計監査を行うこととした．
2 . 第25回学術集会について（田村理事）資料7

 第25回学術集会の進捗状況について，資料を基に報告した．開催方法について，メインプログラム，市民公開シンポジウム，ワー
クショップは現地会場にて実施，一般演題はオンデマンド配信によるオンライン発表とし，一定期間（2週間）の視聴期間を設け
ることとした．
 プログラムについて，特別講演「地域看護への期待：看護職の自立のために」のサブタイトルが，看護職は自立していないかの
ような印象を与える可能性があることから，講師の上野千鶴子氏に変更を依頼することとした．また，理事会セミナーについては，
次回の理事会にて検討することとした．

3 . 会員数について（石丸理事）資料8

 10月22日時点での会員数は，1,427人である旨を報告した．
4 . 委員会報告について
1） 編集委員会（永田理事）

 10月2日に第2回委員会をWebにて開催した旨を報告した．今回受領した投稿論文が9編であり，投稿数の減少が続いているこ
とから，周囲の会員へ投稿を呼び掛けてもらうよう理事に依頼した．

2） 研究活動推進委員会（大森理事）
 第1回セミナーの開催について，「地域看護に活かせるGISを用いた研究の理論と実際；脆弱地域を今すぐ可視化！　地域の強
み弱みを実践に活かす」をテーマに，2022年3月6～21日：オンデマンド配信／ 3月5日13：00～15：30：ライブ配信（質疑応
答を含む）を予定している旨を報告した．参加人数を200名と想定し，参加費は，会員：2,000円／非会員：4,000円／学生：1,000

円とすることとした．
3） 広報委員会（田村理事）資料9

 10月18日に第1回委員会をWebにて開催し，昨年同様，広報のための質問紙アンケートハガキを作成し，学術集会案内，学会
HPのQRコードが記載された入会案内書とともに，地域包括支援センター約1,000か所へ郵送予定である旨を報告した．
 また，魅力ある学会づくりを目指し，広報活動を行っていく旨も併せて報告した．

4） 教育委員会（岸理事）当日資料
 9月24日に第1回委員会をWebにて開催し，活動計画の検討や意見交換を行った旨を報告した．また，3月に委員会でまとめた
「地域看護学の教育内容と方法の報告書」について，今後，図式化を行うことや，委員会にゲストスピーカーを迎えて評価を受け
ることで，バージョンアップする方針であることも併せて報告した．

5） 国際交流推進委員会（小西理事）資料10

 10月15日に第1回委員会をWebにて開催し，学会誌第25巻第1号に掲載予定である英文ニュースレター No.21の内容を検討し
た旨を報告した．
 また，2022年6月21～22日にスウェーデンにて開催される国際地域看護学会（ICCHNR）の演題募集が始まることから，会員
への周知のためにメルマガ配信を予定していることも併せて報告した．

6） 表彰論文選考委員会（北山理事）
 表彰論文選考に向けて，昨年度は投票率が低かったことから，今年度は投票期間を長く取り，12月中に代議員へ選考依頼を行
う予定であることを報告した．

7） 災害支援のあり方検討委員会（春山理事）
 「保健師教育における健康危機管理の教育方法」についてアンケート調査を行い，43名の回答があったこと，また，それらの内
容について第24回学術集会内のワークショップにて発表を行ったことを報告した．さらに，ワークショップの内容については，
学会誌第25巻第1号に委員会報告として掲載予定である旨を報告した．
 また，保留となっていた健康危機管理システムについても，活用に向けて委員会で検討していく旨を報告した．

5 . 活動推進エンジンチームについて（荒木田理事）資料11

 8月10，30日に会議をWebにて開催した結果，①現会員を逃さない，②新規会員の獲得，③当事者や現場の方に魅力ある企画，
の3点を活動目標として掲げ，検討していく旨を報告した．さらに，活動目標達成のための具体策について資料を基に説明し，関
連する広報委員会・研究活動推進委員会・編集委員会でも検討のうえ，次回の理事会にて報告してもらうよう依頼した．

6 . 次世代研究活動推進チームについて（田髙理事）資料12

 地域看護学の再定義（2019）の実装に役立つ研究課題とは何かを明らかにし，それに基づき地域看護学研究のロードマップ（案）
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を作成すること，ならびに，同ロードマップを活用して次世代の地域看護学を担う学会員の拡大および研究活動の活性化と推進を
図る体制づくりを拡充することを目的に活動していく旨を報告した．

7 . その他
1） 全国公衆衛生関連学協会連絡協議会新役員決定について（宮﨑理事）

 世話人3名，監事2名を選出する役員選挙が行われ，田髙副理事長が世話人として選出された旨を報告した．任期は2022年4月
1日～2025年3月31日である．

2） 次回理事会の日程について（宮﨑理事）
 2022年2月上旬に次回理事会を開催することとした．

2021年度第4回理事会議事録
Ⅰ．日　　時 2022年2月6日（日）15：30～17：00

Ⅱ．会議形態 Zoomによるオンライン会議
       配信元：株式会社ワールドプランニング会議室（東京都新宿区神楽坂4-1-1）
Ⅲ．出 席 者  理 事 長 宮﨑美砂子
       副理事長 荒木田美香子，田髙　悦子
       理　　事  秋山　正子，石橋みゆき，石丸　美奈，大木　幸子＊，大森　純子，蔭山　正子，岸　恵美子，北山三津子，

小西かおる，田村須賀子，永田　智子，春山　早苗
       監　　事 佐伯　和子，村嶋　幸代
       事 務 局 筒井　　愛，野田　智己 （＊印は欠席者）
Ⅳ．議　　事
　宮﨑理事長より，理事の過半数が出席していることから，定款第38条に則り，本理事会の成立が宣言された．
審議事項
1 . 前回理事会議事録について（宮﨑理事長）資料1

 2021年度第3回理事会議事録案の内容を確認し，これを承認した．
2 .	 2022年度社員総会について（石丸理事）資料2

 2022年度社員総会について，書面にて決議を取ったうえで，オンライン会議にて議決結果を確認する開催形式とする旨を決定
した．事前に議決権を有する社員に資料および議決権行使書・委任状を送付して回答を受け付け，6月26日（日）13：30～14：
30，Zoomによるオンライン会議にて，議題の承認ならびに意見交換を行うこととした．

3 . 2022年度ならびに2023年度事業計画案について（石丸理事）資料3

 2022年度事業計画案ならびに2023年度事業計画案について，資料を基に確認し，これを承認した．ワーキンググループの活動
内容を加筆のうえ，次回理事会において再度確認し，2022年度社員総会に諮ることとした．

4 . 2022年度予算案について（石橋理事）資料4

 2022年度予算案について，資料を基に確認した．委員会活動費およびアーカイブ動画公開サイトの新規構築費等を見直したう
えで，次回理事会において再度確認し，2022年度社員総会に諮ることとした．

5 . 2021年度表彰論文および名誉会員について（北山理事）資料5

 表彰論文選考委員会にて選考した，2021年度表彰論文ならびに名誉会員候補者について，資料を基に確認した．論文賞は，今
回代議員による投票期間を長く設けたことで（2021年12月7日～2022年1月17日），投票率が昨年度より9.9％上がり54.7％で
あった旨，投票結果を受けて委員会にて以下のとおり優秀論文賞1編および奨励論文賞2編を選考した旨を報告した．選考方法も
含め適切であることを確認し，これを承認した．
優秀論文賞
 タイトル：認知症高齢者の生活支援に向けた地域包括支援センター保健師のコーディネーション尺度の開発（原著）
 著　　者：岡野明美・上野昌江・大川聡子
 巻　　号：第23巻第1号
奨励論文賞1

 タイトル： 市町村保健師の職業的アイデンティティの形成プロセスと影響要因；複線径路等至性モデリング（TEM）による4類
型からみた特徴（原著）
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 著　　者：小路浩子
 巻　　号：第23巻第2号
奨励論文賞2

 タイトル： アクションリサーチによる地区組織基盤の世代間交流プログラムの開発と評価（研究報告）
 著　　者：有本　梓・伊藤絵梨子・白谷佳恵・田髙悦子
 巻　　号：第23巻第2号
 また，名誉会員候補者は，2004年度学術集会長であり，理事を2期6年間務めた早川和生氏を推挙し，2022年度社員総会にて
承認を得ることとした．
 なお，第25回学術集会において，オンラインによる表彰式を執り行うほか，表彰論文は会場でのパネル掲示を行うとともに，
学会HPに選考理由・受賞者の声を掲載することとした．

6 . 第25回学術集会理事会セミナーについて（荒木田理事）資料6

 第25回学術集会における理事会セミナーについて，研究を政策的に進めるという観点から，「ライフサイエンス政策の現在；科
学と社会をつなぐ」をテーマに講演を企画することとした．講師候補者として菱山　豊氏（徳島大学副学長）が選出され，理事長
および副理事長より打診することとした．

7 . 健康危機管理システムの活用について（宮﨑・春山理事）資料7

 健康危機管理システムの今後の活用について，災害支援のあり方検討委員会にて検討した結果，本システムの初期の目的は達成
できたことに加え，今後は IHEATとの連携や学会としての情報提供に注力すべきでは等の意見が出されたことから，本システム
の運用を終了することを決定した．また，会員にはHP等で報告することとした．

8 . アーカイブ動画公開サイトについて（大森理事）資料13-2

 研究活動推進委員会が主催するセミナーについて，2020年度：2回（2019年度セミナーの延期分1回を含む），2021年度：1回
の計3回分のアーカイブ動画があるため，会員向けのサービスとしてオンデマンド動画の配信を企画している旨を報告した．今後，
動画コンテンツをWeb上で配信するためのシステムである動画配信プラットフォームを整え，著作権などの契約関連，参加費を
支払って参加した会員との差別化などを検討したうえで進めることとした．また，学術集会や他の委員会活動等でも活用できるこ
とから，動画配信プラットフォームの構築費については，委員会活動費ではなく予備費から支出することとした．

9 . ワーキンググループの次年度へ向けての提案について（荒木田理事）資料13-7

 活動推進エンジンチームからの提案事項として，以下の3点が挙げられ，次年度も継続して検討を行っていくこととした．
・�学生会員・ユースプログラム制度を検討する専門プロジェクトを作る（2022年度）
・�現場参加型の学会を作るための組織（実践促進委員会等）や仕組みを検討する臨時委員会を作る（2022年度）
・ 他学会とのコラボレーションを行い，学術集会担当理事を中心に，学術集会において理事会企画を2本（学術的企画・コラボ
レーション企画）実施する（2023年度）

10. 第27回学術集会長について（宮﨑理事長）
 2024年に開催される第27回学術集会の学術集会長について検討し，候補者の理事と引き続き調整を続けることとした．

11. 入退会申請者および年会費滞納者について（石丸理事）資料8・別紙資料
 入会申請者9人，退会申請者15人について，資料を基に確認し，これを承認した．なお，入会申請者で推薦人がいない4人のう
ち，2人は小西理事，残り2人は宮﨑理事長を推薦人とする旨，退会申請者のうち年会費に未納がある者は納付をもって退会を認
める旨を確認した．
 また，会費滞納者について，2年滞納の28人は会員資格の継続を認め，引き続き年会費を請求し，3年滞納の12人は退会手続
きを取ることとし，これを承認した．

12. その他
1） 新型コロナウイルス関連情報特設サイトの終了時期について（石丸理事）

 「新型コロナウイルス関連情報特設サイト」は，新型コロナウイルス感染症に関して幅広い情報を提供する目的で総務担当理事・
広報委員会にて運用を行っているが，現時点ではコロナ収束の兆しがみえないことから，当面の間，継続することとした．ただし，
サイト開設当初に比べて，現在は厚生労働省のHPでも閲覧可能となっている情報も多いことから，時期をみて終了の判断をする
こととした．
報告事項
1 . 第24回学術集会について（岸理事）資料9
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 第24回学術集会の収支決算書（修正案）を基に，オンライン開催におけるシステム利用費や人件費などを修正した旨，近日中に
会計監査を予定している旨を報告した．また，2015～2021年の学術集会における参加者の推移等をまとめた資料を提出し，第
24回学術集会では特に非会員からの参加が多かったことや，会場での開催とWeb開催とでは集客に明確な関連性はみられなかっ
たことについて報告した．

2 . 第25回学術集会について（田村理事）資料10

 1月11日より演題登録・ワークショップの受付を開始し，会員および日本看護系大学協議会会員校に開催案内・チラシを配布し
た旨を報告した．演題登録数は約100題程度を想定しており，査読委員に代議員の登用を予定していること，理事会セミナー・表
彰式はオンラインにて実施すること，表彰論文のパネル掲示を会場にて行うことについて報告した．

3 . 第26回学術集会について（荒木田理事）
 2023年8月26日（土）～27日（日）の日程で，川崎市の会場とWebでのハイブリッド形式による開催を予定している旨，テー
マなどについては企画委員会にて検討中である旨を報告した．

4 . 会員数について（石丸理事）資料11

 1月31日時点での会員数は，1,435人である旨を報告した．
5 . 2021年度事業報告について（石丸理事）資料12

 2021年度事業報告書案（学会全体および委員会活動）を基に報告した．3月に開催予定である委員会セミナーの参加者を追記す
る等，全体を再度確認し，2022年度社員総会に諮ることとした．

6 . 委員会報告について
 一部，資料による報告にて内容を報告した．

1） 編集委員会（永田理事）　資料13-1

・活動推進エンジンチームからの依頼を受け，若手研究者向けのサービスの充実について検討した．
・第25回学術集会の一般演題の座長に対して，学会誌への投稿論文に繋がる演題の推薦を依頼する予定である．

2） 研究活動推進委員会　資料13-2

・3月の委員会セミナーの開催に向けて準備を進めている．
・アーカイブ動画公開サイトの運用に向けて，引き続き検討する．

3） 広報委員会　資料13-3

・HPの掲載内容の確認と充実を目的として，定期的に確認を行っている．
・地域包括支援センター 1,010か所に，学会入会案内カード，学術集会開催案内・チラシ，アンケートハガキを送付した．

4） 教育委員会　資料13-4

・地域・在宅看護論の教育内容や学会が目指す看護師像について，委員会内で意見交換を行っている．
・「地域看護学の卒業到達目標と内容・方法」を評価し，周知を図るとともに，図などを用いて地域看護学の見える化を目指す．

5） 国際交流推進委員会　資料13-5

・第24巻第1号に英文ニュースレター No.20を掲載した．
・ 第7回世界看護科学学会学術集会（WANS）ならびに第7回国際地域看護学会（ICCHNR）の詳細について，メールマガジンに
て情報提供した．

6） 表彰論文選考委員会　資料13-6

・2021年度表彰論文として，優秀論文賞1編，奨励論文賞2編を選定した．
・学会HPと第24回学術集会講演集に2020年度表彰論文の抄録を掲載した．

7） 災害支援のあり方検討委員会
・健康危機管理の教育方法に関する調査を行った．
・�第24回学術集会にて，ワークショップ「保健師教育における健康危機管理の教育方法；指定規則の改正及びコロナ禍の経験
を踏まえて」を開催した．
・オンライン会議の増加等により支出の削減ができていることから，2022年度の希望予算額を100,000円に減額する．

8） 活動推進エンジンチーム　資料13-7

・�会員獲得，魅力ある研修会・学術集会づくり，若手研究者向けのサービスの充実等，関連する委員会に検討を依頼した．
・�今後の学会としての取り組みについて検討し，理事会への提案事項としてまとめた．

9） 次世代研究活動推進チーム（田髙理事）
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・�地域看護学の再定義の実装に役立つ研究課題のロードマップ作成事業として，役員・代議員へのインタビュー・Web調査（パ
ブコメ）を行い，取りまとめた地域看護学研究のロードマップを2022年度社員総会にて報告予定である．

7 . 2021度中間決算について（石橋理事）資料14

 1月31日付の収支計算書を基に，2021年度中間決算について報告した．
8 . その他
1） JANA将来構想プロジェクト報告について　資料15

 2022年1月4日にJANA情報交換会が開催され，石丸理事が出席した．
2） 次回理事会の日程について（宮﨑理事長）

 2022年4月下旬～5月上旬に次回理事会を開催することとした．
以上

2022年度社員総会議事録
Ⅰ.	 日　　時　2022年6月26日（日）13：30～14：40

Ⅱ.	 会議形態　Zoomによるオンライン会議
  　　　　　配信元：株式会社ワールドプランニング会議室（東京都新宿区神楽坂4-1-1）
Ⅲ.	 社 員 数　議決権を有する社員数：62人
  議決権行使書：35人
  委任状：22人
  未回答：5人
　定款第19条「社員総会の決議は，総社員の議決権の過半数を有する社員が出席し，出席社員の過半数をもって行う．」に則り，本
社員総会の成立が宣言された。
Ⅳ.	 議事録
１.	 議事録署名人の決定
　　定款第24条に則り，宮﨑議長ならびに石橋理事が務めることとした。
２.	 議題の承認
１）第1号議案：2021年度事業報告について （賛成：35人，委任状：22人，否決：0人）
２）第2号議案：2021年度収支決算について （賛成：35人，委任状：22人，否決：0人）
３）第3号議案：2021年度監査報告について （賛成：35人，委任状：22人，否決：0人）
４）第4号議案：2022・2023年度事業計画について （賛成：35人，委任状：22人，否決：0人）
５）第5号議案：2022年度収支予算について （賛成：35人，委任状：22人，否決：0人）
６）第6号議案：名誉会員の推薦について （賛成：35人，委任状：22人，否決：0人）
　第1～6号議案は，定款第19条に定める総社員の過半数の出席と，出席社員の過半数の同意の要件を満たし，【可決】された。
３.	 報告事項
　　・第27回学術集会（2024年開催）の学術集会長として，大森純子氏（東北大学大学院）が選出された旨を報告した。
　　・ 第25回学術集会について，田村須賀子学術集会長より，2022年8月27～28日に富山国際会議場（富山市）にて開催する旨を

報告した。
　　・ 第26回学術集会について，荒木田美香子学術集会長より，2023年9月2～3日にハイブリッド形式にて開催を予定している

旨を報告した。
４.	 意見交換
　　社員2人より，以下の意見があった。
　　・ 次世代研究活動推進チームの資料「地域看護学定義に基づく2040リサーチアジェンダ24」および「2040リサーチアジェンダ

24の達成にむけた戦略の柱」を見て，活発に活動しているという印象を受けた。
　　・ コロナによる閉塞感のある期間が長かったので，今年度，久しぶりに学術集会が現地開催されることを楽しみにしている。学

術集会に多くの方が参加してほしい。
以上
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わが国で最初に新型コロナウイルス感染者が確認されてから，2年半が経過しました．こ
の原稿を執筆している現在，オミクロン株「BA.5」の感染拡大による第7波に入り感染者が
急増しており，収束までにはかなり時間を要するような状況です．ウイルスとの共存にはさ
まざまな苦労とともに長い時間がかかることを体感する毎日です．
さて，本号では，研究報告3編，活動報告1編，資料1編が掲載されました．また，災害

支援のあり方検討委員会の報告が掲載されています．掲載論文は，災害時の共助を意図した
平常時の保健活動，独居の認知症高齢者に対する症状の進行に応じた支援，災害に関するコ
ミュニティ・レジリエンスの概念分析，個別記録に基づいた精神障害者の支援課題と体制の
検討，看護学生が保健師教育課程を選択志望する背景など，どれも時代に即した，興味深い
論文です．コロナ禍においても，地域看護学の教育，研究，実践活動の向上を目指して論文
執筆をされた投稿者ならびに査読者のみなさまに心より感謝申し上げます．
本号の公開後，2022年8月27～28日には，富山市で日本地域看護学会第25回学術集会

が開催されます．プログラムには，ポストコロナの地域共生社会に向けた研究や取り組みな
どが盛り込まれており，それぞれの立場でのポストコロナについて考える機会になるのでは
ないかと思います．現地会場とオンラインを併用したハイブリッド形式で開催されますので，
この強みを生かし，多くの方が学会にご参加されることを願っております．学会で発表され
た研究・活動報告の学会誌への投稿についてもお待ちしております．

（表　志津子）

「日本地域看護学会誌」投稿論文の締切について

投稿論文は随時受け付けますが，1月20日，5月20日，9月20日で締め切り，審査を行います．ご投稿
をお待ち申し上げております．
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